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「建設人材確保・育成に関する取組について」
（厚生労働省の取組）

令和２年３月３日

厚生労働省職業安定局
雇用開発企画課建設・港湾対策室

令和元年度建設産業人材確保・育成推進協議会全国担当者会議

資料２



雇用情勢
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資料：厚生労働省「職業安定業務統計」 注：パートタイムを除く常用。
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建設業が抱える課題①
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【建設業就業者に占める若年層・高年齢層の割合の推移】

出典：総務省「労働力調査」（年齢階級、産業別就業者数）

【建設業就業者数と建設技能労働者数の推移】（万人）
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出典：建設業就業者数は総務省「労働力調査」
技能労働就業者数は、総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出
(平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値)
注 就業者数は年平均。

（年）

課題１ 就業者、技能労働者の減少、高齢化→ 担い手確保・育成が課題

● 就業者、技能労働者が減少、また他産業と比較して高齢化しており、将来の担い手不足が懸念される。
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建設業が抱える課題①
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建設業が抱える課題①

課題１ 就業者、技能労働者の減少、高齢化→ 担い手確保・育成が課題
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建設業が抱える課題①

課題１ 就業者、技能労働者の減少、高齢化→ 担い手確保・育成が課題

● 勤続１年未満の離職者 → 仕事内容が合わずに離職する傾向
● 勤続年数１年以上の離職者 → 給与や休暇などの労働条件を理由に離職する傾向

出典：厚生労働省「平成30年度 建設業における雇用管理現状把握 実態調査」
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【勤続１年以上で離職した者の離職理由】

仕事内容が合わなかった

労働条件や待遇が希望に
合わなかった

会社の雰囲気、人間関係が
合わなかった

会社の都合

他にやりたいことが
見つかった

一身上の都合等

離職経験者意識調査（平成30年度）
<調査対象>建設技能労働者（常用雇用）の離職経験者1,000人
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建設業が抱える課題②

課題２ 建設技能労働者の年収が低い → 処遇改善

● 建設業者全体では上昇傾向にあるものの、技能者については製造業と比べて水準が低い。

建設業の技能者の年収額の推移
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年

『厚生労働省「賃金構造基本統計調査」』

注：推定年収額＝きまって支給する現金給与額×１２＋年間賞与その他特別給与額 6



建設業が抱える課題②

課題２ 建設技能労働者の年収が低い → 処遇改善

● 企業規模ごとで比較すると、建設業の推定年収額自体は、製造業よりも上回っている。

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

注：推定年収額＝きまって支給する現金給与額×１２＋年間賞与その他特別給与額

大企業(企業規模1,000人以上） 739万円

中企業 510万円
（企業規模100~999人）

小企業 417万円
（企業規模10~99人）

男性生産労働者の
所属割合

建設業

77%

13%

10%

大企業 578万円

小企業 399万円

中企業 459万円

製造業

平均462.5万円 平均476.4万円

32%

31%

37%
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建設業が抱える課題③

課題３ 労働時間が長い → 長時間労働の是正

● 他産業ではここ１０年ほどの間で労働時間の短縮が進んでいる一方、建設業は横ばいで推移。
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建設業就業者における労働時間の実態
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建設業が抱える課題③

課題３ 労働時間が長い → 長時間労働の是正

● 現場では４週６休が最多の51％。４週８休を確保できている現場は１割未満。

『全国建設業協会「働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査」』

【週休日の実施状況（現場）】 【週休日の実施状況（事務所）】
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● 時間的余裕、ノウハウ不足、多くの予算をかけることができない。

【人材育成の取組の問題点】

%

『国土交通政策研究所「国土交通分野の将来見通しと人材戦略に関する調査研究」』（一部抜粋） 10



従業員調査（平成３０年度）

■ 今後、建設業で働き続けるために企業に求めること

14.0

15.3

18.9

26.4

28.7

0 5 10 15 20 25 30 35

計画的な休暇取得の推進

能力や資格を反映した賃金

仕事の内容に対応した賃金

週休二日制の推進

仕事が年間通してあること

（％）

建設業における雇用管理現状把握実態調査結果今後、建設業で働き続けるために企業に求められること

<調査概要>
●対象：18,000社に対し、1社につき1人
●回答数：2,658名（有効回答率14.8％）

出典：厚生労働省「平成３０年度 建設業における雇用管理現状把握 実態調査」 11



建設業が抱える課題の解決

課題１ 建設技能労働者の高齢化、減少 → 担い手確保

課題２ 建設技能労働者の年収が低い → 処遇改善

課題３ 労働時間が長い → 長時間労働の是正

「働き方改革」は、就業機会の拡大や意欲・能力を発揮できる環境づくり。

「建設業キャリアアップシステム」、「建設技能者の能力評価制度」、

「専門工事企業の施工能力等の見える化」などとあわせ、新３Kの実現へ。

※ 新３K：給与が良い、休暇が取れる、希望が持てる

課題４ 人材育成に取り組む余裕・ノウハウ等がない → 効果的な人材育成

厚生労働省：「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」
（平成30年6月29日可決成立、7月6日公布）

国土交通省：「建設業働き方改革加速化プログラム」（平成３０年３月２０日発表）
「新・担い手３法」（令和元年6月12日、14日公布）
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建設業の人材確保・育成に向けた取組
～厚生労働省の令和２度予算案～

（参考）
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※◆は建設業に特化した支援
（）内は令和元年度当初予算額

厚生労働省の令和２年度予算案の概要

人材確保

◆ 建設事業主等に対する助成金による支援【拡充】 61.8億円(59.0億円)

・ 雇用管理改善や人材育成に取り組む中小建設事業主等に経費や賃金の一部を助成する。助成目的別に人材確保等支援助成金、人材開発支援

助成金及びトライアル雇用助成金がある。

・ 人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）について、就業規則や労働協約の変更により建設キャリアアップシステムにおけるレベル４相当

に該当する者の賃金テーブルを年間2％以上かつ５万円以上（資格手当の増額改定の場合は賃金テーブル引上げ同等額以上）引き上げ、実際に適

用した場合に助成する。

◇ ハローワークにおける人材不足分野に係る就職支援の拡充【拡充】 38.6億円（34.1億円）

・ 雇用吸収率の高い分野へのマッチング支援を強化するため、人材確保支援の総合窓口となる「人材確保対策コーナー」を拡充し、関係団体等と連

携した人材確保支援を実施。

・ 「人材確保対策コーナー」においては、求人者への求人充足に向けた助言・指導、求職者に対する担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介、

業界団体との連携による求人者向け・求職者向けセミナーや事業所見学会・就職面接会の開催等を行う。

◇ 高校生に対する地元における職業の理解の促進支援 【継続】 15百万円 （15百万円）

・ 建設等も含めた多様な業種に関しての職業理解を進めるため、業界団体や地元企業による高校内企業説明会等を実施する。
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 中小建設事業主等への支援【継続】 6.3億円 （9.4億円）

・ 建設労働者育成支援事業・・・35歳以上55歳未満（※）を除く離転職者、新卒者、学卒未就職者等を対象として、型枠工等の躯体系職種及び電気・

配管等の建設設備職種等に係る訓練から就職支援に至るまで、パッケージ型の業界団体等と連携した人材育成事業を実施する。

（※）当該年齢層は、就職氷河期世代の方向けの「短期資格等習得コース（仮称）」で対応。

・ 認定職業訓練・・・広域団体認定訓練の新規実施団体認定、認定職業訓練に要する経費について補助を実施する。

・ 人材開発支援助成金・・・建設業等の分野で企業単独・グループ企業単位等で行う実習と座学を組み合わせた訓練等を実施した場合に助成する。

 建設分野におけるハロートレーニング（職業訓練）の実施【継続】 3.0億円 （3.5億
円）

・ 建設機械等の運転技能だけでなく、パソコンスキル講習等と組み合わせたハロートレーニング（職業訓練）を引き続き実施する。

◇ ものづくりマイスター制度による若年技能者への実技指導【継続】 35.5億円 （34.8億円）

・ ものづくりマイスターを中小企業等に派遣し、若年技能者への実技指導を実施する。

・ 資格取得を促進し、賃金アップにつながる取組を進める中小企業等に対して実技指導を強化する。

◇ 短期間で取得でき安定就労に有効な資格等の取得支援【新規】 34.7億円 （新規）

・ 就職氷河期世代の方向けの「短期資格等習得コース（仮称）」を創設し、短期間で取得でき、安定就労につながる資格等の習得を支援するため、人

材ニーズの高い業界団体等に委託し、訓練と職場体験等を組み合わせ、正社員就職を支援する出口一体型の訓練を行う。

◆ 建設事業主等に対する助成金による支援【拡充】 （再掲） 61.8億円 （59.0億円）

厚生労働省の令和２年度予算案の概要

人材育成
※◆は建設業に特化した支援
（）内は令和元年度当初予算額
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◇働き方改革推進支援助成金（仮称）による支援【一部新規】 72.9億円 （62.6億円）

・ 中小企業・小規模事業者が生産性を高めながら労働時間の短縮等に取り組む場合において、中小企業や傘下企業を支援する事業主団体に対す

る助成を行う。

◇ 働き方改革推進支援センターによる支援【拡充】 91.0億円 （76.3億円）

・ 47都道府県に働き方改革推進支援センターを設置し、長時間労働の是正・同一労働同一賃金の実現・生産性向上による賃金引上げ・人手不足の

緩和などの労務管理に関する課題について、労務管理等の専門家による個別企業に対するコンサルティング、商工団体等と連携した出張相談会や

セミナーなどを実施する。

◆ 中小専門工事業者の安全衛生活動支援事業の実施【継続】 1.1億円 (1.1億円)

・ 安全衛生管理能力の向上のための集団指導・技術研修会、パトロール、個別指導等を実施する。

◆ 雇用管理責任者等に対する研修の実施【継続】 91百万円 （86百万円）

・ 雇用管理に関する基礎的な知識を習得する「基礎講習」に加え、若年者の職場定着を高めるため、熟練労働者と若年労働者とが円滑なコミュニ

ケーションを取りながら働くことのできる環境づくりの手法等を学ぶ「コミュニケーションスキル等向上コース」を建設業の雇用管理責任者に対して実施

する。

◆ ｢つなぐ化｣事業の実施【継続】 30百万円 （34百万円）

・ 若年者の建設業に対する理解や定着促進を図るため、高等学校（工業科、普通科）や高等専門学校の先生・生徒と建設業界がつながる機会として、

出前授業や現場見学会等を実施する。

厚生労働省の令和２年度予算案の概要

魅力ある職場づくりの推進

※◆は建設業に特化した支援
（）内は令和元年度当初予算額
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厚生労働省の令和２年度予算案の概要

魅力ある職場づくりの推進

◇ 労災保険特別加入制度の周知広報等事業の実施【継続】 1.1億円 (1.1億円)

・ 関係機関や関係団体を通じた周知広報のほか、労災保険に特別加入している一人親方等に対する安全衛生

教育、一人親方等が入場している工事現場への巡回指導を実施する。

◆ 建設業における墜落・転落災害等防止対策推進事業【拡充】 1.3億円 (59百万円)

・ 足場からの墜落・転落災害の防止対策の充実強化のための専門家による診断の実施、診断結果に基づく現場に対する指導・支援等を実施する。

◆ 建設事業主等に対する助成金による支援【見直し】 （再掲） 61.8億円 （59.0億円）

※◆は建設業に特化した支援
（）内は令和元年度当初予算額
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作業員宿舎等の確保（被災三県のみ）や、建設現場の女性専用トイレ・更衣室を整備した場
合に助成

【助成率】経費助成 60％ など

【助成率】経費助成 中小建設事業主 60％
中小建設事業主以外 45％ など

○就業規則や労働協約の変更により雇用管理改善につながる制度（①評価・処遇制度、②研修制
度、③健康づくり制度、④メンター制度）を新たに導入し、目標を達成した場合に助成

建設事業主等に対する助成金の概要

◆ 若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）

◆ 雇用管理制度助成コース（建設分野）

若年者等の育成と熟練技能の維持・向上を図るため、キャリアに応じた技能実習を実施し
た場合に助成

【助成率･額】

１ 中小建設事業主(※支給対象：男性・女性労働者)

（１）労働者数20人以下

①経費助成 75％

②賃金助成 7,600円/人日＜ 8,360円/人日 ＞

③生産性向上助成 ①の場合 15％、②の場合 2,000円/人日

（２）労働者数21人以上

①経費助成 35歳未満 70％ 35歳以上 45％

②賃金助成 6,650円/人日＜ 7,315円/人日 ＞

③生産性向上助成 ①の場合 35歳未満 15％ 35歳以上 15％

②の場合 1,750円/人日

２ 中小以外の建設事業主（※支給対象：女性労働者）

①経費助成 60％

②生産性向上助成 ①の場合 15％ など

雇用管理制度助成
コース

本コースの

上乗せ助成

(1)定着改善：計画終了後１年間の離職率改善目標達成

⇒ 57万円

(2)入職改善：計画終了後1年間の若年者・女性の入職率が目標を達成

⇒ (1)に加え、57万円

(3)入職改善：計画終了後3年間の若年者・女性の入職率が目標を達成

⇒ (1)(2)に加え、85.5万円

◆ 作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）

【助成額】※人材確保等支援助成金のうち雇用管理制度助成コースに上乗せで助成

魅力ある職場づくりにつながる取組や広域的な職業訓練の推進活動を実施した場合に助成

Ｒ２予定額 6,177,572千円
（Ｒ１予算額 5,902,092千円）

【対象となる技能実習】
○安衛法による教習、技能講習、特別教育
○能開法による技能検定試験のための事前講習
○教育訓練給付金の支給対象となっている建設業法で定める技術
検定に関する講習(「通学制」、「eラーニング方式も含む通信制」)など

能開法による認定職業訓練または指導員訓練のうち、建設関連の訓練を実施した場合に助成

【助成率･額】 ①経費助成 補助対象経費の 16.7％
②賃金助成 3,800円/人日
③生産性向上助成 ②の場合 1,000円／人日

◆ 建設労働者認定訓練コース

◆ 建設労働者技能実習コース

職業経験の不足などから就職に不安のある若年者（３５歳未満）や女性を対象として、試
行雇用を行った場合に支給されるトライアル雇用助成金（一般・障害者トライアルコース）
に上乗せ助成

◆ 若年・女性建設労働者トライアルコース

人材開発支援助成金

トライアル雇用助成金 人材確保等支援助成金

〇就業規則や労働協約の変更により建設キャリアアップシステムにおけるレベル４相当に該当す

る者の賃金テーブルを年間2％以上かつ５万円以上（資格手当の増額改定の場合は賃金テーブ

ル引上げ同等額以上）引き上げ、実際に適用した場合に助成［拡充］

【助成額】年10万円以上の処遇向上 → 66,500円/人年 (最大３年間)
【助成額】年５万円以上の処遇向上 → 33,200円/人年 (最大３年間)

※ 人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース、建設技能者技能実習コース）について
は、
令和元年度から生産性要件の適用を成果主義へ変更（生産性向上助成：３年後に支給）。

※ 人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース）の賃金助成＜＞括弧内は、建設キャリア
アップシステム技能者情報登録者の場合（令和２年度まで延長）。

※ 人材確保等支援助成金の【助成額】【助成率】は、生産性要件を満たさなかった場合の金
額・率。生産性要件を達成した場合は、上乗せして支給。

【対象となる取組例】
現場見学会、体験実習、インターンシップ等の建設業の魅力を伝える取組 など

原則１人あたり月４万円（3ヶ月） 一般・障害者トライアルコース助成金

１人あたり月４万円（最大3ヶ月） 本コースの上乗せ助成

【助成額】
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◇ 建設業においては、他産業と比べ高齢化が進行している中、新規高校卒就職者の就職後３年目までの離職率は常に全産業、製造業を

上回っている。

◇ 離職の背景には就職先を決定する過程において、知りたい情報を十分に受けられていないということが挙げられているため、若年者

の建設業に対する理解を深め職場定着を促進するため、若年者と建設業界がつながる機会をつくる。

建設業若年者理解・定着促進事業（「つなぐ化」）の実施

若
年
者
の
建
設
業
で
の
定
着
促
進

若年者の建設業に対する理解や定着促
進を図るため、高等学校等の先生・生徒
と建設業界がつながる機会をつくるとと
もに、取組事例の周知広報を図る。

若年者－建設業界の「つなぐ化」

Ｒ２予定額 0.3億円（Ｒ１予算額 0.3億円）

0 10 20 30 40 50 60 70

会社の歴史・実績

会社の施工力・…

休日・有給休暇

給与・賞与等の…

仕事の内容

生徒 建設会社

＜生徒が重要・知りたいと思った情報と
会社がアピールしたい情報＞

0 10 20 30 40

肉体労働等

が多い

地域社会に

立つ

建設物が後

世に残る

建設業に触れる機会あり 機会なし

＜建設業に対するイメージ＞

＜国土交通政策研究所:「国土交通分野の将来見通しと人材戦略に関する調査研究」（一部抜粋）＞

（％） （％）

離職率（％） 就職者数（万人）
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就職者数(高卒建設業) 高卒建設業離職率

高卒製造業離職率 高卒全産業離職率

＜新規高校卒就職者と３年目離職状況の推移＞

＜文部科学省「学校基本調査」＞
なお、就職後3年以内の離職状況は、厚生労働省職業安定局とりまとめ
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◇ 建設業はその産業特性に起因して雇用関係が不明確等の問題がみられるという実情に鑑み、建設労働者雇用改善法

は、事業所ごとの「雇用管理責任者」の選任を義務付けるとともに、適正な雇用管理を行うために必要な知識の習得

及び向上を図るよう規定（第５条）

◇ しかしながら、零細な事業者が多い建設業においては、事業主自らが雇用管理の研修を行うことは難しいことか

ら、国が雇用管理責任者を対象とした雇用管理に必要な知識の習得・向上研修を実施

建設業 雇用管理責任者に対する研修等の実施
Ｒ２予定額 0.9億円（Ｒ１予算額 0.9億円）

・建設労働者雇用改善法や労働関係法令等に関する基礎知識
・雇用管理責任者の役割
・国の建設雇用改善施策の紹介 など

・職場内の若者との円滑なコミュニケーションの取り方
・新入社員のモチベーション維持向上

◯ 雇用管理基礎講習コース

◯ コミュニケーションスキル等の向上コース

労働者の雇入れ及び配置から退職に至るまでの雇用管理に必要な知識の習得・向上

若年労働者の職場環境への適応や技能の習得が円滑に進むよう、熟練労働者が若年労
働者と円滑なコミュニケーションを取りながら働くための職場環境づくりのスキル等を
習得・向上

雇用管理研修の実施

雇
用
管
理
能
力
の
向
上
に
よ
る
職
場
環
境
の
改
善
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事業概要

人材不足分野におけるハローワークの就職支援策

雇用情勢が着実に改善している中において、福祉等の分野において有効求人倍率が高止まりしており、人材不足
が深刻化している状況にあることから、求職者に人材不足分野のしごとの魅力を伝えるとともに、求人者には求人
充足のための支援を強化し、両者を結び付けるマッチングの機会を拡充することにより、ミスマッチの改善を図る。

ハローワークにおける人材不足分野に係る就職支援の拡充

令和２年度予定額 3,859,625 (3,407,939) 千円

◆人材確保対策コーナーの拡充
人材不足分野の求人が多い等、特に人材確保支援が必要な安定所に「人材確保対策コーナー」を増設する（７箇所）。

福祉分野のほか、建設業、警備業、運輸業など雇用吸収率の高い分野へのマッチング支援を強化する
ため、人材確保支援の総合専門窓口となる

「人材確保対策コーナー」を全国９４箇所に設置し、関係団体等と連携した
人材確保支援を実施。

◆ 都道府県労働局ごとに関係団体等をメンバーとした協議会を設置し、支援策について検討

◆ 求職者ニーズの把握と、それに基づいた求人者への求人充足に向けた助言、指導

◆ 求職者に対する担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介

◆ 業界団体との連携による求人者向け・求職者向けセミナー、事業所見学会、就職面接会等の開催

令和２年度

現行
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委託

建設労働者育成支援事業

○事業内容 ・訓練職種・コース選定、カリキュラム・教材開発
・訓練生募集、実習機関のコーディネート、訓練実施
・ハローワーク・職種別団体と連携した就職支援（無料職業紹介）

○対象職種 人材不足が顕著な建設技能職種（型枠工、鉄筋工、とび工の野丁場建設躯体職種及び電気・配管等の

建設設備職種）

○養成期間 １～６月程度（多能工養成は１年以内）

○実施体制 中央拠点と複数の地方拠点を設置し実施

○実習機関 富士教育訓練センター（静岡県）、三田建設技能研修センター（兵庫県）等を活用

○規模 年間 １年目 500人 ２年目400人 ３年目300人

国（厚生労働省）

建
設
業
団
体
傘
下
企
業
等

建設産業関係事業団体等

技術的支援・協力

全
建
・日
建
連
等
・大
手
ゼ
ネ
コ
ン
各
社
等

就職

離転職者、新卒者、未就職卒業者等（※）について、座学、実習等の訓練から就職支援までをパッケージとして行い、建設業界の人手不足解消を支
援する。【委託事業 令和２年度から３年間の時限措置】
（※）就職氷河期世代の方向けの「短期資格等習得コース（仮称）」の対象者を除く。

訓
練
生
確
保

訓練実施

・座学
・実習
・現場見学

ハローワーク

新聞求人広告

高校等訪問開拓

ハローワーク及
び職種別団体
と連携した就職
支援

※全建・・・（一社）全国建設業協会（地方ゼネコン各社で構成）、日建連・・・（一社）日本建設業連合会（大手、準大手ゼネコン各社で構成）

令和２年度予定額 633,790（941,862）千
円



就職氷河期世代の方向けの短期資格等習得コース（仮称）の創設

就職氷河期世代の方向けの「短期資格等習得コース（仮称）」を創設し、短期間で取得でき、安定就労につながる資格等の
習得を支援するため、人材ニーズの高い業界団体等に委託し、訓練と職場体験等を組み合わせ、正社員就職を支援する出口
一体型の訓練を行う。さらに、求職中の非正規雇用労働者の方が働きながら受講しやすい夜間、土日やeラーニング等の訓
練を提供する。

厚生労働省

委託

業界団体等

○短期間の訓練
○夜間、土日、eラーニング
等の訓練

●ＩＴ系エンジニア
●小型クレーン、フォークリフト、安全講習
●自動車運転免許（大型一種、大型二種、
中型、準中型）

●簿記 等

資
格
・
技
能
例

○事業の周知・広報 ○事前ガイダンス ○キャリアコンサルティング(※直接
申込者）○カリキュラム、教材開発 ○就職支援コーディネーター（仮称）の
支援による職種別団体等と連携した実習先のコーディネート ○処遇改善の働
きかけ

○業界団体傘下の求人事業所において、半日から３
日間程度の職場見学・職場体験

○ハローワーク等と連携した就職支援

求職者向け
支援

業所管大臣

協力要請

正社員
への転換

正社員
就職

出口一体型求職
者

業界団体
傘下の

非正規雇用
労働者

を雇用する
事業所

・キャリアコンサルティング
・求職者送り出し
・業界団体と連携した
求人開拓

・職業紹介

ハローワーク

直接申込

非正規雇用
労働者の
送り出し

○必要に応じて雇用事業所において、ＯＪＴを実施
等

非正規雇用
労働者向け
支援

労働局
就職支援コーディネーター（人材開発支援分）（仮
称）
管内の職場見学・職場体験をコーディネートを行う
者。
本事業では、効果的な職場見学・職場体験の実施等を
支援する。

サポート

令和２年度予定額
3,465,202(0)千円

※
本事業で実施される訓練、職場見学・

職場体験等については、職業訓練受講給
付金の給付対象とする。



働き方改革推進支援助成金（仮称）（時間外労働等改善助成金より改称）

令和２年度予定額 7,292,042 （6,261,208）千円

生産性を高めながら労働時間の縮減等に取組む中小企業・小規模事業者や、
傘下企業を支援する事業主団体に対する助成を行う

コース名 助成概要 支給要件 助成率 助成上限額 助成対象

労働時間短縮・
年休促進支援
コース（新規）

概算要求額
2,614,338千円

(2,151,960 千円)

労働時間の短縮
や、年次有給休
暇の取得促進に
向けた環境整備
に取組む中小企
業事業主に助成

助成対象の取組を行い、以下の何

れかの目標を１つ以上実施

① 36協定の月の時間外労働
時間数の縮減

② 所定休日の増加
③ 特別休暇の整備
④ 時間単位の年休の整備

費用の３/４
を助成

事業規模30名
以下かつ労働
能率の増進に
資する設備・
機器等の経費が
30万円を超える

場合は、4/5
を助成

成果目標の達成状況に基づき、
①～④の助成上限額を算出

合計は250万円(※)

① 月80時間超の協定の場合に
月60時間以下に設定：100万円
※月60時間超80時間以下の設定に留まった

場合：50万円
※月60時間超80時間以下の協定の場合に、
月60時間以下に設定：50万円

② 所定休日３日以上増加：50万円
※所定休日１～２日以上の増加の場合25万円

③ 50万円
④ 50万円

労働時間短縮や生産
性向上に向けた取組
①就業規則の作成・
変更

②労務管理担当者・
労働者への研修

（業務研修を含む）
③外部専門家による
コンサルティング

④労務管理用機器等
の導入・更新

⑤労働能率の増進に
資する設備・機器
の導入・更新

⑥人材確保に向けた
取組等

勤務間インターバル導
入コース

概算要求額
2,143,398千円

(1,104,767千円)

勤務間インター
バルを導入する
中小企業事業主
に対し助成

助成対象の取組を行い、新規に９
時間以上の勤務間インターバル制
度を導入すること

勤務間インターバル時間数に応じて
・９時間以上11時間未満

：80万円(※)
・11時間以上：100万円(※)

団体推進コース

概算要求額
2,534,306千円

(3,004,481千円)

傘下企業の生産
性の向上に向け
た取組を行う事
業主団体に対し
助成

事業主団体が助成対象の取組を行
い、傘下企業のうち１/2以上の企
業について、その取組又は取組結
果を活用すること

定額 上限額：500万円

複数地域で構成する事業主団体
（傘下企業数が10社以上）の場合は

上限額：1,000万円

①市場調査
②新ビジネスモデル
の開発、実験

③好事例の周知、
普及啓発

④セミナーの開催
⑤巡回指導、相談
窓口の設置 等

※賃金を３％以上引き上げた場合、その労働者数に応じて助成金の上限額を更に15万円～最大150万円加算
【５％以上の場合は、24万円～最大240万円加算】 24



中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業

令和２年度予定額 ９，０９６，９２４（７，６２５，７４３）千円

働き方改革推進支援センター

来所、電話・メールによる就業規則の
見直し、賃金制度等に関する一般的な
相談を受付

都道府県センター

商工団体・市区町村等

中小企業・小規模事業者等が働き方改革の意義を十分に理解し前向きに取組むことが重要であるため、47都道府県に

「働き方改革推進支援センター」を設置し、①長時間労働の是正、②同一労働同一賃金の実現、③生産性向上による賃金引上げ、④人手不足の

緩和などの労務管理に関する課題に対応するため、就業規則や賃金制度等の見直し方などについて、

○ 窓口相談や企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関するセミナーの実施

○ 労務管理などの専門家が事業所への個別訪問などにより、36協定届・就業規則作成ツールや業種別同一労働同一賃金

マニュアル等を活用したコンサルティングの実施

○ 各地域の商工会議所・商工会・中央会・市区町村等への専門家派遣による相談窓口への派遣

などの、技術的な相談支援を行う。

商工団体・市区町村等への専門家派遣による相談窓
口への派遣

企業の取組事例や助成金の活用方法など
に関するセミナーの実施

専門家へ
依頼

中小企業等

・専門家派遣の申込み
の調整
・専門家研修の実施

・事業所へ個別訪問を行い、労働時間管理のノウハウや
賃金制度の見直し方等に関するコンサルティングを実施
・訪問開拓による伴走型支援

全国センター
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○建設業の労働災害の多くは中小規模事業場で発生

（労働者死傷病報告より）

○建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する法律が
本年３月に施行。国は基本計画を策定し（閣議決定）、超党
派議員によるフォローアップが行われる。

○建設業労働災害防止協会会員企業（多くはゼネコンで100人
以上規模）は、自主的な取組や既存の建災防の事業に
より、自律的に労働災害防止対策を実施。

○中小専門工事業者（多くは建災防非会員）は自律的に安全
衛生対策を講じることが困難であり、建災防の丁寧な支援
が必要。

中小専門工事業者の安全衛生活動支援事業

現状

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成30年休業４日以上の死傷者数（事業場規模別）

９人以下で約60％、
29人以下で約87％

基本計画（抄）
５．（１）
・・・。また、災害の多くが中小規模の建設工事の現場で発生して
いること等を踏まえ、中小の建設業者が建設工事従事者労働者
に対して行う、不安全行動の防止や安全衛生管理に係る教育へ
の支援を行う。

以下の事業を補助金（補助率10/10）として実施する。
（補助対象：建設業労働災害防止協会）

○中小専門工事事業者等に対する指導
・集団指導・技術研修会
中小専門工事業者等の店社の管理者・安全衛生担当者、
現場の職長・作業員を対象とした教育を行う。
（法定の教育等は除く）

・パトロール
建災防が中心となって建設現場のパトロールを実施し、
非会員の事業場に対し指導を行う。

・個別指導
建災防の指導員が建設現場を個別に訪問し、安全衛生上
の問題点、改善点がないか指導を行う。集団指導の参加者
のフォローアップとして行うことを原則とする。

○中小専門工事業者等の意識啓発
安全衛生大会を開催し、安全衛生意識の向上を図る。

○中小専門工事業者が使用する映像教材の作成
中小専門工事業者が社内教育等で使用する映像教材を
作成し、インターネットを通じ配信する。
映像教材のテーマ例：安全帯の正しい使用方法

車両系建設機械との接触防止など

○支部活動のコンサルティング
支部活動を効果的に実施するため、安全管理士等を置き、
支部に対する指導等を行う。

※「中小」は29人以下の規模を想定している。

対策

運営に当たっては、厚生労働省、国土交通省の関係部署と協議会を開催。

令和2年度予定額 107,738（106,007）千円
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一人親方等に対する安全衛生対策に係るパンフレットの作成。
一人親方等に対する、安全衛生教育を実施する（全国６ブロック、各３回）。
一人親方等が入場している現場（主に木建工事を念頭）に対する巡回指導
（全国で１００人の指導員が年間２４日活動）。

 一人親方等は労働者ではないことから、労働安全衛生法の適用はない。
 一方、一人親方等の死亡災害は、平成26年に64人、平成27年に81人、平成
28年に75人、平成29年に103人、平成30年に96人と高止まり。

 このような状況から、建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関す
る法律（平成29年３月施行）では、一人親方等を含め、建設工事従事者の安
全と健康の確保について、国が必要な施策を講ずることとされた。

建設業の一人親方等の安全衛生活動支援事業

必要性【なぜ】 ≪一人親方等の死亡災害発生状況≫

厚生労働省

受託者

教育の実施
巡回指導の実施

一人親方等の安全衛生
に関する知識の向上

一人親方を含む建設工事従事者
の安全衛生水準の向上

≪事業運営のイメージ≫

委託契約

 建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律に基づき策定さ
れた基本計画（閣議決定）に基づく対応が必要。

緊急性【いま】

（基本計画より抜粋）
技能を持った建設工事の担い手である一人親方等の安全及び健康の確保
について、特段の対応が必要である。
一人親方等に対してその業務の特性や作業の実態を踏まえた安全衛生に
関する知識習得等を支援する。

事業概要

一人親方等に対し安全衛生に係る知識を付与し、業務災害の防止を図る。

有効性【期待される効果】
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323 309
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労働者

(人) (人)

令和２年度予定額 112,756（111,915）千円
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・ 建設業では依然として墜落・転落災害が多発しており、災害による死亡者の約4
割、死傷者の約3割を占めている。
・ 特に足場からの墜落・転落災害を防止するためには、労働安全衛生法令の遵守
と併せて、墜落防止効果の高い手すり先行工法などの「より安全な措置」等（※）
を一層普及していく必要がある。
・ また、現在、厚生労働省では、「建設業における墜落・転落防止対策の充実強化
に関する実務者会合」を開催し、墜落・転落災害防止に係る実効性のある対策の
検討を行っており、今後、検討結果等を踏まえ、墜落・転落災害防止に係る実効
性のある対策について普及を図る必要がある。
・ なお、「建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律」に基づき、
平成29年に閣議決定された「建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基
本的な計画」においても、災害の撲滅に向けて、一層、実効性のある対策を講ず
ることとされている。
（※）「より安全な措置」等は「足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」（

安全衛生部長通達）で示している措置

②研修会の開催
（全国47カ所）

•手すり先行工法等の「より安
全な措置」

•足場の組立図の作成
•足場点検の手法等を周知
し、普及させるための研修会
を開催。

•説明資料の周知

①現場の診断・支援
（全国400現場）

•建設現場を訪問し、設置され
ている足場の安全措置につい
て診断。

•診断結果に基づき手すり先行
工法等の「より安全な措置」等
について技術的な助言・指導。

•説明資料の周知の周知

（事業概要）

安全な足場の普及により、足場からの墜落・転落災害が減少

建設業の死亡災害の
うち、墜落・転落災害
は約4割を占めている。

手すり先行工法とは、足場の組立時

に作業床に乗る前に適切な手すりを

先に設置し、かつ、解体作業時にも

作業床を取り外すまで手すりを残し

ておく工法。

（参考）手すり先行工法とは

墜落・転落災害等防止対策推進事業

平成30年における事故の型別内訳（死亡）

平成30年における事故の型別内訳（死亡）

③説明資料の作成（50万部）【新規】

令和2年度予定額 129,578（58,923）千円
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兵庫県建設業育成

魅力アップ協議会の取組

兵庫県県土整備部県土企画局総務課建設業室

令和２年３月

　資料３



建設業育成魅力アップ協議会とは

■設立経緯

地域づくりの担い手である建設企業が、「①将来を担う若
年入職者の確保 ②若い世代への技術継承 ③社会資本
の整備・維持管理や災害時の応急対策の実施」をできるよう
にするために関係行政機関や建設業者団体等で構成する
協議会を設置し、建設産業の持続的な発展を図るための取
組を進め、建設人材の確保・育成を支援していく必要があっ
た。



建設業育成魅力アップ協議会とは

■設立
平成２６年４月

■目的
建設業に対する県民の正しい理解と

イメージアップ、若年入職者の確保等を

図り、建設業が担う社会基盤の整備の

円滑な推進を図る。

■取組内容
・建設業のイメージアップ推進

・建設業への若年者の入職促進

・建設業の就業環境の改善推進

・その他目的を達成するために必要な事
項に関すること

建設業界

［建設業協会等］

教育機関

［教育委員会等］

関係行政機関

［兵庫労働局、

兵庫県関係部局］

■協議会のイメージ図



協議会構成メンバー
所属機関（団体名） 役職

行政関係

兵庫労働局職業安定部 職業安定課長

兵庫県産業労働部政策労働局 労政福祉課長

〃 能力開発課長

兵庫県県土整備部県土企画局 局長

〃 総務課長

〃 技術企画課長

教育関係
兵庫県教育委員会 高校教育課長

兵庫県工業高等学校長会 会長

業界関係

一般財団法人建設業振興基金 経営基盤整備支援センター部長

一般社団法人兵庫県建設業協会 会長

一般社団法人兵庫県電業協会 会長

一般社団法人兵庫県空調衛生工業協会 会長

一般社団法人職業訓練法人近畿建設技能研修協会 三田建設技能研修センター所長

※上記のほか、兵庫県進路指導研究会定通部会（県内の定時制通信制高校の進路指導研究等を行う機関）
会長がオブザーバーとして参加。



３つの基本方針

建設業の魅力発信の
拡充・強化

建設技能者の
確保・育成

工業高校生等に
重点をおいた

高校新卒者の入職促進

建設業育成魅力アップ協議会では、官民一体となって建設業への若年者の入
職を促進していくため、下記基本方針に沿って事業を進めています。



令和元年度実施事業①
■社会基盤整備と建設業の魅力発信事業
[目的]

社会基盤整備に係る県民理解の推進と将来にわたる建設業の担い手確保のため、
新聞紙面（朝刊・県下全域版）を活用し、社会基盤施設の整備効果や施設整備を
支える建設業の魅力を広く発信する。

[事業内容]

・建設業に携わる「人」、特に「若手、女性、技能者」に着目し、社会基盤整備と建
設業の魅力を発信する。情報発信には、県民への訴求力の高い新聞紙面（朝刊・
県下全域版）を活用し、特集記事を掲載する。

時期 内容 規模

８月３１日 武庫川遊水地整備 １面１０段

１１月 ２日 南あわじ市沿岸部津波対策事業 １面１２段

１２月１４日 (主)加古川小野線(東播磨道)整備 １面１２段

２月２９日 龍野北高校 建設業の魅力講座 ２面２０段

３月２１日 県営姫路御着住宅第３期建築工事 ２面２４段



令和元年度実施事業②

■現役の技術者が建設業の魅力を伝える魅力説明会

現役の技術者・技能者が、工業高校・定時制高校・普通科高校・農業土木科高
校に出向いて、建設業の魅力を伝える説明会を実施。

［実施概要］

･授業の一環として実施。

・建設業紹介ビデオ、現役の技術者(建設会社社員)

などによる説明、質疑応答 等。

・説明会終了後にアンケートを実施。

[実施アンケート結果] 対象：説明会に参加した生徒３５５名

・「建設業のイメージがよい」との回答者の割合

⇒説明会前後で３４％から２倍超の７７％に増加

・「建設業はとてもやりがいのある仕事だと知れて、将来建設業に就きたいと思っ
た」など多くの好意的な感想が寄せられた。



令和元年度実施事業②

■現役の技術者が建設業の魅力を伝える魅力説明会

令和元年度は１０校の県立高校（延べ３５５名の生徒）が参加。

開催日 高校名 対象 人数

４月１０日 上郡高校 農業土木科２年生 ３７人

６月１０日 相生産業高校（定時制） 機械科１～４年生 ６５人

６月１７日 兵庫工業高校 都市環境工学科３年生 ３８人

６月２０日 兵庫工業高校 都市環境工学科２年生 ３６人

６月２４日 東播工業高校 土木科３年生 ３７人

６月２５日 東播工業高校 建築科３年生 ３７人

７月 ８日 龍野北高校 環境建設工学科１年生 ４０人

７月１０日 尼崎工業高校 建築科１年生 ３３人

１１月１日 豊岡総合高校 環境建設工学科２年生 ３２人

３月 ５日 浜坂高校 普通科(希望者) 未定

合計：１０校（３５５人）



令和元年度実施事業③
■女子高校生と女性技術者との交流セミナー

令和元年度の新規事業として、県内工業高校の女子高校生と女性技術者との

交流セミナーを開催。女性技術者による建設業で働く女性特有の工夫や働きが
いをテーマとした基調講演、パネルディスカッション、意見交換会を実施。

［開催概要］

￭ 日 時 令和元年８月２日（金）

１４：００～１６：３０

￭ 場 所 神戸市内

￭ 参 加 者 県内工業高校に在籍する

女子高校生 ２４名

女性技術者 ６名 ほか

 

 



令和元年度実施事業③
■女子高校生と女性技術者との交流セミナー（参加者感想）

[生徒]

・将来の進路選択を考えるきっかけになった。

・実際に働いている女性技術者から聞く話はとても勉強になった。

・育休とかの話を聞けてとても参考になった。

・資格などの話が参考になった。

・来年度も機会があれば参加したい。

・意見交換会は班別に実施されたので話しやすかった。

[教員]

・高校生は仕事をしている人と話す機会が少ないことから、実体験を聞くことが出
来たし、今後勉強しておくべきことやこれからの進路選択にあたって参考になった
と思う。

・技術系公務員として女性が活躍していること、設計を通じて女性が活躍している
こと、設計以外でも女性が活躍していることを直接感じでもらえたと思う。



令和元年度実施事業④

■工業高校生資格取得支援講習会

県内の工業高校生を対象に、建設業への入職促進に繋がる２級土木施工管
理技士・２級建築施工管理技士の学科試験に向けた講習会を開催。

令和元年度は５校が参加し、８回の講習会を実施。延べ１７７人が受講した。

［実施概要］

主に３年生を対象として、９・１０月に日本工科大学校の先生を講師として招き、
事業の一環として試験の傾向と対策についての講義を実施。

《講習会参加者数》

※Ｈ３０は台風により１校中止

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１

受講者 １５２名 １４９名 １０５名 １７７名



令和元年度実施事業⑤

■一日体験セミナー

県内の工業高校生を対象に、一日体験セミナーを実施。型枠（擁壁の組立
て）、建設機械（つかみ機等の基本操作）等実践的な実習をおこなった。

［開催概要］

￭ 場 所 三田建設技能研修センター

￭ 参加高校 県立東播工業高校 土木科３年３６名

県立豊岡総合高校 環境建設工学科１年４０名



令和元年度実施事業⑥
■工業高校生保護者を対象とした現場見学会

保護者は高校生の進路決定に大きな影響力を持っていることから、保護者に

建設業の現場を見ていただき、建設業の現状や働きがいを知ってもらうために現
場見学会を実施。

［開催概要］

￭ 場 所 県営住宅の建設現場（伊丹市内）

￭ 参 加 者 工業高校生保護者など約２０名

《参加者アンケート集計結果（一部抜粋）》

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子供に建設業界への就職を勧めたいと思ったか

子供の進路を考える際の参考になったか

建設業のイメージ（見学後）

建設業のイメージ（見学前）

とても参考になった(43％)

どちらでもない(64％)

良い(93％)

良い(36％)

どちらでもない(7％)

参考になった(57％)

分からない(36％)勧めたい(43％)
とても勧めたい(21％)



令和元年度実施事業⑦

■定時制高校生等を対象とした現場見学会

建設業への若年者の入職促進のため、工業高校生だけでなく、定時制高校生

等も対象に幅広く建設業のイメージアップを図るため、定時制高校生等向けに現
場見学会を実施。

［開催概要］

￭ 場 所 兵庫県立こども病院

（神戸市内）

￭ 参 加 者 生徒及び教員１７名

[実施内容]

兵庫県立こども病院の空調衛生

関係設備を見学



おわりに

■これからの建設業を支えるために

・建設業は、災害からの復旧・復興、社会基盤の整備を推進
するために必要不可欠な産業として、今後その重要性は一
層高まることが予想される。

・地域の守り手であり、地域経済の担い手である建設業が維
持・発展していくために、兵庫県建設業育成魅力アップ協議
会という枠組みで関係機関が手を携え、建設業のイメージ
アップや建設業への若年者の入職促進などに取り組む必要
がある。



ご清聴ありがとうございました

兵庫県県土整備部県土企画局総務課建設業室



資料４
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(weblio https://www.weblio.jp/content/buzz)
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令和元年度工業高校調査アンケート結果について

（一財）建設業振興基金 工業高校調査チーム

資料５



工業高校・建設会社の取組調査～建設業の魅力を中学生へ伝えるために～

調査概要

建設業の人材不足が顕著になる中、目的意識を持って建設系
工業高校に入学する者を増やすために、中学生の段階での建設
業との接点が重要と考え、その実情について調査。また、建設業
の魅力発信が盛んに行われているが、その取組がどのような形で
中学生に届いてるかを調査。

調査対象

工業高校建設系学科1～3年生 回答数1,092
（宮城県1校・群馬県2校・東京都2校・岐阜県1校・岡山県1校・
熊本県1校）



工業高校・建設会社の取組調査～建設業の魅力を中学生へ伝えるために～

調査結果の概要

①中学生と建設業の接点について

中学生の時“建設業”に関する体験に参加した生徒は22％のみ
であり、その22％の内、 78％もの生徒が建設業との接点が
“職場体験”だったと回答。

建設会社が積極的に“職場体験”を実施することが重要

②魅力発信の取組の効果について

体験を通じて学ぶことにより建設業のイメージはプラスに変化する。

中学生のころは身近な環境がきっかけとなり建設業に興味をもつ

ことが多い。一方高校生になると学校の授業等実際の経験から自

分の意志で建設業の就職を決める生徒が多い。



工業高校・建設会社の取組調査～建設業の魅力を中学生へ伝えるために～



工業高校・建設会社の取組調査～建設業の魅力を中学生へ伝えるために～



工業高校・建設会社の取組調査～建設業の魅力を中学生へ伝えるために～



工業高校・建設会社の取組調査～建設業の魅力を中学生へ伝えるために～



工業高校・建設会社の取組調査～建設業の魅力を中学生へ伝えるために～



建設産業の担い手確保・育成に向けた取組

建設産業人材確保・育成推進協議会
（事務局：（一財）建設業振興基金）

資料６



（一財）建設業振興基金における担い手確保・育成に向けた主な取組

【主な事業】

作文コンクール、建設業界ガイドブックの発行、学校キャラバン、子ども
霞が関見学デー、WEB「建設現場へGO!」におけるコンテンツ拡充など、
近年は広報事業を中心に展開。

建設産業の総合的な人材確保・育成対策（建設産業活性化会議中間とりまとめ：H26.6）

１．技能者の処遇改善の徹底 ２．誇り（若手の早期活躍の推進） ３．将来性（将来を見通すことのできる環境整備）

６．建設生産システムの省力化・効率化・高度化５．女性の更なる活躍の推進

「建設産業担い手確保・育成コンソーシアム」を設置（H26.10）

・地域における総合工事業団体、専

門工事業団体、職業訓練校、教育
機関、行政等からなる地域連携ネッ
トワークを構築

・担い手確保・育成のための各種事
業を実施

富士教育訓練センターを中心とする
職業訓練校ネットワークを設置し、情
報交換、相互協力を推進

・プログラム・教材等の整備
・講師の養成支援

・担い手確保・育成に関する情報等
の集約及び提案

・若年者の入職促進に向けた戦略的
広報の推進のためのコンテンツ整備

地域連携ネットワークの構築支援 職業訓練校のネットワークの構築教育訓練等基盤の充実・強化

中核的機能

【事業内容】

離転職者、未就職者等の建設業への入職を促進するため、本財団
や地域の建設業団体が中心となって、関係機関と連携の下、求職者
の「募集・職業訓練・就職斡旋」をパッケージにより実施。

ソフト事業の充実・強化の一翼を担うため

●厚生労働省受託事業
●平成27年度からの5カ年事業
●平成27、28、29、30、令和元年度も(一財）建設業振興基金が受託

設立：平成5年（事務局：（一財）建設業振興基金）
※運営は国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課と共同

目的：若年者の就業促進、人材の育成・定着、その他建設産業
における人材対策を推進

●プログラム・
教材の提供

●広報コンテンツ
の提供

●情報共有
等

【建設労働者緊急育成支援事業】（厚生労働省） 【建設産業人材確保・育成推進協議会】

【コンソーシアム事業の概要】

●プログラム・
教材等の提供
●講師養成支援
●情報共有

●広報コンテン
ツの構築・活用
●情報共有

地域連携ネット
ワークにおけ
る持続可能な
教育訓練シス
テムの構築に
つながる取組
み

地域連携
ネットワーク
事業の具体
化につなが
る一方策

建設産業人材確保・育成方針策定会議

最終報告：H25.11
事務局 ：（一財）建設業振興基金

・全国各地域における教育訓練体系の構築
・中核的センターの確立 等

４．教育訓練の充実強化
ハード・ソフト機能の充実強化

1



広報分科会（建設産業戦略的広報推進協議会）

建設産業人材確保・育成推進協議会 運営委員会

平成5年8月、若年者の入職促進と併せて、人材対策全般についての活動を行う建設産業人材確保・育成推進協議会（以下「人材協」という）を設立。
事務局は(一財)建設業振興基金に設置し、事務の運営は(一財)建設業振興基金と国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課が共同で行う。
○元請団体、専門工事業団体
○中央職業能力開発協会、勤労者退職金共済機構、建設業労働災害防止協会、建設業福祉共済団
○各都道府県若年建設従事者入職促進協議会又はこれに相当する機能を有する団体 等 により構成

建設産業人材確保・育成推進協議会の設立及び体制

企画分科会

組織図

各都道府県建設産業人材確保・育成推進協議会等

（一社）日本建設業連合会

（一社）全国建設業協会

（一社）全国中小建設業協会

（一社）日本建設業経営協会

（一社）日本道路建設業協会

（一社）日本埋立浚渫協会

全国建設業協同組合連合会

（一社）全国建設産業団体連合会

（一社）日本海上起重技術協会

全国浚渫業協会

全国ポンプ・圧送船協会

日本港湾空港建設協会連合会

（一社）日本型枠工事業協会

（一社）日本造園組合連合会

全国圧接業協同組合連合会

（一社）建設産業専門団体連合会

（一社）日本建設躯体工事業団体連合会

（一社）日本造園建設業協会

（一社）鉄骨建設業協会

（一社）日本鳶工業連合会

公益社団法人全国鉄筋工事業協会

（一社）日本機械土工協会

（一社）全国基礎工事業団体連合会

（一社）日本基礎建設協会

（一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会

（一社）全国クレーン建設業協会

ダイヤモンド工事業協同組合

（一社）日本アンカー協会

（一社）全国防水工事業協会

日本建設インテリア事業協同組合連合会

（一社）全国建設室内工事業協会

（一社）全国タイル業協会

（一社）日本建築板金協会

（一社）日本左官業組合連合会

（一社）全国道路標識・標示業協会

（一社）全日本瓦工事業連盟

（一社）全国中小建築工事業団体連合会

（一社）日本タイル煉瓦工事工業会

（一社）カーテンウォール・防火開口部協会

（一社）日本塗装工業会

全国マスチック事業協同組合連合会

日本外壁仕上業協同組合連合会

（一社）日本ウレタン断熱協会

日本室内装飾事業協同組合連合会

（一社）日本シヤッター・ドア協会

（一社）全国地質調査業協会連合会

（一社）建設コンサルタンツ協会

（一社）全国測量設計業協会連合会

（一社）日本建設機械レンタル協会

（一社）日本計装工業会

消防施設工事協会

（一社）日本電設工業協会

（一社）日本空調衛生工事業協会

全国管工事業協同組合連合会

（一社）プレストレスト・コンクリート建設業協会

（一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会

（公社）全国解体工事業団体連合会

日本金属工事業協同組合

全国建設弘済協議会

（職）全国建設産業教育訓練協会 等
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１．建設産業人材確保・育成推進協議会
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○建設業についてわかりやすく解説した冊子
・建設業が果たしている役割
・道路ができるまで、建物ができるまでをイラストで紹介
・土木や建築をはじめとする建設産業の様々な仕事を紹介

○主に工業高校生以上の学生や建設企業の新入社員研修など
で広く活用されている。

年度 発行部数

2018年度（平成30年度） 110,000部

2019年度（令和元年度） 83,550部

１．(１)「建設業界ガイドブック」の作成・配布
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○小中学生や小さな子供にも建設業について知ってもらうために、

イラストを中心としたパンフレット。

○土木のしごと、建築のしごと、それを担う人たち、そして建設業

は建設業は地域をまもる仕事でもあることを紹介。

○主に小中学校向けに開催される出前講座や現場見学会、親子

連れが集まる体験イベントなどで活用されている。

１．(２) 「ニッポンをつくる人たちまもる人たち」の作成・配布



R1 H30 H29

高校生 861 1,157 1,235

社会人 479 431 503

○社会人の作文コンクール「私たちの主張」では、「私たちの主張 ～未来を創造す
る建設業～」をスローガンに、「新たな時代を迎えて、建設業に望むこと」又は
「若い世代に伝えたい建設業の魅力」をテーマとして、建設業従事者より作文を
募集。令和元年度は、応募総数479作品より、国土交通大臣賞2名、土地・建設産
業局長賞2名、佳作10名を選出。

○「高校生の作文コンクール」では、「建設業への想い」をスローガンに、建設業
に対する「夢」や「憧れ」等について、全国の工業高校の建築学科、土木学科等
の在校生より作文を募集。
令和元年度は、応募総数 861作品より、国土交通大臣賞1名、土地・建設産業局
長賞2名、佳作10名を選出。

国土交通大臣賞、土地・建設産業局長賞を掲載した入賞作品集を作成して配布。

近年の応募数

賞 都道府県 タイトル 氏 名 年齢 所属企業

国土交通
大臣賞

山梨 未来に繋ぐ 小野 知恵 41 富士島建設株式会社

愛知 だから建設という仕事に惚れたんだ！ 紀伊 保 53 矢作建設工業株式会社

土地・建設
産業局長賞

山梨 ドボジョの未来 池谷 実莉 20 株式会社中村建設

山梨 建設業の魅力 戸澤 和哉 26 株式会社早野組

令和元年度「私たちの主張」入賞作品

賞 都道府県 タイトル 氏 名 学校名 学年

国土交通
大臣賞

山梨 本当の自分 野澤 真衣 山梨県立甲府工業高等学校 2年

土地・建設
産業局長賞

山梨 「まち」を創るヒーロー 荒川 和博 山梨県立甲府工業高等学校 3年

長崎 建設業の魅力 中村 友里花 長崎県立長崎工業高等学校 2年

令和元年度「高校生の作文コンクール」入賞作品

【募集期間】 令和元年５月７日～７月９日

【国土交通大臣賞授与式】 令和元年１０月１１日（金）

6 5

１．(３) 「作文コンクール」



【開催日】令和元年8月7日～8日 【来場者】 5,334人

【建設産業戦略的広報推進協議会 実施プログラム（一例）】
○大胆なのに繊細！？～ショベルカーのデモンストレーション
〈協力団体〉日本キャタピラーグループ

○お弟子さん大募集！！～大工さん、庭師さん、鉄筋屋さん～
〈協力団体〉(一社)全国中小建築工事業団体連合会、(一社)日本造園組合連合会、職業訓練法人富
士教育訓練センター

○ぐるぐるまわろう！スタンプラリー（参加者へのグッズ配布）
〈協力団体〉日本キャタピラーグループ、（一社）全国中小建築工事業団体連合会、（一社）日本
造園組合連合会、（職）全国建設産業教育訓練協会 富士教育訓練センター、東京都鉄筋業協同組合、
(有)ソリューションゲート、日本マルチメディア・イクイップメント(株)、（一社）日本建設業連
合会、（一社）全国建設業協会、（一社）全国中小建設業協会、（一社）建設産業専門団体連合会、
（一社）東京建設業協会、全国浚渫業協会、東日本建設業保証（株） 等

単位：人こども霞が関見学デー来場者数の推移

建設産業新聞(令和元年8月8日)
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年度 1位 2位 3位 4位 5位

令和
元年度

農水省 文科省 国交省 厚労省 経産省

7,973 6,169 5,334 4,160 3,528

平成
30年度

農水省 文科省 国交省 経産省
厚労省
環境省

7,246 5,994 4,780 4,000 3,600

平成
29年度

農水省 文科省 国交省 経産省
厚労省
環境省

7,222 6,104 3,836 3,220 3,150

平成
28年度

農水省 文科省 経産省 国交省
厚労省
環境省

6,664 4,928 4,346 3,558 2,725

平成
27年度

農水省 文科省 国交省 厚労省 環境省

4,787 4,638 3,225 2,884 2,284

重
機
に
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ズ
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み
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打
ち
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１．(４) 「こども霞が関見学デー」の開催



学校名 学科 学年 人数 日付

埼玉県立大宮工業高等学校 建築科 1 80名 7/11(水)

さいたま市立泰平中学校 － 1-3 47名 9/15（土）

千葉市立鶴沢小学校 － 5・6 163名 10/2(火)

さいたま市立大宮西小学校 － 1 80名 12/14（金）

神奈川県立磯子工業高等学校
建設科
建築ｺｰｽ

2 35名 3/15（金）

○若年者の建設業への関心を高めることを目的に、建設業団体・企業、行政機関
が一体となって学校に出向き、建設業の役割や魅力等を直接語りかける活動を
行っている。

○今年度は仕事体験として、ドローン飛行見学、左官の漆喰塗り、型枠の建込・
締付、墨付けなど、職人さんの仕事に触れてもらった。

○学校キャラバンは2014年（平成26年）からスタートし、これまで開催回数25回、
参加者は2,316名になる。

2018年度（平成30年度） 開催実績

2019年度（令和元年度） 開催実績

学校名 学科 学年 人数 日付

千葉市立鶴沢小学校 - 5 84名 9/25(水)

千葉市立大椎中学校 - 1 164名 11/27（水）
7

１．(５) 「国土交通省学校キャラバン」の開催



（令和2年3月31日までの）開催回数25回 参加者数合計2,316名 8

年度 学校名 学科 学年 参加者数 日付 協力団体等

平成
26年度

１．埼玉県立熊谷工業高等学校 建築科 2年生 35人 10/30（木） （株）大林組、（株）鈴木組

２．千葉県立東総工業高等学校 建設科 1年生 40名（女子3名） 11/17（月） （株）大林組、（株）鈴木組

３．埼玉県立熊谷工業高等学校 土木科 1年生 40人 12/11（火） 清水建設（株）、大綱建設（株）

４．埼玉県立大宮工業高等学校 建築科 1年生 77名 12/16（金） （株）大林組、（株）鈴木組

５．東京都立田無工業高等学校 都市工学科 1年生 38名、2年生 25名 12/19（金） （株）JM、（株）みやび、ICHIDAI、（株）大林組、（株）鈴木組

平成
27年度

１．さいたま市立新和小学校 － 6年生 27名 10/26（月） 関東地方整備局、（公社）土木学会

２．さいたま市立春里中学校 － 1年生 260名 10/31（土） 関東地方整備局、（公社）土木学会、（一社）埼玉県左官業協会、（株）アキュラホーム、大和ハウス工業（株）

３．埼玉県立春日部工業高等学校 建築科 2年生 75名 2/3（水） （株）JM

４．埼玉県立鳩山高等学校 普通科 情報管理科 2年生 53名、2年生 42名 2/18（木） －

平成
28年度

１．都立葛西工業高等学校 建築科 2年生 39名（女子3名） 4/27（水） （株）ＪＭ

２．さいたま市立大宮西中学校 － 1年生137名、2年生169名 8/31（水） （株）ＪＭ、大和ハウス工業（株）、（一社）埼玉県左官業協会、佐藤工業（株）、日本工業大学

３．千葉県立安房拓心高等学校 総合学科 土木系列 2年生 24名（女子2名） 11/30（水） 千葉県鉄筋業協同組合（（株）ダイニッセイ、（有）ハリマ）

４．さいたま市立大谷口小学校 － 6年生 94名 1/21（土） （株）アキュラホーム、（株）ＪＭ、大和ハウス工業（株）、国土交通省関東地方整備局、全国低層住宅労務安全協議会

５．神奈川県立磯子工業高等学校 建設科 建築コース 2年生 36名（女子2名） 3/8（水）
関東圏専門工事業担い手確保・育成推進協議会（夢協）、神奈川建設重機協同組合、
全国クレーン建設業協会 神奈川県支部

平成
29年度

１．都立南葛飾高等学校 普通科 6名 7/3（月） －

２．さいたま市立七里中学校 －
1年生 72名
2年生 78名
3年生 87名

8/31（木）
全国低層住宅安全労務協議会、埼玉県立いずみ高等学校、（株）JM、大和ハウス工業（株）、（一社）埼玉県建設業協会、
埼玉県立大宮工業高等学校

３．さいたま市立文蔵小学校 － 6年生 109名 12/15（金）
全国低層住宅労務安全協議会（じゅうたく小町部会）、埼玉県立大宮工業高等学校、（株）ＪＭ、大和ハウス工業（株）、
(一社)日本建設業連合会（けんせつ小町委員会、（株）竹中工務店）

４．神奈川県立磯子工業高等学校 建設科 建築コース 2年生 28名（女子5名） 3/19(月)
関東圏専門工事業担い手確保・育成推進協議会（夢協）、神奈川建設重機協同組合、
全国クレーン建設業協会 神奈川県支部

平成
30年度

１．埼玉県立大宮工業高等学校 建築科 1年生 80名 7/11(水) 戸田建設(株)

２．さいたま市立泰平中学校
－

1～3年生 47名 9/15（土） 全国低層住宅労務安全協議会（じゅうたく小町部会）、（一社）日本左官業組合連合会

３．千葉市立鶴沢小学校 － 5・6年生 163名 10/2(火)
(一社)日本建設業連合会（けんせつ小町委員会・大成建設（株））、(株)ＪＭ、
全国建設労働組合総連合 千葉土建一般労働組合

４．さいたま市立大宮西小学校 － 6年生 152名 12/14（金）
(一社)日本建設業連合会（けんせつ小町委員会・西武建設（株））、(株)ＪＭ、大和ハウス工業(株)、
全国低層住宅労務安全協議会（じゅうたく小町部会）

5．神奈川県立磯子工業高等学校 建設科 建築コース 2年生 35名（女子4名） 3/15(金)
関東圏専門工事業担い手確保・育成推進協議会（夢協）、神奈川建設重機協同組合、五栄土木（株）、
全国クレーン建設業協会 神奈川県支部

令和
元年度

１．千葉市立鶴沢小学校 － 5年生 84名 9/25(水) 国土交通省関東地方整備局、西尾レントオール、日本建設業連合会 竹中工務店

２．千葉市立大椎中学校 － 1年生 164名 11/27(水)
国土交通省関東地方整備局/アクティオ、全国低層住宅労務安全協議会じゅうたく小町部会
(一社)日本左官業組合連合会関東ﾌﾞﾛｯｸ会、大州建設工業（日本型枠）、全建総連

１．(５) 「国土交通省学校キャラバン」の開催
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＜概要＞
●対象 小学5年生 84名
●出展者と出展内容
・関東地方整備局 「災害における建設業の活躍の話」
・日本建設業連合会竹中工務店 「ミニドームでの災害体験」
・西尾レントオール 「ドローン飛行見学／ミニショベルカーの乗車体験」

千葉市立鶴沢小学校（令和元年9月25日開催）

1．内容について （n=81)
・とても良かった 62名（76.5%）
・良かった 16名（19.7%）
・普通 3名 （3.8%）

2．建設業の役割や仕事について（n=81）
・知っていた 4名 （4.9%）
・少し知っていた 28名（34.6%）
・あまり知らなかった 43名（53.1%）
・全く知らなかった 6名 （7.4%）

3．建設業に対する興味は？ （n=80）
・非常に高まった 30名（37.0%）
・少し高まった 45名（55.6%）
・あまり高まっていない 5名 （6.2%）

参加児童の感想

1．キャラバンの満足度 （n=3)
・とても満足 2名（66.7%）
・満足 1名（33.3%）
・不満 0名 （0.0%）

2．児童の反応はどうでしたか （n=3）
・とても好評 1名（33.3%）
・好評 2名（66.7%）
・不評 0名 （0.0%）

3．今後もキャラバンを利用したいか （n=3）
・利用したい 3名（100.0%）
・利用したくない 0名 （0.0%）

（その他）

学校まで来ていただき楽しい体験をありがとう
ございました。重機に乗れた子どもたちは興奮
していました。

先生の感想

１．(５) 「国土交通省学校キャラバン」を開催した反響①
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＜概要＞
●対象 中学1年生 164名
●出展者と出展内容
・関東地方整備局 「災害における建設業の活躍の話」 ・アクティオ 「ドローン飛行見学」
・全国低層住宅労務安全協議会じゅうたく小町部会 「建物を建てる仕事の紹介」
・（一社）日本左官業組合連合会関東ﾌﾞﾛｯｸ会 「漆喰塗り体験」
・大洲建設工業（日本型枠） 「型枠の建込体験・締付体験」 ・全建総連 「墨付け体験」

千葉市立大椎中学校（令和元年11月27日開催）

1．内容について （n=150)
・とても良かった 100名（66.7%）
・良かった 44名（29.3%）
・普通 3名 （2.0%）
・良くなかった 3名 （2.0%）

2．建設業の役割や仕事について（n=152）
・知っていた 12名 （7.9%）
・少し知っていた 56名（36.8%）
・あまり知らなかった 72名（47.4%）
・全く知らなかった 12名 （7.9%）

3．建設業に対する興味は？ （n=152）
・非常に高まった 43名（28.3%）
・少し高まった 95名（62.5%）
・高まっていない 14名 （9.2%）

参加生徒の感想

1．キャラバンの満足度 （n=7)
・とても満足 4名（57.1%）
・満足 3名（42.9%）
・不満 0名 （0.0%）

2．生徒の反応はどうでしたか （n=7）
・とても好評 4名（57.1%）
・好評 3名（42.9%）
・不評 0名 （0.0%）

3．今後もキャラバンを利用したいか （n=7）
・利用したい 7名（100.0%）
・利用したくない 0名 （0.0%）

（その他）
貴重な体験活動をご提供いただき、ありがとう

ございました。建設業は素晴らしいという言葉
が頭に残っているようです。

先生の感想

１．(５) 「国土交通省学校キャラバン」の開催した反響②



＜概要＞
【日時】 令和2年2月2日（日）

【目的】 建設業の担い手確保への取り組みを検討するにあたり、建設業へ就職
を考えている又は就職した若年層の率直な考えを聞くとともに、建設業
の魅力発信のために有効な方策について提言を得る目的で開催

【参加者】※25歳以下の方々が参加
１. 「私たちの主張」入賞者及び応募した若年建設業就業者
２. 高校生作文コンクール入賞者他工業高校生
３. 建設業への就職を検討している大学生・専門学校生
４. その他若年建設業就業者（建専連推薦）
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１．(６) 「2020建設産業若者会議 ～建設業で未来を創れ～ 」



➤小学校や中学校の幼い頃にきっかけを作る機会があったほうがいい

➤小中学校での体験教室（重機などの操作体験、建設業の体験により面白さを伝える）

・自分もやってみたいと思うような、そのようなきっかけ作りが重要

➤社会科見学に建設業を取り入れる

➤建設業に関するポスターコンクール

子どもたちに建設業の魅力を伝えるためには何が効果的か

●小学生や中学生に対して建設業の魅力を伝えるためには、体験教室などを行い、建設業
に触れる機会を作ることが重要。
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１．(６) 「2020建設産業若者会議 」 ～若者からの提言～

➤見えないことの透明化

・待遇面の不安、きついといったイメージが先行、やりがいを感じる場の提供を

・生活に身近なものだと知ってもらう機会が必要

➤教育システムを充実させる

・現場で「見て覚えろ」ではなく教育システムがあれば安心して仕事に行ける

➤３Kなどの古いイメージを払拭する

・改善された現場の当たり前を発信

建設業の魅力を高めるためには



➤高校や大学での実習と実際の仕事とのギャップ

・離職を防ぐために、良い所だけでなく、大変な所もしっかり見せるべき

・楽な仕事ではないけど形に残るといった達成感を発信

・現場に対するマイナスイメージの払拭

➤学歴に関わらず、皆が建設技能者に入職していくような環境整備を

その他の意見

●若い世代に直接情報を届けるにはSNSでの情報発信が有効
●小中学生は情報の取得手段が限られていることから、学校生活で得られる情報が職業
選択のきっかけとなる。
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１．(６) 「2020建設産業若者会議 」 ～若者からの提言～

➤若い世代へはSNSが有効
・Twitter、Instagramでの情報発信が有効との意見が多い

・Youtubeでの動画発信も有効との意見が多かった

➤小中学生などへの情報発信
・学校の授業で建設業に触れる機会を作る

・学校広報の活用

➤幅広い世代に対してはテレビ（人気のある芸能人が出演する建設業を扱ったドラマなど）は、
建設業を身近に感じるきっかけに

若い世代への情報発信方法



建設現場へＧｏ！ （http://genba-go.jp/）

建設業団体等が個々に広報している若年入職促進等に資する
様々なコンテンツ（HP、Youtube動画など）を集約したＪｏｂポータル

サイト
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18歳のハローワーク
（http://genba-go.jp/18hellow/）

建設産業で働く女性がカッコイイ
（http://genba-go.jp/content_category/know/woman/）

建設業を身近に感じてもらうとともに、就職に向けた
手がかりとなる情報を発信、様々な職種紹介や

技術者・技能者のインタビューを掲載

建設産業で活躍している働く女性の姿や
応援している企業や団体の活動を紹介、

女性の入職促進を目指す

１．(７) 戦略的広報の展開 ～WEBによる広報展開～



① 教育訓練を実施するための「職業能力
基準（案）」の整備・導入

② 教育訓練カリキュラムの検証とプロ
グラム・教材等の整備

③ 講師の養成支援

④ 入職の促進に資する情報の共有と広報
コンテンツの整備

中核的機能の具体的内容

○ 建設産業の担い手確保・育成について、実績、知見、能力を有し、今後の担い手確保・育成を推進していく意志を有する者によるコンソー
シアムを立ち上げ（26年10月）、地域における総合工事業団体、専門工事業団体、職業訓練校、教育機関等による地域ぐるみ、業界ぐるみの
入職促進、育成、定着のための事業を支援。

○ 事業推進に当たっては「アクションプログラム」を策定し、建設業振興基金に設置された「担い手育成基盤整備基金(ソフト事業分)」(5億
円)を活用し、地域連携ネットワークの構築に要する経費について、平成26年度から5ヶ年を目途に支援。（「建設産業担い手確保・育成アク
ションプログラム第１版（26年10月29日）」、「第2版（27年4月22日） ）」、「第3版（28年4月28日）」、「第4版（29年4月18日）」）

地域における教育訓練を支援するため、
プログラム・教材、コンテンツを整備・
提供。当面、以下の事業を実施。

［アクションプログラムの概要］
○ 担い手不足が懸念される野丁場系の技能職種に当面の重点を置き、本コンソーシアム及び富士教育訓練センターが中核的機能を担いつつ、
教育訓練体系の構築支援。

○ コンソーシアムの事業は以下の３本柱。
中核的機能

総合工事業団体、専門工事業団体、職業訓練校、教
育機関、地方公共団体等からなる地域連携ネットワーク
による担い手確保・育成のための取組みを支援。

２.教育訓練等基盤の充実・強化 ３.職業訓練校ネットワークの構築１.地域連携ネットワーク構築支援

建設産業の担い手確保・育成に取
り組む関係団体・機関が、効果的な
教育訓練を行うための条件整備。

「教育訓練等基盤の充実・強化」の成
果の共有・活用、及び職業訓練校間の
情報交換・相互協力の推進。
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２．建設産業担い手確保・育成コンソーシアム



総合工事業団体、専門工事業団体、職業訓練機関、教育機関、行政等の地域
の関係者が一体となって構築する「地域における担い手確保・育成のための
ネットワーク（地域連携ネットワーク）」が実施する担い手確保・育成に関する事
業を支援。（総ネットワーク数 43団体）

２．（１）地域連携ネットワーク構築の支援
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地域連携ネットワークの取組事例

建設企業が職業訓練校と提携を結ぶことにより、入社後は社内OJTだけでな

く、職業訓練校で中長期的にoff-JT訓練を受講させ、現場に必要な知識を修

得させる。

建設企業の募集活動において、職業訓練校と提携した訓練の実施や将来的

に見通されるおおまかな処遇を明記し、学生だけでなく学校や保護者の入社

前後の不安を解消する。

【職業訓練校と建設企業との提携：（一社）利根沼田テクノアカデミー】
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２．（１）地域連携ネットワーク構築の支援



フリー教材「建設現場で働くための基礎知識」シリーズ
建設業の役割から作業の進め方まで、誰でも何処でも自由に

使える著作権フリーのパワーポイント資料やYouTube映像として
配布・配信

建築工事編（第1章～第4章）

土木工事編（前後編）

内装・電気・設備工事編

プレ入職者を対象とする職種体験カリキュラムの開発

建設技能講師の養成講座

職業能力基準（案）の拡充・普及・定着
レベル横断的な教育訓練プログラムの開発（試行）

パワーポイント資料、映像版及びYouTube配信

パワーポイント資料・映像版準備中、ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟをYouTube配信

実務施工体験研修（教員免許状の更新講習）

パワーポイント資料最終確認中
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教員（小中高、工業高校）

プレ入職
（生徒、若年求職者）

新規入職者

初級、中堅、職長級、
登録基幹技能者

指導者
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２．（２）教育訓練等基盤の充実・強化
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●実務施工体験研修 設立経緯

●免許状更新の法制定（平成21年4月）の前から、
工業高等学校の教員等を対象として、研修機会の
充実を図り生徒への指導に役立たせるなどの、実
務施工に関する講習を受講できる機会が富士教
育訓練センターの協力の下で設けられていた。

●平成28年当初、免許状更新講習（選択領域）に建
設の施工を体験できる内容のコースはなかった。

●平成28年度、富士教育訓練センターの講習カリ
キュラムのより積極的な活用を図るため、教員免
許更新制における免許状更新講習としても対応可
能なプログラムを検討した。

●平成29年に文部科学大臣の認定を受け、教育現
場における建設実務面の支援を目的として講習を
開始した。

●平成21年4月より教員免許更新制が開始され、有
効期限10年の更新制である。

●必修領域(6h)、選択必修領域(6h)、選択領域(18h)
の研修受講が義務である。

●教員免許状の更新制度

担い手の育て手（指導者等）の確保に向けて

実務施工体験研修（教員免許状の更新講習）

２．（２）教育訓練等基盤の充実・強化
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総受講者３８人

工業系以外の教員１２人

参加人数 静岡 兵庫 福岡

平成29年度 6名 - -

平成30年度 11名 6名 7名

令和元年度 20名 7名 10名

過去3年間全てにおいて、建
設業の仕事／施工を体験でき
る内容は唯一である。

参加した教員は

工業高等学校のみならず、

小・中・高（普通科）教員の参加
もあった。

・建設業界の概要から、担い手不足などの課題、OJTで人が育
ちにくいなど問題点についても理解を深めることができました。

・生徒にもわかりやすい内容で、授業に使いたいと思います。

・建築系の教員でない、普通科や中学校の先生方の感想がとて
も新鮮でした。建築を体験してとても楽しかったと話されており、
中学校の先生方にもっと参加していただけると業界の裾野が
広がるのではないかと思いました。

※令和元年度について

●実績

担い手の育て手（指導者等）の確保に向けて

実務施工体験研修（教員免許状の更新講習）

●受講者の感想（一部）

２．（２）教育訓練等基盤の充実・強化
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教材「建設現場で働くための基礎知識（土木工事編：第一版）」の作成・提供

【目次】

１．建設業の役割とその魅力

２．土木工事の対象

３．施工の体制と工事の流れ

４．現場で活躍する専門工事業

５．建設現場の安全

5-1 建設現場の安全衛生管理体制

5-2 雇入れ時教育・送り出し時教育

・新規入場時教育とは

5-3 正しい服装・保護具の装着

5-4 安全衛生標識

5-5 現場の安全を確保する

5-6 土木工事で発生する労働災害

5-7 災害防止のための安全の基本

ルール

〇土木工事の対象範囲は広いため、イラスト等多用し、土木工事の全体像が分
かるように配慮。主に入職希望者を対象とした教育訓練での利用を念頭に作成。

２．（２）教育訓練等基盤の充実・強化
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●「建築工事編：第一版」を制作
（パワーポイント資料 約２４０ページ）
→ CD-ROMを各所に配付、Ｄ/Ｌ可能

CD-ROMを配付

YouTubeに配信中

CD-ROMを配付

●「建築工事編：第一版」を映像化
→ YouTubeに配信中

●「内装仕上工事編」
●「設備工事編」 を制作
→設備工事編は修正作業中

●「土木工事編：第一版」を制作
（パワーポイント資料）
→ CD-ROMを各所に配付

●「土木工事編：第一版」を映像化
→ YouTubeに配信中

YouTubeに配信中

教材の「建設現場で働くための基礎知識」開発について

２．（２）教育訓練等基盤の充実・強化
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プレ入職者を対象とする職種体験カリキュラム（建築躯体系）の開発

○躯体系職種の基本に共通するカリキュラムとして、仮設・鉄筋・型枠工事の流れで順
次組立を行う実習用モデルを用い、一連の流れを理解できる内容として開発。

建設技能講師の養成講座

○建設技能訓練を効果的に実施するためには、講師の発掘・
養成ならびに教え方の能力向上が不可欠。

○指導方法のプログラムを開発し、現役の技能講師を対象と
した講師養成講座を実施（三田建設技能研修センターと連
携し２開催）。

【内容】
「声の出し方、身振り、手振り」
「正しいほめ方、叱り方」
「うまくできない人へのタイプ別声のかけ方」
「やる気が上がるアドバイスの仕方」 など

２．（２）教育訓練等基盤の充実・強化



３．女性の定着促進に向けた取組
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全国各地に組織されている、女性活躍を推進する団体の相互交流や情報交換、連携
等を促すことにより、建設産業で働く女性の入職促進、定着を図ることを目的として、
平成３０年度に始動。現在、３２の団体が登録。（令和2年3月1日現在）
※令和2年1月16日に策定された「女性の定着促進に向けた建設産業行動計画」の策定を受け、令和2年3月1日

に「建設産業女性活躍推進ネットワーク」から改称しました。（事務局：（一財）建設業振興基金）

建設産業女性活躍推進ネットワークのご案内

・各々の活動を集約
・情報の共有化
・好事例の水平展開
・相互交流の促進
・全国会議開催 等

〈建設産業女性定着支援ネットワーク〉

http://genba-go.jp/woman_network/

登録団体募集中!! （登録費用、会費等はありません）

３．女性の定着促進に向けた取組

新たな計画の策定を受け、「建設産業女性活躍推進ネットワーク」を

「建設産業女性定着支援ネットワーク」へ改称し、活動を充実していく。
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No. 都道府県 団体名

1 全 国 （一社）日本建設業連合会 けんせつ小町委員会

2 全 国 （一社）土木技術者女性の会

3 全 国 建築設備六団体協議会 設備女子支援ネットワーク

4 全 国 日本建築仕上学会 女性ネットワークの会

5 全 国 （一社）日本造園建設業協会 女性活躍推進部会

6 全 国 （一財）建設物価調査会 チームひまわり

7 全 国 （一社）日本溶接協会 溶接女子会

8 全 国 測量・地理空間情報 女性の技術力向上委員会「ソクジョの会」

9 全 国 （公社）日本建築積算協会 積女ＡＳＳＡＬ委員会

10 全 国 （公社）日本コンクリート工学会 コンクリート分野における女性活躍推進普及委員会

11 全 国 全国スーパーウォール会 全国ブリリアント会

12 全 国 けんせつ姫

13 青森県 あおもり女性建設技術者ネットワーク会議

14 岩手県 いわて女性の活躍促進連携会議 けんせつ小町部会

15 岩手県 （一社）岩手県建設産業団体連合会 岩手県建設業女性マネジングスタッフ協議会

16 秋田県 あきた建設女性ネットワーク クローバー

17 宮城県 （一社）宮城県建設業協会 宮城建設女性の会２０１５

18 福島県 （一社）福島県建設業協会 ふくしま建女会

19 茨城県 （一社）茨城県建設業協会 建女ひばり会

20 東京都 全国低層住宅労務安全協議会 じゅうたく小町部会

21 山梨県 山梨県建設業協会青年部 けんせつ小町甲斐

22 長野県 （一社）長野県建設業協会 女性部会

23 新潟県 にいがた土木女子会議

24 新潟県 （一社）新潟県建設業協会 女性部会

25 島根県 しまね建設産業イメージアップ女子会

26 鳥取県 とっとり建設☆女星ネットワーク

27 徳島県 なでしこＢＣ連携

28 愛媛県 （一社）愛媛県建設業協会 女性部会

29 山口県 やまぐち建設産業女性の活躍支援ネットワーク

30 福岡県 けんちくけんせつ女学校

31 長崎県 ながさき建設女子ネットワーク ～よりより～

32 熊本県 熊本県建設産業団体連合会 くまもと建麗会

「建設産業女性活躍推進ネットワーク」

○幹事長 須田久美子氏
（（一社）土木技術者女性の会

運営委員）
○副幹事長 酒井一江氏
（（一社）日本造園建設業協会

女性活躍推進部会長）
○副幹事長 籠田淳子氏
（けんちくけんせつ女学校校長）

３．女性の定着促進に向けた取組 （ネットワーク構成団体）
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１．事業概要
建設技能労働者の確保・育成対策の一つとして、離転職者、新卒者、
未就職卒業者等のうち、建設業での就業を希望している者を全国各地
で募集し、必要な職業訓練（座学・実技講習＋資格取得）を無償で実施
した上で、就職支援（無料職業紹介）を行う標記事業を実施している。
※平成27年度から5年間の時限措置として実施しており、本年度が最終
年度。当財団が5年連続で受託している。
２．事業目標、実績

３．職業訓練等
対象職種は、躯体系技能者（鉄筋・型枠・とび・杭工事）を
中心として、他に仕上・設備系技能者、重機オペレーター等
としている。職業訓練の実施に当たっては、建設業団体等
との連携を深化させるとともに、廃校となった小学校を
訓練場所として活用する等、各地域の特性に合わせた
訓練実施体制を構築している。

４．就職支援等
各ハローワーク等と協力しながら就職支援を行っているが、訓練修了者は
求職情報をホームページ「GET」に登録しており、建設企業からの要請が
あればマッチングも行っている。

○求人企業の登録無料
○訓練修了生の採用手数料も無料

まずは、下記URLから求人情報の登録

http://www.kensetsu-kikin.or.jp/kunren/get 27

４．建設労働者緊急育成支援事業（厚生労働省）



厚生労働省

建設業振興基金

中央拠点（建設業振興基金に設置）

地方拠点（各建設業団体に設置）

団体役職員

会員企業

各建設業団体

② 職業訓練

① 未就職者等の募集

職員

専任職員
（基金採用の職員又は団体からの出向職員）

連携

職業訓練

・県の施設（建設技術センター等）
・独立行政法人（ポリテクセンター）
・職業訓練法人（富士教育訓練センター等）
・建設業団体、会員企業等の施設・現場等
・民間施設、教習所等

受託

連
携

建設業団体への委託を含め
上記機関等を活用

③ 就職支援（無料職業紹介所の運営）

報告・精算

平成３１年度 地方拠点等一覧（全２３カ所）
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４．建設労働者緊急育成支援事業（厚生労働省）



登録基幹技能者とは

● 登録基幹技能者は、熟達した作業能力、豊富な知識、現場を効率的にまとめるマネジメント能力を備え、
専門工事業団体の資格認定を受けた技能者を指す。

● 工事の品質、コスト、安全等への貢献とともに、技能労働者の目標像としての活躍が期待されている。
● 登録基幹技能者の活躍により、登録基幹技能者の確保・育成に努める優良な専門工事業者の受注機会の拡

大、さらにはそれを通じた建設業界の担い手の確保・育成に大きく寄与することが期待されている。

協議会事務局としての役割

29

● 35職種で認定されている登録基幹技能者が、一丸
となって取り組むべき課題に対応するため「登録基幹
技能者制度推進協議会」が構成されている（事務局：
建設業振興基金）
● 協議会としての具体的活動
広報用パンフレットの作成、発注者や元請団体に対する要望

活動、講習で使用する全職種共通テキストの執筆・編集 等

５．登録基幹技能者制度推進協議会



各団体における人材確保・育成の取組状況（概要）

アンケート回収状況 各都道府県協会 47団体
協賛団体 18団体

対象者別　　　　主な取組 主な課題

小学生 ・ 親子現場見学会 受入現場の不足
・ 親子参加型体験イベント（重機試乗、夏休みの自由研究等） イベント周知の不足
・ コンテスト（作画）等開催 応募数、来場者等の確保
・ 広報ツールの配布 配布対象者の選定
・ 出前講座 学校との調整
・ 職人講話 重機試乗以外の魅力ある企画の選定
・ キャラクターを活用した広報等 保護者の建設業界への理解度不足
・ リーフレットの作成

中学生 ・ 現場見学会 情報不足、周知不足
・ インターンシップ 実施する学校が少ない
・ 費用負担

実施による効果検証
・ 出前講座の開催 来場者数の確保
・ 体験型イベント（重機試乗、ものづくり等）の開催 応募数の確保・申込過多の場合の調整
・ コンテスト（作文、写真、図画）等開催

高校生 ・ 現場見学会 受入現場の不足、調整
・ 意見交換会 開催時期の設定
・ 現場実習・インターンシップ 実施校との調整
・ 出前講座 実施による効果検証
・ 意見交換会の開催 事業への反映
・ 資格取得に向けた講習会 合格率の向上、講師の確保
・ 内定者向け研修会 受講生の体調維持（長期に亘るため）
・ 進路ガイダンス・合同企業説明会・面談会 参加者の確保、学習テーマ、講師選び
・ 広報ツール（リーフレット、DVD、カレンダー等）の配布 費用対効果の検証
・ ICTシステム活用研修 継続実施に向けた体制づくり
・ コンテスト等（作文・ポスター、仮囲いデザイン等）開催 応募数の確保
・ 県内工業高校ＯＢによる出張相談会・若手技術者との交流会 ＯＢの人選、学校による温度差
・ 県内採用予定企業の求人情報の提供 情報提供企業数のさらなる増加
・ TVCM作成・ラジオ放送

大学生 ・ 現場見学会 参加学生の確保
・ 現場実習・インターンシップ 興味を持ってもらえるカリキュラム設定
・ 出前講座 ＷＥＢサイトの周知
・ 建設業就職ガイダンス・合同企業説明会・面談会 費用対効果の検証
・ 就職応援ＷＥＢサイト作成・コンテンツ追加
・ 広報ツール（リーフレット、DVD、カレンダー等）の配布

若手 ・ 若年層向け研修会（フォローアップ、技能、マナー等）、交流会 企業側の協力意識、参加者の意識
・ 若年者ネットワーク作成のための交流会 研修や交流会のテーマ設定
・ 新入社員フォローアップ研修 研修内容の選定、講師の手配
・ 資格取得支援講習会実施 小規模企業からの調査票等回収率の向上
・ アンケート調査

中堅 ・ 実施時期の調整
講習内容の選定

・ 取りまとめ・分析の手間
・

女性 ・ 現場見学会 参加者・参加日程の確保
・ 女性技術者・技能者の意見交換会、座談会 人選、意見を発信できる場の拡大
・ 女性の活躍に関するＷｅｂページ作成 その後の改善状況の把握
・ 広報ツール（事例集、リーフレット、ポスター等）作成・配布 継続性に難あり
・ 女性技術者と女子高校生の意見交換会
・ 女性用現場服等のファッションショー

先生 ・ 高校・大学教諭との意見交換会 地元への就職率を高める方策
・ 教員向け現場見学会 先生により業界への理解度に差がある
・ 教員向け実技体験 ある程度時間を取った方が有意義

その他 ・ ＣＭ・ラジオ作成・放映 事業費確保、建設業への理解向上
・ 新聞広告の掲載 費用対効果の検証
・ ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ広告掲載 効果がわからない
・ 保護者向け現場見学会 参加者数の確保
・ 市民向けイベント（トンネルコンサート・建設フェア等）開催 事業費の確保
・ 調査実施（採用状況など） 調査票等回収率向上、全国的取りまとめ
・ コンテスト等開催（写真）、写真集発行 応募作品数の減少
・ 見学会・実習体験文集を学生、学校、関係機関に配付 ＳＮＳを実施していることの広報が必要
・ インターンシップに係る費用の助成（補助） 継続性を持って実施することが必要
・ 広報ＤＶＤ作成 出演者の人選
・ 業界ＰＲ(動画・冊子)の作成
・ 特別ゲストによる講演会
・ 職業人の講話

広報ツール（リーフレット、小冊子、建設業界ガイド
ブック、カレンダー、カード、ＤＶＤ等）の配布

中堅職員向け研修会（若年者教育のためのＯＪＴ研
修、技能、メンタルヘルス）
現場代理人講習会
雇用状況・経営実態に関する調査

資料７－１



各団体における人材確保・育成の取組状況（詳細）

団体名 名称 事業の概要 実施時期 共催団体等
の有無

対象者 人数 概算費用 事業費の確保方法 実施に当たっての課題、解決策など

1 建設業現場見学会
北海道内の土木及び建築関連学科等の高校生、専門学校生、大学生、小中学
校の児童、生徒及び保護者を対象とした建設工事現場見学会の実施。

5月～翌年2
月

有り
小中高校大学生
保護者

1,880名 8,000,000円
助成金（労働局）
助成金（保証会社）

・一部の教師が建設業の経験、知識不足が見受けられる。
・父母等の保護者の建設業界への理解度が不足している。

2 高校生との意見交換会
高校生が思っている建設業界の理解度及び望む事等についての意見交換会の
実施。

11月 無し 高校生 48名 60,000円
助成金（労働局）
助成金（保証会社）

建設業界についての情報提供、広報等の取組不足。

3 「第一種酸素欠乏症に係る
　　　　　特別教育」講習会

建設関連学科（土木・建築・機械・電気）に在籍する高校生、教師を対象に
建設業界のイメージアップ、入職促進のため実施。

12月～翌年
3月

無し 高校生・教師 約900名 3,000,000円
助成金（労働局）
助成金（保証会社）

建設業界についてのより効果的なＰＲ手法り検討。

4 建設業界ＰＲ資料の作成
建設業のＰＲ冊子「建設業現場見学会・現場実習報告書」「建設業入門」
「建設のしごとってなに？」漫画冊子〔建築・土木・施工管理編〕及び建設
業ＰＲ動画ＤＶＤの作成、配布。

4月～翌年3
月

無し
道内292高校・
関係団体に配付

― 5,000,000円
助成金（労働局）
助成金（保証会社）
助成金（福祉共済団）

建設業界についてのより効果的なＰＲ手法り検討。

5 「建設産業ふれあい展」
札幌駅地下歩行空間にて建設器用関連ブースを設置し、建設機械のジオラマ
の展示とＤＶＤの放映のほか、建設機械のトリックアートも同時展示。

1月 有り 北海道民

建設産業
ふれあい展
21,000名
（全体）

1,500,000円 全額自己負担 インパクトがある展示の手法。

6 新入社員合同研修会及び
各種研修事業

新入社員の基礎研修、若手社員の育成、定着化に向けた研修。
4月～翌年2
月

有り
会員企業等の
在職者

207名 2,300,000円
助成金（労働局）
助成金（保証会社）

財源の確保。

7 「建設どさん娘(こ)の会」
　　　　　　　　　活動支援

女性建設技術者及び従事者による勉強会・現場見学会等の自主的な活動に対
する事務局としての支援業務。

通年 無し
会員企業等の
女性従事者

会員・
サポート会員

1,000,000円 助成金（振興基金）
札幌を中心として活動するが、全道にネットワークを広げるための
手法、
財源等が課題。

8 建設関連学科の高校生
　　　　　　の資格取得支援

高校生への建設関連の施工管理技士資格取得支援。
（土木・建築・電気・造園　2級学科受験費用助成）

6月～翌年2
月

無し 高校生 約500名 4,500,000円 助成金（保証会社） 受験に関する講習会の開催で講師の手配が出来ない。

1 現場実習（工業高校）
工業高校の授業の一つであるインターンシップの会員企業受入。２日または
３日間。受入企業の募集、決定、打合せ、実施。

７月～９月 なし 工業高校生 150名 100,000 自前
地区により受け入れる企業数の差がある。受け入れ希望の多い地区
にはキャンセル。少ない地区には県、市役所に依頼している。学校
側も企業への負担を加味し３日間→２日間にしているところも。

2 現場見学会（工業高校）
工業高校の希望により１日間の現場見学を行う。現場数は１～３。県の共催
により若手技術者と生徒の意見交換会も行う。終了後に感想文を取りまとめ
文集を作成。

８月～10月
青森県（意見
交換会）

工業高校生 150名 1,000,000 労働局助成金 建築の現場はタイミングが合わずみつからない

3 工業高校生を対象とした受検
対策講習会

工業高校生が受検する２級建築施工管理技術検定（学科）の受検準備講習会
を行う。

10月
日建学院（テ
キスト提供）

工業高校生建築
科３年生（２
校）

70名 100,000 自前 土木は授業のみで合格率9割に達しているので需要なし

4 受験準備講習会 ２級土木合格を目指す講習会を実施。2日間。 ９月 なし 会員若手技術者 70名 900,000 振興基金

5 体験型見学会（中学生） 工事現場にて見学会並びに重機乗車体験、工事作業体験を行う。１日間。 10月
東北地方整備
局

県内1校 50名 500,000 労働局助成金

6 建設産業人材確保協議会 工業高校教諭と県、協会との意見交換 ２月 なし
工業高校教諭、
労働局、県、協
会

30名 100,000 自前

（一社）北海
道建設業協会

（一社）青森
県建設業協会

資料７－２
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7 建設業女性入職促進イメージ
アップ動画の制作

女性の建設業への入職者が増加するよう建設業のやりがいや魅力を伝える内
容の動画を制作。３名の女性技術者を５分ごと１５分。入職促進活動で利用
する。

７月～３月 青森県 一般 － 4,000,000 県200万、協会200万

1 週休二日制普及促進キャンペー
ンポスターの製作・配布

働き方改革に伴う週休二日制導入の宣伝用ポスターを作成し送付。
一斉統一休日（土曜日）を決めて実施した。

4月～7月
岩手県建設産
業団体連合会

岩手県建設産業
団体連合会会員
団体の会員企業
（組合員）
※岩手県建設業
協会含む

岩建協
　 　　542社
建産連
　　 14団体

0 自前予算（会費収入）

2019年は年度が切り替わる直前の周知だったため、普及促進を実施でき
ない企業があった。
令和2年度（2020年）においても実施することとしており、早めの周知を進
めて、さらなる普及を図る。

2 工業高校教諭との意見交換会
各科長と業界団体が集まり各校の取組状況や業界の助成状況報告が行われ、意
見交換では県内就職や離職状況について話し合いが行われた。

11月27日
（水）

無し

県内工業系高等
学校（土木系６校、
建築系３校、設備
系１校）の担当科
長並びに各専門部
長

22名 200,000
建設労働者確保育成事業（若
者及び女性に魅力ある職場
づくり支援コース）

3 現場見学会
県内の会員等が施工している建設現場を中心に、土木・建築かく工種別に施工状況
等の見学を実施した。

6月～11月
国土交通省
岩手県

県内工業系高等
学校（土木６校、建
築２校、）、産業技
術短期大学校（２
校）、高等技術専
門校

368名 1,400,000
建設労働者確保育成事業（若
者及び女性に魅力ある職場
づくり支援コース）

対応可能な土木・建築工事現場の確保

4 インターンシップの実施
県内工業高校、中学校の要請に基づき、通学範囲の生徒を各会員事業所に割り振
りして、3日間の就労体験をさせた。

7月～8月 県内工業高校等 5校152名 0 統一的なインターンシップ受入れマニュアルの整備と協力会員の確保

5 資料の製作
協会盛岡支部が「建設業地元就職ガイドブック」を作成し、建設業の説明や、地元で
働く若手技術者の紹介、盛岡支部34社の会社情報や採用情報を掲載した。

2月

管内の中・高・短
大・大学・関係行
政機関・ハロー
ワーク等に無料配
布

2,100冊 800,000

公益財団法人建設業福祉共
催団

掲載料徴収

ガイドブック作成の経費捻出
掲載企業の募集
4年目のため次回のデザイン等含めたリニューアル

6
会員向け実態調査の実施におい
て、担い手確保育成の項目を追
加

厚生労働省の「人材確保等支援助成金」の計画届にある「効果検証及び入職率・離
職率調査報告」を活用する。

３月 無し 会員 542社 0 全会員数の50％以上の回収率を目指す

7 CM製作、DVD配布
岩手県内の工業系の学校などで学ぶ学生・生徒にラジオ番組出演してもらい、未来
を担う若者を紹介し、リスナーに若者の活力を感じてもらう。
番組を活用して若者を応援することで、建設業の人材育成につなげる。

8月～11月 岩手県

県内工業系高等
学校（土木６校、建
築２校、）、産業技
術短期大学校（２
校）、高等技術専
門校

33名 500,000
自前予算（会費収入）
岩手県予算（経営支援セン
ター事業費補助金）

出演いただいた生徒・学生や先生からどんな勉強をして、様々な学校の取
り組みをアピールしてもらった。
リスナーを一人でも多くするためのラジオ番組の宣伝を工夫する。

1
建設業経理事務士特別研修
（工業高校における特別研
修）

工業高校の生徒を対象に在学中に勉強する機会がなかった建設業経理事務士
特別研修を実施することで、建設業に興味・関心を持ってもらい、生徒の就
職する際の選択肢として選定してもらうことを目的に実施。

6月～3月
有（（一財）
建設業振興基
金）

工業高校生
150名

（予定含）
2,000,000

自前予算
助成金（振興基金）

今後、普及・促進をするために、工業高校はもとより普通高校や商
業高校へも実施の要請を考えており、協会で生徒の負担を減らすた
めに受講料の補助をしているが、実施規模の拡大によって補助する
額が大きくなることから協会へのさらなる助成金等があればなお良
いと思う。

2 中学生の体験型現場見学会

これまでの現場体験学習は、土木系の高校生や大学生を対象に実施していた
が、建設業全体の担い手不足を背景にまだ、進路の定まっていない中学生を
対象に建設現場で行っている技術・技能を体験してもらい、将来の選択肢の
一つとして建設業に興味をもってもらうことを目的に実施。

11月 無 中学校2年生 3名 50,000 自前予算

現在は、仙台第一中学校の2学年を対象に実施しているが、今後各
地域の学校からも要望があった際も対応したいと考えており、その
際の受け入れ現場等の不足が心配である。（現在は、宮城県建設業
青年会が中心となり実施）

3
高校生を対象とした現場実
習、インターンシップ、現場
見学会

高校生を対象に当協会会員企業の施工中の現場で、実習・インターンシッ
プ、見学会を行い、地元建設業への入職を目的に実施。
（現場実習、インターンシップ4校5学科、現場見学会3校3学科、建設機械見
学会1校1学科、就労体験1校1学科）

7月～12月 無 工業系高校生 220名 300,000
自前予算
助成金（労働局）

受け入れ現場・人材等の不足。

4 就活ゼミ（出前講座）

技能労働者の若年入職者減少と高齢化により担い手の確保・育成が課題であ
るが、工業高校の学生や先生方に、建設業界に対する考え方を正しく理解し
てもらい、職業観・勤労観を養い、将来の進路選択の一助となること、ま
た、東日本大震災での地域建設業の活躍、地域貢献活動等を伝えることによ
り、建設業界への就労人口を増やす目的に、国土交通省東北地方整備局と協
働で平成25年度より実施。

5月
有（国土交通
省東北地方整
備局）

工業高校生1年生 40名 0 自前予算
今後、工業高校だけではなく、普通高校、商業高校等での実施も必
要である。

（一社）宮城
県建設業協会

（一社）岩手
県建設業協会
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5
夏休み2019宿題☆自由研究大
作戦（イベント）への出展

夏休み2019宿題☆自由研究大作戦（イベント）に出展し、将来を担い子ども
達にものづくりの楽しさを体験してもらうとともに建設業の魅力発信のため
の啓蒙活動を実施。
（実施内容）
・光る泥だんごを作ろう
・土のコースターをつくろう
・鉄筋の風鈴をつくろう
・測量機器で宝さがしをしよう
・ラジコンの操作体験
・建設機械の展示・試乗体験コーナー

8月9、10日 無
一般の小学生
保護者等

協会ブース来
場者

2,973名
（2日間
合計）

5,300,000
自前予算
助成金（労働局）

当協会だけではなく、各業界・業種の会社、団体が出展しているた
め来場者が多く、すべての方がイベントに参加できなかった。

6 2019夏休み！小学生と保護者
の建設現場見学会

小学生と保護者（一般向け）を対象に宮城県内8現場において、建設機械試
乗や体験コーナー等、普段一般の方が入ることの出来ない現場見学を実施。

7月25日～
8月2日 有（宮城県）

一般の小学生
保護者等

合計351名 2,300,000
自前予算
助成金（労働局）

・現場によっては、参加者が少なかったりするので、来年度開催時
には、周知する場所や期間をしっかり選定する必要があるのでない
か。

7 みやぎ建設ふれあいまつり

将来の担い手として期待される小・中学校とその保護者等各階層をターゲッ
トに、3K等のネガティブなイメージを刷新し、業界の魅力を広く発信するた
めのイベントを展開し、担い手確保・育成を図るための効果的なPRイベント
を行うという試みで、宮城県や当協会も含めた建設4団体が主催となり開催
した。
（実施内容）
・アルミ・鉄筋等によるウインドチャイム製作体験
・測量機器を使用したもの当てクイズ
・ドローン操作体験
・建機ラジコン操作による景品すくい
・パネル展示・DVD上映
・高所作業車試乗体験

11月3日
有（宮城県
等）

一般の小・中学
生
保護者等

4,000名 1,100,000
自前予算
助成金（労働局）

当協会だけではなく、他の業界団体も出展していたが、初めての試
みで来場人数の把握が不十分だったため、イベントに参加できない
人や待ち時間が長かったなどの課題があった。

8
当協会で2015年9月から危機に
挑むと題した記事広告掲載総
集編の作成

　当協会では、地域の暮らしを守る地域建設業の取り組みを広く知ってもら
うため、地元紙の河北新報朝刊に「危機に挑む」と題した記事広告掲載をシ
リーズ展開。2015年9月から2019年3月まで15回を重ねたシリーズは、様々災
害への対応や道路・河川の維持管理などに尽力する現場の人々の姿を取り上
げ、地域に果たす建設業の役割を伝えた。その15回を掲載した総集編を作成
し広く周知した。

5月～ 無
行政機関
一般等

3,000部
作成

1,200,000 自前予算 事業費の確保、費用対効果がわかりにくい。

9 広報ＤＶＤ作成
　建設業の現状や役割、将来の担い手確保に向けたPR映像を作成し、発信し
た。

5月～ 無
行政機関
一般等

500部作成 3,400,000 自前予算 事業費の確保、費用対効果がわかりにくい。

10 就職前準備研修（予定）

会員企業に就職内定した学卒者等を研修会に参加させることにより、社会人
として基本マナーや同年代の内定者と交流をすることにより建設産業に対す
る意識向上や理解・促進につながり入社後の定着を図ることを目的としてい
る。（富士教育訓練センターで実施）

3月2～4日
（予定）

東日本建設業
保証㈱

内定者
17名

（予定）
600,000 助成金（保証会社）

施設の運営の関係があると思うが、実施回数を増やしたほうが良い
と思う。

1 建設産業人材確保・育成事業
推進委員会（意見交換会）

若年労働者の入職促進・人材確保・育成を図るため、建設系学科の進路指導
担当教諭と育成検討委員会との意見交換会

６月 無 委員・教諭
委員１４名教

諭１１名
250,000 助成金（労働局） 特になし

2 建設産業人材確保・育成事業
推進委員会

若年労働者の入職促進・人材確保・育成を図るため、関係機関との協議
２月（予
定）

無 委員 委員１６名 200,000 助成金（労働局） 特になし

3 現場見学会
建設業への理解と入職促進を図るため、建設系高校生を対象とした現場見学
会

6月～11月 無
建設系高校生・
秋田工業高等専
門学校

5校２１８名 700,000 助成金（労働局） 発注元や施工企業が協力的である。

4 新卒入職者研修
４月入社の社員に対し、社会人・企業人としての資質向上と建設産業に携わ
る者としての意識高揚を図り、有為な人材の育成と定着促進を図るため実施

５月 無
会員企業新卒入
職者

４１社８３人 2,000,000 助成金（労働局） １泊２日で実施。

5 新卒入職者フォローアップ研
修

入職１年目の企業従事者を対象に、資格取得のねらい、定着促進を図るため
実施

１２月 無
会員企業新卒入
職者

４４社８５名 700,000 助成金（労働局） １日研修で実施。

6 建設雇用管理実態調査
会員企業における従業員雇用及び定着状況、給与水準、労働時間、休日等を
調査し報告書としてまとめ雇用改善や人材確保定着促進に活用

１０月（集
計中）

無 会員企業 ２６５社 800,000 助成金（労働局）
回収率のアップに苦労（Ｈ２９　８５．９％、Ｈ３０　８５．
６％、Ｒ０１　８７．２％）

（一社）秋田
県建設業協会
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7 建設雇用・構造改善推進大会
建設労働者の雇用の改善、能力の開発・向上、福士の改善等に努力と成果が
見られた者を表彰

１１月 秋田県
国土交通大臣顕
彰受賞者・知事
表彰者ほか

１２０名 800,000 助成金（労働局）
二部構成で、一部において講演を実施しているが、講師の選定に苦
慮している。

8 就職前準備研修
対象を高校生から大学生までとし、在学中に社会人としての心構え・ビジネ
スマナーの取得・建設産業への理解の促進・建設機械の実技講習により入社
前の不安を解消し入社後の定着を図る

２月（予
定）

無

会員企業に内定
した高校生から
大学生の内、研
修を希望する社
会人経験の無い
者

５１名 5,500,000 助成金（保証会社）
１０日間の研修となり、研修生の体調維持に不安。　　参加者が多
くなり引率が大変である。

1 現役女性土木技術者と女子高
校生との意見交換会の開催

建設業への女性進出促進を図るため「けんせつ女子ツアー&カフェ」と銘
打った現場見学会および意見交換会を開催した。

8月 山形県
女性土木技術者
土木系学科女子
高校生・短大生

13名 300,000
自前予算
県予算
助成金(保証会社)

アンケートでは参加者の7割以上が建設業を希望。
今後建設業への入職まで繋げられるか、継続して実施していく必要
がある。

2 親子の体験型現場見学会の実
施

小学生とその保護者を対象に、建設業に興味を持っていただくことを目的に
山形河川国道事務所との共催で体験型の現場見学会を実施。

9月
山形河川国道
事務所

小学生・保護者 40名 100,000
自前予算
助成金(保証会社)

現場の安全管理、熱中症等の細心の注意が必要。

3 中学生対象の体験型現場学習
会の実施

好奇心旺盛な中学生を対象に、建設業に興味を持っていただくことを目的に
山形河川国道事務所との共催で体験型の現場見学会を実施。

5月
山形河川国道
事務所

中学生2年生 54名 100,000
自前予算
助成金(保証会社)

年2回程度。それ以上の申込みがあった場合調整が必要。

4 高校生及び短大生対象とした
現場見学会の実施

建設業への理解と入職促進を目的として、建設系学科高校生及び4月に開設
した山形県産業技術短期大学土木エンジニアリング科学生を対象に建設工事
現場見学会を実施した。

6月～10月 無 高校生、短大生 270名 1,200,000
自前予算(会費収入)
助成金(振興基金)

受け入れ現場の不足(主に公共建築現場)

5
高校生及び短大生対象とした
小型車両系建設機械運転特別
教育の実施

労働安全作業に必要な知識と技能を在学中に習得するため、建設系学科高校
生及び4月に開設した山形県産業技術短期大学土木エンジニアリング科学生
を対象に建設工事現場見学会を実施した。

7月～8月
建災防山形県
支部

高校生、短大生 149名 750,000
自前予算
助成金(保証会社)

建設業学科以外の高校生にも興味を持ってもらい受講者の拡充を図
る。

6 若年者向けPR冊子の製作と配
布

高校生の建設業への入職促進とイメージアップを図るため、建設産業若者入
職支援ハンドブック「つくる　支える」を2,000部作成し、建設系高等学校
の新入生及びハローワークに配布。

1月～4月 山形県建産連 高校生 - 700,000
自前予算
助成金(振興基金)

工種毎に写真つきでわかりやすく掲載しているが、毎年少しずつ修
正していく必要がある。

1 建設現場見学会の実施
施工中の現場を見学し、建設業の役割や建設業界で働くことへの魅力、職業
意識を高めることを目的とする。

6月～10月
有（共催：各
学校、後援：
福島県）

建設関係学科を
有する高等学校
１２校、女子大
学１校

４５６名 3,000,000 助成金（労働局）

【課題】
・見学する現場の選定。（発注者や施工業者の理解、見学可能な現
場不足）
・助成金対象かどうか、計画段階でわからない。
【解決策】
・発注者との情報提供の連携を図る。
・助成金申請の明確な基準を示してほしい。

2
中学生対象の体験型現場学習
会の実施

好奇心旺盛な中学生を対象に、体験型現場学習会を実施。 5月22日

有（共催：東
北地方整備局
福島河川国道
事務所）

県内中学校１校 ４０名 30,000
補助金（東北建設業協会連
合会）

【課題】
・実施回数に制限がある。
・学校優先で開催日が決定するため、対応者を集める難しさがあ
る。
【解決策】
・依頼があった際、速やかに報告を受け、早めの日程調整を行う。

3 資格取得に対するバス支援の
実施

資格試験（二級施工管理技士等）会場までの交通費支援（バス代・高速代支
援）の実施。

６月２日
６月９日
10月27日
11月10日

無
建設関係学科８
校

２９５名 1,060,000
助成金（一般財団法人建設
業振興基金）

【課題】
・バス支援継続のための経費確保。

4 女性の活躍応援事業の実施
将来、建設業での活躍が期待される建設関係学科で学ぶ女子高生に対し、建
設業で働くことの不安を解消し入職促進を図ることを目的に、建設業界で活
躍する女性技術者等との座談会を開催。

7月19日
11月18日
11月20日

有（共催：福
島県男女共生
センター、後
援：福島県教
育委員会）

県内建設関係学
科６校

７３名 124,000
助成金（一般財団法人建設
業振興基金）

【課題】
・座談会開催時の男子生徒の対応。
・アドバイザーをつとめる女性技術者の確保。
【解決策】
・男子生徒も聴講可能にする。
・県内の女性部会や発注者側からアドバイザーを確保する。

（一社）山形
県建設業協会

（一社）福島
県建設業協会
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5 小学生対象建設現場見学会の
実施

建設業の将来の担い手確保・育成を目的に、建設業への関心の向上を目指す
ために実施。

7月～11月
有（主催：福
島県）

県内小学校６校 １４３名 － 委託事業（福島県）

【課題】
・ドローン等を順番で操作する際に待ち時間が発生し、生徒の集中
力が持たない。
【解決策】
・現場内に準備する数を増やしたり、待ち時間を有効に活用する
等、工夫する。

6
段階的な新入社員研修会の実
施

ビジネスマナーやコミュニケーション能力向上に向けた研修を設定。
４月１０日
６月１９日
１０月４日

無
会員企業の新入
社員

２２４名 1,100,000 助成金（労働局）※一部

【課題】
・早期離職を防ぐための段階的体系的な教育メニューの充実。
・助成金対象かどうか、計画段階でわからない。
【解決策】
・段階的な教育メニューを充実させ、受講者が飽きのこないものに
する。
・全国的な助成金申請の統一基準がほしい。

7 高校生のインターンシップの
実施

地元建設企業での職場体験、建設現場体験を行うことで、建設業への理解を
深める。

7月～11月
有（後援：福
島県）

建設関係学科を
有する高校１２
校

３３０名 21,000 助成金（労働局）

【課題】
・受入時期と安全対策。（熱中症・Ｊアラート）
・受入企業の体験内容の充実。
・助成金対象かどうか、計画段階でわからない。
【解決策】
・助成金申請の明確な基準を示してほしい。

8 若手・中堅社員研修会の実施
若手・女性の育成を図るため、コミュニケーション法や段取り術について、
座学だけでなく、参加型・同時進行型のグループワークやペアワークで研修
を設定。

５月２９日

２月３日
無

若手、中堅社員
等

６３名

４８名
400,000 無

【課題】
・講習内容の選定
【解決策】
・参加者からのアンケートを参考に、内容を検討する。

9 ＳＮＳを活用した広報等
インスタグラムやユーチューブ、ポータルサイト等を活用した広報を実施
し、若年者への建設業の理解を深める。

通年 無
１０代～２０代
の若年者

－ 60,000
助成金（建設業福祉共済
団）

【課題】
・実施しているＳＮＳの周知。
・内容を充実させ、フォロワー・閲覧数の増加を図る。
【解決策】
・中長期にわたり、継続的に実施していくことが必要である。

10 キャラクターを活用した広報
等

キャラクターや漫画を通して建設業への関心を深めてもらう。また、キャラ
クターのノベルティを作成し、広報事業を展開する。

通年 無 小学生等若年者 － 1,900,000
助成金（東日本建設業保証
㈱等）

【課題】
・「キャラクター＝建設業」という認知度を高める。
【解決策】
・広報の工夫。

11
大学生、高校生との座談会の
開催

学生が抱える建設業への不安や疑問、若手技術者が感じている仕事のやりが
いなどについて意見交換し、建設業への理解促進と入職促進、入職後でのミ
スマッチの解消につなげる。

12月～1月
有（主催：福
島県）

建設関係学科を
有する高校２
校、福島大学、
日大工学部、福
島高専

１４１名 － 委託事業（福島県）

【課題】
県内全地区で開催できなかった。
【解決策】
県内全域で開催するため、日程調整を事前に進める。

1 建設現場見学会の実施
実際の建設現場を見学することにより、学校の授業では体験できない経験を
することで、建設業への理解を深めるとともに、イメージアップを図る

9月～11月 無
高校生、専門学
校生、大学生

549人 2,200,000 助成金（労働局）

2 建設現場実習の実施
建設現場における体験学習により、建設業への理解を深めるとともに、イ
メージアップを図る

7月～10月 無
高校生、専門学
校生

210人 200,000 助成金（労働局）

3 インターンシップの実施
建設現場における体験学習により、建設業への理解を深めるとともに、イ
メージアップを図る

4月～3月
有（茨城県教
育庁、茨城県
土木部）

高校生（普通科
高校等）

12人 150,000 助成金（労働局）

4 建設現場見学会・建設現場実
習体験文集の作成・配付

建設業の理解とイメージアップを図る資料として、体験文集を作成し、関係
機関・関係団体等に配付する

2月 無
高校生、専門学
校生、関係機
関・関係団体

1,000部 1,100,000 助成金（労働局）

5 建設雇用改善推進集会の開催 会員企業の建設雇用改善に関する意識高揚を図る 11月
有（茨城労働
局、茨城県産
業戦略部）

会員企業、関係
機関・団体

200人 1,000,000 助成金（労働局）

（一社）茨城
県建設業協会
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6 小・中学生の建設現場を描い
た図画の募集

建設業のイメージアップを図るため、小・中学生の建設現場を描いた図画を
募集するとともに、作品展の開催、作品集の作成・配付等を行う

7月～1月
有（茨城県教
育庁）

小学生、中学
生、関係機関・
団体

774人 2,100,000 助成金（労働局）

7 建設雇用改善に関する標語の
募集

会員企業の建設雇用改善に関する意識高揚を図るため標語を募集する 7月～11月 無
会員企業の従業
員

81人 400,000 助成金（労働局）

8 新規採用調査の実施 会員企業の新規採用状況の調査を実施し、入職率の向上を図る 4月 無 会員企業 553社 100,000 助成金（労働局）

9 新規入職者研修・新規入職者
等フォローアップ研修の実施

新規入職者に対する研修を実施し、職場への定着促進を図る 6月、12月 無
会員企業の新規
入職者

64人
34人

1,000,000 助成金（労働局）

10 建設業合同企業説明会の開催 若年入職者の確保・育成を図るため合同企業説明会を開催する 2月
有（茨城県教
育庁、茨城県
産業戦略部）

高校生、専門学
校生、大学生

2,000,000 助成金（労働局）

11
２級土木施工管理技術検定
「学科」試験の受験対策セミ
ナーの実施

高校在学中に取得できる２級土木施工管理技術検定「学科」試験の受験対策
セミナーを開催し、合格率の向上を図る

8月 無
高校生（土木
科）

32人 1,000,000 助成金（振興基金）

10月 無 工業高校2年生 50人 助成金(労働局)

8月
県高等学校教
育研究会工業
部会

工業高校教員 21人
県高等学校教育研究会工業
部会

実施期間が夏休みの為現場確保困難

2 建設業仕事説明会
工業高等学校1年生建設科を対象に経営者、技術者が建設業の仕事内容等を
説明し、建設産業に対する理解を深める。

9月 無 工業高校1年生 99人
2年生になって土木・建築コースに分かれ為保護者を含めて説明会
を実施した

3 インターンシップの実施
次世代の建設業を担う人材確保・育成を図るため、栃木県内の工業・農業高
校２年生を対象に土木・建築事業等の職業選択・職業意識の向上を目的とし
た教育を実施

9月～11月
県教育委員
会、栃木県、
栃木労働局

高校２年生 198名

インターンシップの体験集
インターンシップ開始前の高校２年生を対象に企業の体験集を発刊　1000部
発刊

7月 無 高校２年生 助成金(労働局)

建設業界PRパンフレット インターンシップ開始前の高校生に建設業の概要魅力を周知 7月 無 高校2年生 6,500部 助成金(労働局)

5 建築技術検定試験・建築製図
検定試験

高校生の建設業への関心や学習意欲を高めるとともに、建設業界への入職促
進を図るため実施

11月 県教育委員会 高校２・３年生 216名合格 助成金(労働局) 建築技術検定　103名　建築製図検定113名

6 総合学習支援活動事業
小学生の低学年対象しに、重機搭乗体験、紙芝居等を実施し、建設業界のイ
メージアップ事業を実施

9月～1月 無 小学生 助成金(振興基金)
総合学習支援事業実施に当たり建設業振興基金より助成金を増やし
てほしい。

現場見学会
施工中の現場の見学会を行い、実際に働いている技術者・技能者の仕事を見
てもらう

4

（一社）栃木
県建設業協会
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7 新規採用社員研修会 新入社員の資質向上を図るため、社会人としてのビジネスマナー等の研修会
を実施

5月 建設産業団体
連合会

新入社員 90人 助成金(労働局)

8 新規採用社員フォローアップ
研修会

入社１年以内の新入社員を対象にフォローアップするための研修会を実施 12月 建設産業団体
連合会

新入社員1年以内 43人 助成金(労働局)

9 若手建設マンレベルアップ研
修会

次世代を担う若手建設マンのスキルアップを図るため、若手建設マンの役割
や中堅社員に求められる能力等の研修会を実施

6月 建設産業団体
連合会

入社3～５年の技
術者

35人 助成金(労働局)

10 現場代理人及び指導者能力向
上研修会

後継者育成やリーダーとしての資質向上を図るため、リーダーシップのあり
方等の研修会を実施

10月 建設産業団体
連合会

入社10年の技術
者

22人 助成金(労働局)

11
とちぎ就職支援合同面接会及
び専門相談窓口(ジョブモー
ル)

建設業界の活力となる人材の確保を図るために実施 4月～3月 栃木県・栃木
労働局

若年者対象 15人

12 地域を支える未来の担い手に
エール

「専門外出身者が建設業の素晴らしさを語る」を地元新聞社一面使い、座談
会を実施

11月 栃木県・下野
新聞社

栃木県・建設業
協会会員企業

10人 助成金(福祉共済団)

13 輝く女性たち 当協会発刊機関誌「ぶらっと」に女性技術者の紹介事業を実施 年２回発刊 無 会員企業の女性
技術者

助成金(労働局)

14 若年者建設業担い手育成支援
事業

少子高齢化の進展に伴い、次世代の建設業界を担う人材の確保・育成が喫緊
の課題であり、高校生の主体的な職業選択、職業意識の向上を目的に、県内
工業高校４校５学科(6コース)と連携し、人材確保・育成事業を実施

4月～3月
東日本建設業
保証(株)、栃
木県

工業高校生 助成金(保証会社、栃木県)

15 就職前準備研修会 建設業界における担い手確保・育成は必要かつ重要な課題であります。これ
らを踏まえて就職前準備研修会を実施する

3月 東日本建設業
保証(株)

各会員新入社員 助成金(保証会社)

1 就職前準備研修

　(一社)群馬県建設業協会会員企業へ入社予定の学生を対象に、富士教育訓
練センターにて社会人としての基本（心構え、ビジネスマナー等）を習得及
び、 建設産業に対する理解を深める。また、同年代同士の連帯感を養い入
社前の不安を解消し、入社後の定着促進を図る。

3月
東日本建設業
保証㈱

(一社)群馬県建
設業協会の
新入社員

10名予定 0 助成事業(保証会社)

・性別・職種分け隔てなく参加してもらえるよう案内を作成する
・県外研修となるため、実施機関の富士教育訓練センターの紹介を
含め、安心して参加してもらえるよう案内を作成し、募集につなげ
る。

2 新入社員研修の開催
(一社)群馬県建設業協会に入社された新入社員を対象に社会人としての知
識・マナー、建設業の基礎知識を習得を目標とする

4月

群馬県建設産
業団体連合会
東日本建設業
保証㈱群馬支
店

(一社)群馬県建
設業協会・
群馬県建設産業
団体連合会
の新入社員

136名
(H31.4開催)

150,000
自前予算(会費収入)
助成金(保証会社)

・毎年同様のカリキュラムなので、改めて研修内容の選定を行う。
・多くの参加者を募るための案内方法及び周知団体の選定、それに
伴う会場確確保
・研修内容は県内建設業の状況等、参加する新入社員に身近な内容
の説明も加えてもらえるよう依頼する。

3 高校生を対象とした現場実習 県内建設系高校(8校)を対象に、会員企業の現場にて実施。 6月～11月 無し
建設系高校1～3
年生

参加生徒数
258名

受入会員企業
106社

0
各支部自前予算
(会費収入)
※本部としては出費無し

・支部、学校間における取組みであり、実施内容も学校によって異
なるので、状況把握や報告依頼等、支部本部間の情報共有が必要。
また取り組みについて建設業協会のブログなどで一般の方にも周知
し、支部の活動状況も紹介したい。

4

産学官連携会議における高校
生・
保護者を対象とした学校説明
会

群馬県が中心となり、建設業協会・県測量設計業協会を含む3団体が県内建
設系高校(8校)2年生・保護者を対象に説明会を開催。

12月～R2.2
月

群馬県
群馬県測量設
計業協会

建設系高校2年生
保護者

参加生徒172
名

保護者23名
(1月終了時

点)
(県内建設系
高校7校)

0 県予算

・各支部の会員企業役員、及び卒業生が講師となり説明をしている
が、配付資料等は一任しているので、業界の状況が分かる統一した
資料を作成した方が良いと思う。
・この説明会は保護者も参加できるが、参加者数が非常に少ないた
め、保護者を対象とした説明会の実施を検討したい。

（一社）群馬
県建設業協会
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5
イメージアップカレンダーの
作成

建設業をイメージできるカレンダー作成を通して県民の建設業への理解と関
心を喚起するとともに、会員企業の労働時間短縮および年次有給休暇の計画
的取得促進を図る。

9月～12月
県建設事業協
同組合

官公庁、小中学
校、高校、
建設企業、関係
団体等

3,000部(作成
部数)

1,023,000
自前予算(会費収入)
協同組合との折半

・カレンダーに使用する写真は各支部から提供してもらうので、対
象月や各支部の特色をもった写真の選定を依頼する
・例年壁掛カレンダーを作成しているので、違う形のカレンダー作
成を考える。

6 環境すみずみパトロールの実
施

今年度よりGKG(ぐんケンガール)愛称の元、県下12支部において会員企業女
性職員による建設現場のパトロールの実施。また、GKGコンテストを実施
し、現場パトロールにおいて優秀現場を表彰した。

8月～10月
建災防、官公
庁等

県下12支部

92名
(環境すみず

み
パトロール隊
参加者数)

0
各支部自前予算
(会費収入)

・各支部が主体で取り組むため、実施日時、参加者等、実施におけ
る詳細など、本部支部間での情報共有が重要。
・パトロールは建設業協会以外にも県(土木事務所)や建設業関係団
体が参加している支部もある。さらに参加者を増やし、女性活躍の
場を設けたい。

7 道路クリーン作戦の実施
毎年5月30日(ゴミゼロの日)に実施、協会員の車両、機械、作業員を提供し
たボランティア活動を実施。また、出発式では拠点地区(支部)の建設業協会
会員・GKG(環境すみずみ)・県建設事業協同組合が集まり、盛大に行う。

5月

群馬県、高崎
河川国道事務
所
群馬県建設事
業協同組合

県下12支部 約2,000人 2,200,000

各支部自前予算
(会費収入)
※本部より全支部へクリー
ン作戦用の備品の配付及
び、出発式担当支部への拠
出金あり。

・一般の方に向けて協会ホームページ及びSNS(Twitter,Facebok)
等、活動実施について更なる告知方法の検討

8 県内建設系高校との意見交換
会

当協会総務企画委員会と県内建設系高校(8校)の教諭を対象に、人材確保・
育成の状況や卒業生の状況等についての情報共有を行う。

2月 無し

当協会総務企画
委員会・
県内建設系高校8
校教諭

27人(予定)
協会委員15名
事務局3名

学校教諭8名

100,000 自前予算(会費収入)

・協会側、学校側の情報交換を通じて、建設業界への入職促進を進
めたい。
また、建設業界の最近の取組を、学校(教師)を通じてを生徒に伝え
てもらう働きかけを検討したい。

9

(一社)群馬県建設業協会のマ
スコット
キャラクター「ぐんケンく
ん」の活用

当協会マスコットキャラクター「ぐんケンくん」を活用し、協会イベントや
地域行事に参加し、建設業への興味・関心を高める。また、グッズ(シール)
の作成及び全建作成の「建設学習手帳」を利用した活動。

通年 無し

県下12支部、建
設業関係団体(県
建設事業協同組
合、群馬県等)、
きぐるみ貸出希
望団体等

　－ 0
費用負担なし
(基本的に無償貸与)

・着ぐるみの利用者を増やすため、貸出・グッズ利用促進方法の検
討
・活動報告紹介(ブログ、Ｆecebook等)への協力依頼の徹底

10
(一社)群馬県建設業協会主催
ICT土工研修

技能者育成を行う訓練校において、建設業協会会員企業を対象に、ICT土工
(起工測量、ICT土工、出来高管理等)に研修を実施。

9月～10月

協会青年経営
者部会
群馬県、高崎
河川国道事務
所
群馬県建設事
業協同組合
日本マルチメ
ディアイク
イップメント

建設業関係者
(会員企業所属の
技術者)

16名 0
自前予算(会費収入)
助成金(労働局)

・会員企業へのICT土工の有効性周知
・労働局が行う人材開発支援助成金の活用、助成金活用における説
明会を協会主催にて実施

11
(一社)群馬県建設業協会主催
リカレント研修

建設業協会会員企業の3～5年目の若手技術者を対象にリカレント研修（学び
直し研修）を全8回実施。

6月～10月

協会青年経営
者部会
群馬県、高崎
河川国道事務
所
日本マルチメ
ディアイク
イップメント

建設業関係者
(入社3～5年目の
会員企業所属の
技術者)

28名 0
自前予算(会費収入)
助成金(労働局)

・リカレント教育に対する有効性周知
・労働局が行う人材開発支援助成金の活用、助成金活用における説
明会を協会主催にて実施

1 出前講座の実施
県内土木・建築系工業高校６校へ講師を派遣し、「建設業の仕組みと魅力に
ついて」などをテーマに講義を行った。

7月～R2.2
月

無 工業高校生 ３５２人 1,500,000
助成金（労働局、保証会
社）つなぐ化事業

鉄筋や型枠の実習をおこなう講師が不足している。今年度と同様に
次年度実施出来るか未定。

2 小型車両系建設機械運転
特別教育支援

県内土木・建築系工業高校６校の生徒を対象に、小型車両系建設機械特別教
育の受講を支援した。

8月～R2.1
月

一部有 工業高校生 ３０１人 4,800,000
助成金（労働局、保証会
社）、つなぐ化事業

実際に建機を運転し資格取得できることから、モチベーションや達
成感は高いが、費用がかかる。

3 現場見学会
県内土木・建築系工業高校６校の生徒を対象に、建設工事の現場見学を実
施。

10月～R2.2
月

無 工業高校生 ３４８人 800,000
助成金（労働局、保証会
社）つなぐ化事業

県の建設現場の協力を得て実施しているが、建築の現場が少なく、
建築系の高校との調整に苦慮している。

4 新入社員研修
会員企業の新入社員を対象に、社会人としての心構え、対話能力、挨拶行
動、プレゼンテーション力などの研修を実施した。

４月 無 会員企業 １６９人 4,600,000
助成金(労働局、保証会
社）

２泊３日の宿泊研修。会員企業の評判は良いが、希望者が多く宿泊
先が２カ所に分かれ、一方は研修会場からやや遠いためそちらの宿
泊者の負担が大きい。

5 若手社員フォローアップ研修
会員企業の入社半年から５年目程度の社員を対象に、仕事に取り組む姿勢を
再確認し、自ら考え行動する社員を育成するための研修を実施した。

９月 無 会員企業 ６５人 2,500,000
助成金(労働局、保証会
社）

１泊２日の宿泊研修。

（一社）埼玉
県建設業協会
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6 １級土木・建築施工管理技士
資格取得支援研修

会員企業の技術系社員で１級施工管理技術検定を受験する者を対象に、資格
取得支援研修を実施した。

４月～９月 無 会員企業
土木５６名建

築７７名
5,200,000 助成金(労働局、保証会

社）
業務が多忙の受験者が多く受験勉強にあてる時間が足りないよう
で、合格率が低迷気味。

1 現場見学会 現場で働いている技術者(技能者)の仕事及び施工中の現場を見学。 5月～11月 無
建設系学科高校
生2～3年生

188名 450,000
助成金（労働局）
助成金（保証会社）

県から提供していただいている見学可能な現場（大規模）が減少し
ているため、学校の希望通りに日程が組めず、結果として学校独自
のルート（民間等）で見学先を探すケースが増加している。
また、学校の日程優先で実施しているため、見学先との日程調整が
難しい。

2 職業体験実習 富士教育訓練センターで土木・建築の基礎コースを体験。 7月～8月 無
建設系学科高校
生2年生

52名 3,000,000
助成金（労働局）
助成金（保証会社）

富士の受け入れ人数に制限があり、希望生徒全員を参加させること
ができない。

3 建設機械体験学習会
小(中)学校の校庭に建設機械等を持ち込み、デモンストレーション、運転操
作等を行い、建設業への理解促進及びイメージアップの向上を図る。

10月 ＣＣＩちば 小(中)学生 126名 1,500,000
助成金（労働局）
助成金（保証会社）

4 新入社員研修会 社会人としての知識・マナーや建設業の基礎知識等の習得。 4月
東日本建設業
保証

建設業協会及び
建産連加盟団体
会員企業の新入
社員

83名 1,400,000
助成金（労働局）
助成金（保証会社）

5 土木施工管理技術講習会 1級学科試験を受験する技術者の資格取得支援講習 6月
土木施工管理
技士会

1級土木学科試験
受験予定者

23名 1,000,000 助成金（労働局）

6 ラッピングバスによる広報活
動

建設業の役割や活動を市民等に知ってもらうことでイメージアップを図ろう
と、千葉県内の船橋駅や市川駅、稲毛駅などを中心としたバス路線で建設業
をイメージしたラッピングバスの運行。

2019年10月
～2020年9
月

建設業福祉共
済団

京成バス
千葉県内の船橋
駅、市川駅、稲
毛駅を中心とし
たバス路線

－ 3,500,000 助成金（共済団）

1
就職応援webサイト「みんなの
建設業就活ナビ」の追加コン
テンツ作成

会員企業採用関連情報の提供を目的としたコンテンツの更新 随時 無 大学生等 ― 1,200,000
自前予算（会費収入）
助成金（東日本建設業保
証）

課題：webサイトの周知。
対策：建設業界案内ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ「建設就職読本」や「みんなの建設業
☆業界研究フェスタ」のﾎﾟｽﾀｰ・ﾘｰﾌﾚｯﾄにQRコードを印刷。リス
ティング広告の利用。

2 施工管理技術検定受験対策講
座の実施

工業高校等の建設系学科生徒を対象に、2級建築・土木施工管理技術検定学
科試験の対策講座を実施

5～10月 無 高校生 約120人 1,200,000
自前予算（会費収入）
助成金（東日本建設業保
証）

課題：学校ごとに日頃の授業内容が異なるため、単一のカリキュラ
ムで対応できない。

3 合同企業説明会の開催
会員企業の新卒採用を支援するため「みんなの建設業☆業界研究フェスタ」
を開催

12月
有（東京土木
施工管理技士
会）

大学生等 約350人 25,000,000

自前予算（会費収入）
共済金（東京土木施工管理
技士会）
助成金（労働局/東日本建
設業保証）

課題：参加学生の確保。
対策：キャリタス就活とのタイアップ、就職応援webサイトの活用
など。

4 建設系高校生作品コンペティ
ションの開催

工業高校等の建設系学科生徒の作品展示および優秀作品の表彰 12月
有（東京都都
市整備局）

高校生 ― 6,500,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局/東日本建
設業保証）

課題：小中学生の来場が少ない。
対策：開催期間（2日間）に土曜日または日曜日を含める。

5 新入社員研修会
会員企業の新入社員を対象に社会人としての心構え、ビジネスマナー、建設
業の基礎知識等の取得を目的とした研修会を2日間実施

4月
有（東京土木
施工管理技士
会）

会員企業 61社286人 3,500,000 自前予算（会費収入）

6 若手技術者ステップアップセ
ミナー

若手技術者（2～3年次）を対象に若手社員に求められる役割、仕事の進め方
の基本を理解してもらい、今後の仕事に意欲的に取り組んでもらうための研
修会を実施

6月 無 会員企業 61人 800,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

7 若手技術者（3～5年次）フォ
ロー研修会

若手技術者（3～5年次）を対象に中堅社員に求められる能力を「建築技術
者」と「土木技術者」に分けて2日間実施

9、11月
有（東京土木
施工管理技士
会）

会員企業 100人 750,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

（一社）千葉
県建設業協会

（一社）東京
建設業協会
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8 新入社員半年フォロー研修会
入社半年を迎えた社員を対象に先輩社員の話を参考に、自分自身を見つめ直
す機会として研修会を2日間実施

10月
有（東京土木
施工管理技士
会）

会員企業 125人 750,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

1
かながわ建設フェスタ in 日
本大通り

神奈川県との共催により、主に小学生を対象に、「はたらくくるま」である
建設重機の展示や体験試乗、体験操作などを実施し、また、災害時における
建設業者の活躍などの紹介を通して、建設業に親しみを持ってもらうととも
に、地域における建設業の役割を広く理解してもらい、そのイメージアップ
を図ることを目的として開催。

11月
有（神奈川
県）

主に小学生 8,000名 3,000,000 助成金（振興基金） 協力者の確保、各種申請

2 かながわ建設ガイダンスセミ
ナー

県内工業高校生に対して、建設現場の魅力や地域建設業界の現状等をわかり
やすく説明することにより、建設業の社会的役割・重要性を理解してもらう
とともに、生徒の進路選択に役立ててもらうことを目的に実施。

7月
有（神奈川県
建設産業団体
連絡協議会）

県内建設系学科
のある工業高校
（６校）２年生
及び教員・保護
者

400名 1,500,000
助成金（振興基金）（労働
局）

出演者選び。各校の日程調整、送迎バスの手配、会場の手配等、調
整事項に時間を要す。保護者の参加数が少ない。

3 工業高校生「職業体験学習」
建設系学科の生徒に対し、富士教育訓練センターによる「安全衛生教育（土
木）」「建築基礎技術」を実施。普段のの専門的知識を学び、建設業の実態
を知ることを目的に実施。

7月～8月 無
県内建設系学科
のある工業高校
６校の生徒

建築17人
土木33人

2,500,000
助成金（振興基金）（労働
局）

4 大学・専門学校及び建設工芸
専門部との懇談会

大学・専門学校の進路指導担当者及び工業高校の教諭と学生・生徒の進路動
向などについて意見交換を行い、建設業への入職を促進した。

8月 無

進路指導対象
者、教諭、会員
事業所採用担当
者

延べ71名 100,000 助成金（労働局） 売り手市場も影響し大学側の参加が減っている。

5 工業高校生等現場見学会
工業高校建設科等を対象に、実際の工事現場を肌で感じてもらい、建設業へ
の理解を深める。（学校単位で実施）

6月～2月 無

県内建設系学科
のある工業高校
６校の生徒・教
諭

230人 1,000,000
助成金（振興基金）（労働
局）

大手企業が実施する現場見学会の影響があり、利用件数が減ってい
る。

6 １級・２級　土木施工管理技
士　実地試験対策講座

施工経験記述及び選択問題の対策講座を実施 8月～9月
有（神奈川県
土木施工管理
技士会）

１級２級土木施
工管理技術検定
を受験する会員
企業社員

延べ71名 800,000 助成金（保証会社）

7 １級建築施工管理技士　実地
試験対策講座

施工経験記述の対策講座を実施 8月～9月 無

１級建築施工管
理技術検定を受
験する会員企業
社員

15名 300,000 助成金（保証会社）

8 県内大学（１校）地元建設業
界ガイダンスセミナー

協会側は若年者の入職促進、大学側は建設業界への就職にあたって、より地
域の建設業を補足することを目的に、県建設業界の魅力やまちづくり及び、
会員企業社員より建設業界の仕事について説明した。また、会員企業より募
集した企業案内を配布した。

11月 無 主に大学３年生 5名 100,000
助成金（振興基金）（労働
局）

参加者数が想定より下回った。

9 新入社員研修会

新入社員を対象として、建設業の役割・重要性及び社会的使命を理解させる
とともに、社会人としての心構えや基本的なマナー、コミュニケーション能
力を習得させることにより、建設産業人としての育成・職場定着を図ること
を目的に実施。

4月（3日
間）

有（神奈川県
建設産業団体
連絡協議会、
保証会社）

会員企業新入社
員

35社84名 2,000,000
助成金（振興基金）（労働
局）

全員が収まる会場が取れないため、２グループに分けて実施。

10 中途入職者研修会
技術者を中心とした中途入職者を対象に、技術者に必要なスキルの習得やコ
ミュニケーション能力の学習を通じ、人材確保及び育成を目的に実施。

5月（2日
間）

有（神奈川県
土木施工管理
技士会、神奈
川県建設産業
団体連絡協議
会）

技術者を中心と
した中途入職社
員（入社10年以
内）

11社25名 1,000,000 なし 学習テーマ及び講師選び

11 若手社員フォローアップ研修
会

技術者を中心とした若手社員を対象に、技術者に必要なスキルの習得や災害
防止やコミュニケーションを学ぶことで、若年労働者の確保や育成を目的に
実施。

7月（2日
間）

有（神奈川県
土木施工管理
技士会、神奈
川県建設産業
団体連絡協議
会、保証会
社）

技術者を中心と
した若手社員
（入社10年以
内）

18社35名 1,000,000 助成金（労働局） 学習テーマ及び講師選び

1 教員を対象とした現場実務研
修の実施

大学卒業後、建設現場を経験せずに教員になった先生方を対象に、建設現場
の各専門工事業を体験し、実践教育に役立てていただく。

８月
有
県教育委員会

建設課程の教師 １2人 168,600
自己資金及び国の助成金で
対応

・参加教師が少ないので県の教育委員会へ依頼し参加督励をしてい
る。　　　　　　　　・研修科目が５項目しか設定してないため
もっと増やしたい。

2 現場見学会の実施
学校の学習では得られない、専門分野・最先端の技術を見学することによ
り、建設業への理解を深め進路の方向性を培う。

６月～２月
有
国土交通省

建設課程の高校
生

641人 2,690,480 上記に同じ
・受入現場の減少
・リニア中央新幹線の工事現場を見学したいが受け入れてもらえな
い。

（一社）山梨
県建設業協会

（一社）神奈
川県建設業協
会
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3 現場実習（インターンシッ
プ）の実施

建設現場を理解してもらうには、実際に技能・技術を体験し、造る喜びを感
じてもらうことが大事であるため、会員企業に依頼し実施。

７月～８月 有　会員企業
建設課程の高校
生

１39人 1,066,700 上記に同じ
・発注工事の減少により受入現場の減少
・１年生の実施は学力不足から指導に苦労する

4 高校生職業体験学習の実施
体験学習を通じて、専門知識を身につけ、将来の進路に適した職業観をはぐ
くむ。

７月～８月 無
建設課程の高校
生

63人 2,951,086 上記に同じ
・参加を希望する生徒は多数であるが、委託先である富士教育訓練
センターの定数が少ない。

5 施工管理技術検定への支援
在学中に２級施工管理士の学科を取得することにより、建設業への就職を有
利にし、入職への意欲を喚起し、合格率の向上を目指す。

6月～11月
有　県の委託
事業

建設課程の高校
生

194人 3,139,182
自己資金及び国の助成金で
対応、県の委託費

・試験問題が難しく、合格率が低迷しているため、受験前講習会を
県の委託事業として実施している。

6 新入社員研修及びフォロー
アップ研修の実施

建設業の将来の担い手確保や資質の向上ならびに、社会人・企業人としての
認識と組織人としての自覚をうながす。

4月・11月 無 新規入職者 ５8人 2,804,624
自己資金及び国の助成金で
対応

・概ね好評のため、参加人員を増やしたい。

1 新入社員研修会の開催
県協会会員の新入社員を対象として、新入社員の育成・定着を目的として実
施

4月
東日本建設業
保証㈱

会員企業 140名 2,900,000 助成金（労働局）

・100人以上の研修はスタッフの人数等で厳しいため、Ｈ26年度か
ら2回に分けて実施。
・労働局助成金の講習会等の講師謝金の基準が1団体30万円はかな
り厳しい。よって、新入社員研修会経費を訓練施設に委託し、委託
費として支出。

2 インターンシップ・デュアル
システムの実施

建設系高校生を対象に建設産業について理解を深めてもらうために、学校教
育の一環としての建設現場における就業体験及び実習

7月～10月 有（県） 高校生 130名 1,250,000 助成金（労働局）

・県（高等学校教育課）から全学校の希望を取りまとめていただけ
ると助かります。取りまとめは建設系のみ。企業の受入体制はでき
ている。
・受入企業と委託契約を結び、委託費として受入企業へ委託費とし
て配賦。

3 広報活動
若年者・女性が建設業に抱くイメージの向上を図るため、建設業の役割や魅
力を伝えるPR動画を、JR電車、新潟大学の学生食堂で放映することで、若年
者や女性が建設産業への関心を持つきっかけとし、人材確保へとつなげる。

1月～3月 無 若年層 1,100,000 県補助金

・若年者・女性が建設業に抱くイメージの向上を図るため、建設業
の魅力を伝えるPR動画の広告配信を行うことにより、若年者や女性
が建設業に対する関心を高め、入職を促進する。
・事業費の確保（県行財政改革行動計画に基づき補助金見直し（予
定））

4 ラジオ広報
入社1～3年次の若手社員から、建設業に従事する若手社員の情熱や、やりが
い、満足度などを伝えるとともに、建設業の仕事を深掘りする内容でのラジ
オ広報

12月～3月 無 若年層 18名 2,000,000 助成金（福祉共済団）
・聞き逃した方へも放送した音源とその取材した映像をYouTubeで
見られるようにするなど、より多くの方へ視聴してもらえるように
している。

5
現場見学会（小学生・高校
生）

社会資本整備の重要性とその使命等について理解を深めてもらうために実施 9月～11月

有（整備局・
県・市・北陸
地域づくり協
会）

新潟県内小学
校・高等学校

小学校10校
高校　4校

1,300,000 助成金（労働局）

・当日は、現場見学だけでなく、建設業に興味を持ってもらえるよ
う、建設業のＤＶＤを鑑賞する座学も行程の中に入れている。
・高校生の現場見学会は、最寄支部が中心となり、学校側との打合
せ等行っている。

6 ポスターの作成・配布
「建設写真コンテスト」の優秀作品を活用し、若年労働者の入職促進のため
のイメージアップポスターを作成し、中学校・高等学校・大学・市町村・公
共職業安定所・関連団体・会員等に配布

11月～12月 無
学校関係・国・
県・市町村・会
員等

1,050枚 350,000 助成金（労働局） ・協会会員企業分は、直接印刷会社から発送。

7 就職合同説明会開催 建設企業のみによる就職合同説明会 3月 無 学生 2,700,000 助成金（労働局） ・会員企業が合同で説明会等を開催予定。

8 出前講座の実施 県内の中・高校生を対象とし、出前講座を実施 5月～2月
有（県・コン
サルタンツ協
会・測量）

中・高校生
中学校20校
高校　2校

400,000 助成金（労働局）

・本格的にH29年度から実施。出先地域整備部との意見交換会を実
施後、連絡体制がスムーズになった。
・中学校は女性部会、高等学校は青年部会が中心となり活動してい
る。
・急な飛び込み依頼があると、日程調整が難しい。

9 フォローアップ研修事業 入社1～3年次の若年建設業従事者を対象に実施 1月 無 会員企業 112名 900,000 助成金（労働局）
・労働局助成金の講習会等の講師謝金の基準が1団体30万円はかな
り厳しい。よって、経費を訓練施設に委託し、委託費として支出。

（一社）新潟
県建設業協会
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10 建設従事者の雇用等動向調査
の実施

県協会会員事業所の雇用状況等、建設業の構造改善への取組み、若年建設従
事者の雇用状況、新分野・新市場への進出状況等についての調査

1月～3月 無 会員企業 413社 2,370,000 助成金（労働局） ・回収率の向上及び誤記入のチェック、訂正依頼に時間がかかる。

11 教育関係機関との入職対策懇
談会の開催

教育関係者に建設業界の現状等を理解していただくとともに、人材の確保と
定着等の諸問題について意見交換を行うことにより、新規学卒者の建設業界
への入職の促進を図る

1月
有（整備局・
県・労働局）

教諭 30名 100,000 助成金（労働局）
・教育関係等の意見交換会を開催することにより、高校生の就職状
況や生徒・保護者の意識等、情報交換が出来る場としてとても重要
である。

12
技術・技能資格取得促進事業
（土木・建設基礎訓練コー
ス）

若年技能労働者を対象として、現場の作業主任者として活躍することによ
り、仕事のモチベーションを高め、定着促進を図る

5月～6月 無 会員企業 24名 5,000,000
助成金等（労働局・県・保
証会社）

・事業費の確保
・中小以外の建設事業主は、企業の負担あり

1 現場見学会
県内の建設系学科高校８校の生徒を対象に会員企業の施工する現場を延９回
にわたり見学会を実施

R1.5月～11
月

無
建設系学科高校
生1～3年生

276 676,823 助成金（労働局） 高校等での実施予定日と適切な現場（工種、日程等）の調整を合わ
せる事が難しい

2 現場実習
県内の建設系学科高校11校の生徒を対象に会員企業の施工する現場を延15回
にわたり現場実習を実施

R1.5月～12
月

無
建設系学科高校
生2～3年生

444 1,415,083 助成金（労働局） 同上

3 インターンシップの実施
就職活動開始前の県内の建設系学科高校2校の生徒を対象に土木6名、建築8
名を会員企業10社で受入れ、それぞれ現場の作業を体験した

R1.7月～8
月

無
建設系学科（土
木建築）2年生

14 235,023 助成金（労働局） 同上

4
2級土木・建築施工管理技士試
験（学科）受験準備講習会及
び試験会場への送迎

県内の建設系学科高校の生徒を対象に2級土木（3回3校40名）、2級建築（2
回3校42名）受験準備講習会を実施。また、バス等手配し、試験当日の会場
への受験者の送迎を行った。

R1.8月、11
月

県(建設部)
建設系学科高校
生3年生

98 1,212,304 助成金（保証会社）
開催年度により参加者数、合格率の上下あり。当準備講習会の受講
だけではなく学校での授業カリキュラムへの取入れが必要。受講者
の増加等、経費の増加への対応及び講師の確保

5 会員企業対象新規学卒者採用
状況実態調査の実施

会員企業を対象に新規学卒者採用状況調査を実施（退職状況についても調
査。平成11年度より実施）

毎年4月 無 会員企業 486 86,400 助成金（労働局） 回答率（毎年80％程度）の向上。90％以上を目指したい。

6 TVコマーシャル放映
昨年度製作したTVコマーシャル(15秒）を高校生等が視聴できるよう8月（夏
休み）に放映（地上波、延20回）

R1.8月 無 中学生、高校
生、保護者他

- 324,000 助成金（福祉共済団） 予算の都合上、過去撮影した素材を再使用。

7 TVコマーシャルの県内ケーブ
ルTV局での放映

TVコマーシャルを県内ケーブルTV局（15局）において、高校生等が視聴する
と思われる夏の高校野球地区予選番組に合わせ放映した。（延223回）

R1.8月 無 中学生、高校
生、保護者他

- 324,000 助成金（福祉共済団） 予算の都合上、年間通じての放映にできず。

8 建設業で働く女性のための基
礎知識セミナー

会員企業の女性社員（技術系、事務系）を対象に産休、育休制度の他、女性
にとって働きやすい業界、会社について講義、討議を行うとともに女性同士
の交流を図る。

R1.11.30 無 会員企業の女性
社員

72 331,190 助成金（労働局） 助成として働くために必要な知識が得られ、同じ業界で働く他社の
女性との交流が図れる等参加者には大変好評である。

9
建設業で働く女性のインタ
ビュー集冊子「建設女子」の
制作

女性部会ホームページに定期的に掲載している建設業で働く女性のインタ
ビュー26名分について、冊子にし配布することによってよりＰＲしやすくし
た。（5000部製作）

R1.10月 無 中学生、高校
生、保護者他

- 677,600 助成金（福祉共済団） 配布先の選定

10 女性の活躍に関するwebページ
の更新

当協会女性部会のHPを昨年度開設、本年度の女性部会の活動報告、建設業で
働く女性の紹介等を随時更新しPRに努めた。

H31.4～
R2.3

無

県内建設業に従
事する女性等、
中学生、高校生
他

- 130,800 助成金（福祉共済団） HPの存在をPRする方法

11
青年の活躍に関するWebページ
の開設

青年部会の活動をPRするため、青年部会専用のホームページ（長建ヤングマ
ン）の内容を随時更新し建設業で働く若者のの紹介、青年部の活動報告、コ
ラム等を随時更新し、広くPRを行った。 H31.4～

R2.3
無

中学生、高校生
及びその保護者
他

- 385,000 助成金（福祉共済団） HPの存在をPRする方法

（一社）長野
県建設業協会
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12 新入社員研修
会員企業の新入社員（入社3年以内）を対象に2泊3日の新入社員研修を実
施。

R1.6.3～5 無 新規入職者 102 3,235,960 助成金（労働局） 記受講者に対するフォローアップ研修の実施

13 長野高専女子生徒との意見交
換会

長野工業高等専門学校女子生徒(環境都市工学科3年生）との意見交換会を開
催し、地元建設企業で働く女性技術者(女性部会役員）の職務等について紹
介、PRを行った。

R1.10.30 無 高専生徒 7 0 - より多くの生徒の参加を希望する

14 信州のトンネル・峠カードの
作成

ダムカード・橋カードに倣い、長野県内各地のトンネル・峠をカードにし、
建設業の将来の担い手確保の一つとして高校生、小中学生にトンネル、峠を
訪ねてもらい、カードを収集し、土木・建設の魅力をＰＲする。（県内道の
駅。建設事務所等でカード配布）また、11月16日に開催する「土木の日」イ
ベントにおいて来場した小中学生に配布した。

R1.10月 無
小・中学生及び
その保護者他

- 935,000 助成金（福祉共済団） 続編の発行ができれば良い。

15 「土木の日」のポスター制作
と配布

土木学会が「土木の日」として定めている11月18日に合わせ市内のデザイン
専門学校生徒からデザインを募集。優れた作品についてポスターを制作し会
員企業に配布する。また11月16日にイベントを開催し、広く一般に建設業の
魅力を発信する。（1000枚製作）

R1.11月 無 会員企業 - 1,011,450 助成金（福祉共済団） 例年作成できれば良い。

1
工業系高等学校教員との意見
交換会

若年者（工業系高等学校に通う生徒）の地元建設産業への就職を促進し、教
員、企業間相互理解を深めるため、「魅力ある建設業界に変わるために」～
求める人材と若年技術者育成～をテーマに意見交換を実施。

8月 有
県内工業系高校
の教員及び当協
会労働委員

27 150,000 岐阜県（補助金）

・「土木系」、「建築系」とグル－プを分け実施し、それぞれの分
野でより具体的な話し合いの場となった。しかし、限られた時間
（60分）では短く、1日にかけて開催するなど今後の課題である。
・入社3年目までの離職率が高いことは従来よりいわれており、本
意見交換会では、送り出し側である教員と受入側である企業側との
「仕事」（=給与をいただくこと、生活をしていくこと）の考え方
のミスマッチを防ぎ、それを全県下に水平展開するとともに県内就
職を増やし「地域は地域で守る」という地元建設業の役割をPRして
いく必要がある。

2
現場見学会の実施
（高校生対象）

建設現場の最先端技術（ICT建機、ドロ－ン測量など）に接し、生徒一人一
人に土木建築に対する意識の向上に役立てるとともに地元建設企業への就職
を促進するために実施。

6月～2月 無
県内工業系高校
等（普通高校も
含む）

500 3,000,000

岐阜県（補助金）
労働省（助成金）
振興基金（助成金）
東日本（助成金）

・従来より見学をさせていただく「建築現場」が少ないことは言わ
れているが幸いにも、当県では岐阜県庁舎の建替えををはじめ近隣
の市（岐阜市、各務原市、羽島市）などでも新庁舎への建替え工事
が進んでおり生徒にも大きな現場を見学していただいているが、本
工事が終了したあとの対応を心配している。・学校でも「土木専
攻」をする生徒が減ってきており（建築専攻は増加）、特に「土
木」に興味を持ってもらえるような現場見学を増やしていきたい。
・工業系の学校のみではなく、普通高校にも就職希望者がいるた
め、1校での開催は難しいところもあるが、近隣の学校の生徒を合
わせての現場見学会ができないか検討する時期にある。
・生徒の現場見学会に保護者も参加していただくことも建設業のイ
メージを変える良い機会だと考える。（既に実施している学校もあ
り）

3 現場見学会の実施
（女性対象）

建設現場を見学することや建設業の仕事を体験していただくことにより、将
来的な建設産業への入職を促進するために実施。

8月 無
県内在住の高校
生以上の女性

20 300,000 岐阜県（補助金）

・建設業に少しでも興味を持っている方が参加していることから、
魅力ある現場見学にすることが課題である。

・参加者自らが、進んで参加したくなるような現場見学・現場での
体験を考え実施していかなければならない。（事務局の課題とし

て）

4 現場見学会の実施（工業系教
員）

教員の方が日頃見ることが少ない建設現場を見学することにより、学校の授
業に活用していただくことを目的に実施。

8月 無
県内工業系高校
の教員

25 150,000 岐阜県（補助金）
・土木現場と建築現場の両方をみていただく必要がある。（時間の
関係から毎年1現場としている）

5 高校生対象の資格取得研修 高校生が学校在学中に建設系の資格を取得する受講料の一部補助を行う。 随時 有 県内工業系高校 100 1,100,000 東日本（助成金）
・資格取得を積極的に行っていただくよう協会より各工業系高校へ
の働きかけが必要となる。（現在は、限定された学校のみで実施し
ている。）

（一社）岐阜
県建設業協会
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6 OBサポ－タ－交流会・研修会

県内工業系高校等のOB（入社5年目までを目途とした技術者）による各学校
への「就職相談」、「出張講座」、「インターンシップ事業」等の就職サポ
－ト事業を実施する。又、効果的なサポート活動を展開するために、OBサポ
－タ－と工業系教員による交流会を開催する。

1月 無

岐建協が任命し
たOBサポ－タ－
（25名）及び工
業系高校教員

30 300,000 岐阜県（補助金）

・OBサポ－タ－も、年齢層に幅があり（10代～40代）いろいろな世
代の考えを聞くことができ、交流会については、大変意義あるもの
になっている。（仕事に対する世代間の考え方の違いなどがわか
る。）　　　　　　　　　　　　　　　　・女性の技術者もOBサポ
－タ－として活躍をしていただきたい。　・時期的に1月に開催し
ているが、この時期は現場が忙しく、なるべく業界の閑散期といわ
れる「春から夏」にかけての実施に向け教員の方々と調整をしてい
る。
・研修会を今年度は「現場見学会」を実施したが、参加者が現場で
活躍されている方達であることから、真剣に発注者、受注者の話を
聞いていただき、質問も多く大変意義あるものとなった。
（今後も「現場見学会」を中心に研修会の取組みとして考えていき
たい。）

7

高校生以上を対象とした「イ
ンタ－ンシップ受入事業」及
び小・中学生に対する「出前
講座」

将来の就職先として、建設業が選択される機会を作るため、当協会会員企業
において高校生以上を対象とした生徒の受入れを行うとしもに、会員企業が
地域の学校（主として、小・中学校）に対し、出前による建設業の体験学習
を行うことにより、建設業への理解を深めていたたくことを目的に開催す
る。

随時 無
地元の小・中学
校

200 ー ー

・インターンシップ事業については、学校側からも喜ばれている。
・受入れ生徒が建設業界に魅力を感じ、自分の将来を託せる産業で
あることを理解し、入職に繋がる会社が増えることを期待してい
る。（厚生労働省でもインターンシップ事業に関する助成金制度を
設けられているが、もう少し業界や各企業が使いやすい制度設計を
お願いしたい。）　　・出前講座については、小さなころから建設
業に触れる良い機会であり当会の他、県においても実施されてい
る。　建設業の魅力を伝えること」=「安全な仕事」=「恰好良い仕
事」=「休みがとれる仕事」をPRすることは、とても難しく、これ
からは、県のみではなく市町村の教育委員会の方々ともより良い関
係性を構築（岐阜県内でのコンソーシアムの構築）し、興味を持た
せる資料の作成や講座の内容等を検討する必要がある。

1 新入社員研修
静岡県建設業協会会員企業及び静岡県建設産業団体連合会会員団体の企業の新
入社員を対象に、社会人、企業人としての自覚を促し、建設業の基礎的素養を身に
付けさせる。

4月 無 新規入職者 116人 569
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）
助成金（振興基金）

会員企業からの一定の需要はあるが、各種助成金を受けても経費負担が
大きい。

2 静岡どぼくらぶバッジの作成
建設業界の理解を深め、人材確保につなげることを目的に、静岡県と協力し、「静岡
どぼくらぶ」のバッジを作成し、会員企業等へ配付した。

6～8月 無 小学生
1,000個×2種
類作成

18 自前予算（会費収入）

3 工業高校向け建設業経理事務
士特別研修（４級）

（一財）建設業振興基金が建設業界の人材育成・若年入職促進策の一環として実施
する工業高校向け建設業経理事務士特別研修の開催について協力した。

7月
有（(一財)建設
業振興基金）

高校生 4級　13人 11 助成金（振興基金）
受講者負担（受講料）がかかる為、学校単位での希望者が限られてしまう
場合がある。

4 静岡県専門高校生サマー体験
学習

工業・農業高校の３年生を対象に小型移動式クレーン資格取得を目的に体験学習
を実施。

7～8月 無 高校3年生 37人 123
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）
助成金（振興基金）

学校側からは参加者枠増大の要望があるが、経費負担増が厳しく対応で
きない。また、開催時期について、学校側と検討する必要がある。

5 親子現場見学会
地区建設業協会が地元の小中学生以下の子ども達とその保護者を対象として実
施。

7～11月 無
小中学生、保護者
ほか

461人 122
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）
助成金（振興基金）

参加者の興味をひくためか、現場見学のほかに、観光も組み入れられて
おり、遊びの要素が強い。

6 現場実習（インターンシップ）
入職促進事業の一環として、地区建設業協会と高校が連携し、高校生に対して現場
実習を実施。

7～11月 無 高校2年生 延べ669人 145
自前予算（会費収入）
助成金（振興基金）

現場実習を受けた生徒のうち、建設業に入職する割合がどのくらいなの
か把握できない状況にある。

7 建設論文
県内の公私立高等学校、技術専門校等在校生を対象に建設論文を募集・審査し、
入選者に表彰を行う

7～1月 無 高校生ほか 325作品 64 自前予算（会費収入）
論文テーマの選考に難航する
高校生の文章力が全体的に低下しているため先生が論文の指導をしてく
れる学校が入選しやすい傾向にある。

8
県立工業・農業高等学校(土木・
建築系)進路状況等アンケート調
査

県内の専門高等学校における卒業生の進路状況を把握し、将来にわたる建設業の
担い手確保の参考資料とする。

8～9月 無
土木系・建築系の
学科を有する工業
高校・農業高校

回答10校 0

（一社）静岡
県建設業協会
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9 建設業若年労働者等人材確保
アンケート調査

会員企業における人材確保等に関する現状を把握し、今後の労務関連事業の参考
資料とする。

8～10月 無 会員企業 回答147社 0 小規模企業からの回収率の向上

10 「静岡どぼくらぶ」講座
小学生の児童に対して建設業の仕事について理解してもらい、建設業への入職を促
進するため、静岡県と連携して実施。

8～9月

有（静岡県建設
産業担い手確
保・育成対策支
援コンソーシア
ム）

小学生 146人 0 静岡県予算

11 第6回建設若者塾
建設業界に入職して概ね5年以内の若者の職業観・就労意識の形成・向上を図ると
ともに、若者同士の交流・ネットワークづくりを促進させ、ひいては離職防止を目的に
開催。

9月

有（中部圏建設
担い手確保育
成ネットワーク
協議会）

技術・技能者 4人 12 自前予算（会費収入）
助成金（保証会社）

会場が名古屋で宿泊を伴う研修となる為、参加者が集まりにくい。

12 新入社員等フォローアップ研修
静岡県建設業協会会員企業及び静岡県建設産業団体連合会会員団体の企業にお
いて、入社から半年あるいは１年を経過した社員を対象に、建設業界の理解と業界
人、社会人としての自覚・心構えを持たせる。

11月 無
新入社員研修参
加者及び入社後
半年～１年経過者

85人 178
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）
助成金（振興基金）

会員企業からの一定の需要はあるが、各種助成金を受けても経費負担が
大きい。

13 専門高校教諭と建設業協会との
意見交換会

県内の土木系・建築系の学科を有する工業・農業高校１０校の教諭と意見交換会を
実施

11月 無 教諭 27人 0

14 就職前準備研修
新たに建設産業人となるフレッシュマンを対象に、社会人・企業人の素養としての心
構えや礼儀作法などを身につけ、社会及び企業を担う組織行動力や連帯意識と建
設産業での果たす役割や取組方法などの思考を高める。

3月 無 就職内定者 27人(予定) 18 助成金（保証会社） 対象者が入社前のため、拘束力が無く会員企業は二の足を踏んでいる。

1 ラジオによる広報活動
建設業の大切さ・重要性や社会貢献等を一般市民の皆さんへわかりやすくお
伝えし、より身近な職業として業界全体のイメージアップに繋げる。

通年
（毎週土曜
日　　5分
間）

無
（CBCラジオ）

一般市民 リスナー 2,200,000
助成金
(建設業福祉共済団)

出演者の人選・話題の選定が難しい。

2 新入社員研修会
会員企業へ今年入職した社員を対象に、新社会人として建設産業で働く上で
の意義や心構えについて、演習等を通じて、より実践的・具体的に仕事の進
め方の基本や知識を習得してもらう。

4月 無
会員・地区会員
の新規入職者

102名 1,100,000
会費徴収
助成金（労働局）(東日本
建設業保証)

学生から社会人としての意識の切り替え機会として、参加企業から
も好評である。

3 若手社員フォロー研修会
会員企業に就職して数年を経過した若手社員を対象に、現場管理技術のレベ
ルアップを図る。

5月 無
会員・地区会員
の３～５年在職
者

31名 600,000
会費徴収
助成金（労働局）

参加企業からも好評である。

4 建設系高校生現場見学会
施工中の建設現場を見学することにより、建設技術者・技能者の実務を見て
もらい、建設業に対するより具体的なイメージ作りに役立ててもらい、入職
促進に繋げる。

6～12月
会員企業の土
木・建築現場

県内建設系工業
高校　高校生

9校
441名

2,200,000
会費徴収
助成金（労働局）(東日本
建設業保証)

受け入れ時期・現場の状況・日程調整等が非常に煩雑である。　し
かしながら、非常に効果的な事業であるので継続していきたい。
近年、学生の見学態度に苦慮する場面が増えたことが気になる。

5 建設系高校生対象出前授業
経験豊富な会員企業の社員による授業や技能実習（左官・造園）を通じて、
建設業の社会的な役割・魅力・やりがいをより身近に体験する。

9～1月

会員企業・左
官業協同組
合・地元造園
企業

県内建設系工業
高校　　　１、2
年生

3校
延360名

1,250,000
助成金（労働局）(東日本
建設業保証)

建設業の継続的な人材確保の観点から、建設業の社会的な役割・重
要性や業種としての「存在意義」、それに対する「達成感」を若者
に実習体験も踏まえて、伝えることは非常に重要と考える。　今後
は、講師の発掘・育成も重要と考える。

6 建設系高校生対象インターン
シップ

夏休み期間中に地元建設会社にて実際の職業体験をする。
7～8月
（夏休み
中）

高校近傍の地
元建設企業

県内建設系工業
高校　　　２年
生

受入企業
22社

高校4校
49名

1,150,000 助成金(東日本建設業保証)
実施する建設系工業高校の近くに受け入れ可能な企業が少ないの
で、マッチングに苦慮している。

7
建設系高校生対象作文・ポス
ターの募集・表彰

建設系高等学校・専門学校生からみた建設業の魅力や感想等を表現した作文
やポスターを募集して、広くこれらを一般に紹介することによって建設業の
イメージアップに繋げ、建設業への入職促進を図る。

7～8月
（夏休み
中）

有
（愛知県建設
人材確保・育
成推進協議
会）

県内建設系工業
高校　及び専門
学校生

ﾎﾟｽﾀｰ　48点
作文　27点

120,000
助成金（労働局）(建設業
福祉共済団)

近年、作文・ポスターともレベルアップしてきている。　今後も継
続して、学生の業界に対する意識の醸成に努めたい。ポスター優秀
作品を掲示用大判ポスター化して、いろいろなイベントに掲示した
り、会員企業等に配布して各社ロビーや現場事務所等に掲示して頂
き、建設業のPR活動に役立てて頂いている。

（一社）愛知
県建設業協会
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8 建設系高校生教育研修会
安衛法の法令学習と小型移動式クレーン技能講習を通じて、実践的な体験学
習をする。

8月
(夏休み中)

富士教育訓練
センター

県内建設系工業
高校　　　３年
生

25名 1,700,000
会費徴収　助成金（労働
局）

希望学生が多いので、学校間で参加者の調整をお願いしている。

9 建設技術フェアへの出展
当協会として「学生ひろば」にブースを開設し、学生（高校生・専門学校
生・大学生）や一般市民の皆さんに地元建設企業の紹介・PRに努める。

10月

有
（主催：中部
地方整備局
他）

当協会土木委員
会

来場者
240名

（1高校含
む）

100,000 協会実費
学生の皆さんにとって、建設業界や地元建設企業を知る良い機会で
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　今後も継続参加したい。

10 建設産業雇用改善推進大会
の開催

建設労働者の雇用の改善について、建設事業主を始め関係者の理解と関心を
深め、雇用改善の一層の推進を図るとともに、建設系高校生及び専門学校生
からの建設業への思いを込めた作文・ポスターの表彰も行い、入職促進に努
める。

11月

有
（愛知県建設
人材確保・育
成推進協議
会）

大臣表彰受賞者
作文・ポスター
表彰　　受賞者
会員企業

105名 700,000
助成金
（建設業福祉共済団）

講演の内容選定に苦慮している。（講師選定時の事前確認が難し
い）

11 建設業女性就業者座談会の
開催

会員企業や地元専門工事企業で活躍している女性の技術者や技能者の方々に
参加して頂き、実際の建設現場（職場）で女性が快適に働ける環境に対して
の現状と今後の取組みについて座談会を開催し、女性の入職・定着に努め
る。

2月

有
（建通新聞
社）
（中部地方整
備局）

会員企業及び専
門工事企業の女
性社員

女性社員
6名

400,000
助成金（労働局）(建設業
福祉共済団)

出来るだけ初参加の方々を集めて、年齢も新入社員からベテランの
方々に参加して頂き、いろいろな立場（職種）・視点・経験からご
意見を聞くというスタイルにした。　昨年も好評であった。　　司
会を外注にしたため、費用が増大した。

12 合同企業説明会の開催
地元会員企業の将来を担う人材を確保するための出会いの場として、建設系
学生（文系も含む）を対象に企業説明会を開催する。

3月
有
（愛知労働
局）

会員企業
（未定）
昨年実績
414名

2,300,000
(予定)

助成金（労働局）　(建設
業福祉共済団)

本年は、会員企業48社にて開催予定。　参加申込み企業は多いが、
参加学生が年々、減少していることが懸念事項です。

1 現場見学会 施工中の現場の見学会を行い、実際に働いている技能者の仕事を見てもらう 10月～12月 無

建設学科設置工
業高校1・2・3年
生高
等専門学校4年生
普通科高校1・2
年生

12校
369名

2,200,000
自前予算（会費）
助成金（振興基金）
助成金（保証会社）

建設現場見学会実施時期における施工中の現場が年々少なくなって
きている。

2 インターンシップの実施 就職活動開始前の高校２年生を対象に企業の体験入職の実施
7月～8月
11月

無
建設学科設置工
業高校2年生

3校、70名 320,000
助成金（振興基金）
助成金（保証会社）

インターンシップを受けた生徒が、受入企業に入職する割合が低
い。

3 3・4級建設業経理事務士特別
研修

建設業の会計に関する資格取得の実施
4月、7月
8月、12月

有（建設業振
興基金）

建設学科設置工
業高校1・2・3年
生

3校、202名 2,000,000
自前予算（会費）
助成金（保証会社）

土木学科設置高校からの研修依頼がほとんどない。

4 安全衛生教育（就業体験学
習）

夏休み期間を利用した資格習得の実施 8月 無
建設学科設置工
業高校3年生

1校、12名 1,250,000
自前予算（会費）
助成金（保証会社）

希望者が少ない。

5 建設若者塾
建設業界に入職して概ね5年以内の若者の職業観・就労意識の形成・向上を
図るとともに、若者同士の交流・ネットワークづくりを促進させ、ひいては
離職防止を目的に開催

9月
有（愛知・岐
阜・静岡建設
業協会）

技術・技能者 11名 1,000,000 自前予算（会費）

6 新規入職者研修
会員企業に入職した若者が一同に集まり、建設業について職業観や就労意識
の形成・向上を図ると共にコミュニケーションの向上を図り、建設業への定
着をうながすことを目的に新規入職者研修会を開催

5月 無 新入社員 38名 1,500,000
自前予算（会費）
助成金（保証会社）

7 建設業就職者内定者研修
建設業界に就職内定された高校生を対象に、社会人としての心構えや建設業
界のしくみなどをわかりやすく説明し、就職前の不安を解消する研修会を開
催

3月 無 内定者 30名 300,000
自前予算（会費）
助成金（労働局）

8 工業高校教諭との意見交換会
工業高校の教諭を集めて意見交換会を開催し、建設業の魅力や役割について
生徒にどのように指導するか、就職についてなどの情報共有を行う

3月 無
建設学科設置工
業高校教諭

9名 60,000
自前予算（会費）
助成金（労働局）

就職への情報共有を行っているが、建設業界へ就職者が少ない。

1 合同社員研修会
新規入職者や若手社員を対象とした1泊2日の研修会。社会人の心構え、ビジ
ネスマナー、接遇等を学ぶほか、協会青年部から講師を派遣。

4月 無
会員企業の新入
社員等

102人 160万円 助成金（労働局）

（一社）三重
県建設業協会

（一社）富山
県建設業協会
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2 協会HP「私たちのメッセー
ジ」の更新

会員企業の若手・中堅技術者に対するインタビュー記事等の掲載（協会HP） 5月 無 10万円 助成金（労働局） 対象者の選定、取材のタイミング

3 高校生の現場見学会 県内高校　建設系学科（4校6学科）の生徒を対象とした現場見学会 5月～10月 無
県内建設系学科
の高校生

220人 130万円 助成金（労働局）
現場見学に適した現場の確保。
大型公共工事が少なく、生徒（40名）を受け入れられる現場がな
い。

4 建設業資格取得支援講座
技術検定試験（1、2級土木・建築施工管理技士）の受験対策のための短期集
中型講座を開催

5～11月（7
回）

無 会員企業在職者 約200名 700万円 助成金（労働局） 合格率の向上。

5 小学生・中高生向けのリーフ
レット　増刷・配布

小学生・中高生向けに建設業の役割や必要性を伝えるためリーフレットの印
刷・配布。

7月 無
小学5年生・中学
2年生・高校2年
生

約3万人 63万円 助成金（労働局） 費用対効果がわかりにくい

6 県立大学イベント（ダヴィン
チ祭）への出展

大学が主催する一般向けの祭典において、建設業紹介ブースを出展。建設VR
体験、重機シミュレータ体験、ドローンデモ飛行、測量体験、ペーパーブ
リッジ制作、重機ラジコン等。

8月
富山県土木部
測量協会
建コン協会

一般参加者（小
中学生や保護者
が中心）

約200人 8万円
展示内容の検討
事業の効果がわかりにくい

7 雇用状況・経営実態に関する
調査

会員企業を対象に、就業者数、年代構成、入職・離職数、給与・賞与の動向
等に関する調査。

8月～2月 無 会員企業
回答

約400社
300万円 助成金（労働局）

時宜に沿った設問の検討
回収率の向上
取りまとめ・分析の手間

8 新入社員フォローアップ研修 新入社員を対象とした定着率向上や企業間交流促進のための研修を開催 9月 無
建設企業に在職
する入社1～2年
目の者

60人 40万円 助成金（労働局）

9 女性大学生を対象とした現場
見学会・意見交換会

県内建設系学科に在籍する大学生（女性）を対象とした現場見学会（女性技
術者在籍現場）

10月
受託事業（県
土木部）

富山大学　都市
デザイン学部の
女子学生

約40名 12万円 県委託費
女性技術者が在籍し、見学可能な現場の確保。
参加女子学生の確保。
開催時期の調整。

10 女性大学生を対象とした現場
見学会・意見交換会

県内建設系学科に在籍する大学生（女性）と女性技術者との意見交換会 10月
受託事業（県
土木部）

富山県立大学
環境・社会基盤
工学科の女子学
生

約40名 30万円 県委託費
意見交換に出席可能な女性技術者の確保。
参加女子学生の確保。
開催時期の調整。

11 高校生　出前講座の実施
県内高校の建設系学科（４校６学科）の生徒を対象とした出前講座。会員企
業の役員、若手技術者（高校OB）、県土木部を講師に、建設業の重要性や技
術者の役割、待遇等について説明し、就職を促す。

10～1月(4
回)

無
県内建設系学科
の高校１年生

約250人 25万円 助成金（労働局）
講師（若手技術者）の確保。
日程の調整。

12 高校生　建設系学科生徒の保
護者との懇談会

県内高校の建設系学科生徒の保護者を対象とした懇談会。協会役員、若手技
術者（高校OB）、県土木部から、建設業の重要性や技術者の仕事内容、仕事
のやりがいや環境改善等について説明し、就職を促す。

10～1月(3
回)

無
建設系学科１・
２年生の保護者
（３校）

約40人 6万円 助成金（労働局）
講師（若手技術者）の確保。
参加保護者の確保。
保護者が参加できる開催日時の調整。

13 大学主催　企業研究会への参
加

学生と企業との情報・意見交換(仕事内容や魅力、キャリアプランなど)を通
して、県内企業の魅力等を知ってもらうための説明会。
※主催は富山県立大学
※測量設計業協会、斜面防災技術協会も参加

12月(3年)
2月(1・2
年)

主催：富山県
立大学

3年　約50名
1・2年　約120名
予定

14 富山県立大学　企業経営概論
への参加（出前講座）

大学の講義で、建設技術者の仕事内容や建設業の役割・重要性を説明。
※主催は富山県立大学
※測量設計業協会、斜面防災技術協会も参加

10月
富山県立大学
環境・社会基盤
工学科の学生

約10名

15 大学との意見交換会
大学生の地元建設企業への就職に向けた意見交換会（就職状況や就職に対す
る意識、インターンシップなど）

8月、1月
(2回)

富山県立大学
環境・社会基盤
工学科の教授等
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16 研修会の実施 「若者の定着」「働き方改革」をテーマとした研修会の開催 2月 無 会員企業 50万円 助成金（労働局）

17 テレビCMの放送 建設業に働く若者が将来の夢を語るCM 2月～3月 無
就活生・その保
護者
一般視聴者

200万円 保証会社助成金
費用対効果がわかりにくい。
CM内容の更新（H26年作成）。全国共通で使えるCM素材が欲しい。
業界が伝えたい内容と、効果がある内容が合致しているのか。

18 就職直前技能向上研修
就職前の高校生を対象とし、スムーズな入職につなげるため、玉掛け、小型
移動式クレーン技能講習を受講させる

3月 無

建設系学科の高
校生で、会員企
業への入職を予
定している者

33人予定 160万円 助成金（労働局）

19 女性活躍推進研修会
女性技術者の活躍を推進するための研修会。県外企業の先進的な取組みや効
果、国交省の女性活躍に関する取組み等について説明（予定）

3月（予
定）

受託事業（県
土木部）

会員企業 50万円 県からの委託費 参加者の確保。

1 工業系高校・高専・大学等の
教諭との意見交換会

定期的に会議を設け、就職状況などの情報共有
5月、12月
3月

無 教諭 20 100,000
自前予算・助成金（労働
局）

2 現場見学会 高校生・高等専門学校生・工業大学生を対象とした現場見学 6～9月 無
高校生・高専
生・大学生・教
諭

200 1,200,000
自前予算・助成金（労働
局）・保証会社

現場の進捗状況との兼ね合い
天候

3 インターンシップ 高校生を対象とした会員企業での就業体験 7月～10月
有
各地区協会

高校生 80 30,000
自前予算・助成金（労働
局）・保証会社

受け入れたい企業と生徒数のバランス

4 高校生との意見交換会
工業系高校生と地元会員企業若手職員または各高校卒業生とのグループディ
スカッション

11月、12
月、　2月

有
各地区協会

高校生・教諭 250 50,000
自前予算・助成金（労働
局）・保証会社

5
高校生・会員企業若手職員の
富士教育訓練センターへの派
遣

就職内定者、または会員企業若手職員の資格取得及び就職前の社会人として
のマナー研修

2月
有
東日本建設業
保証㈱

高校生・会員企
業若手職員

40 2,500,000
自前予算・助成金（労働
局）・保証会社

実施の日程上寒い為、参加者の体調管理

6 機関紙、ラジオ番組での若手
職員の紹介

機関紙、ラジオ放送を用いての若手職員ＰＲ 通年 無
一般・会員企業
若手職員

12 1,000,000
自前予算・助成金（労働
局）

費用対効果がわかりづらい

7 工業系高校を対象とした優良
卒業生の表彰

会員企業に内定している工業系高校生の表彰 2月 無 高校生 3 30,000
自前予算・助成金（労働
局）

対象高校の拡大

8 小学生等を対象とした建設業
ＰＲ活動

県や市、公民館主催のイベントに建設体験等のブースを出展し、建設業ＰＲ
4月、7月、
8月10月

有
県（土木
部）・市・小
学校・公民館

小学生・保護者 2,000 500,000
自前予算・助成金（労働
局）・保証会社

重機試乗等の他にも魅力ある体験学習の模索、天候に左右される

9 資料の作成 建設業の役割・仕事内容を紹介したパンフレット（昨年度作成）を県下中学
校に配布

5月 有
県（土木部）

中学生 1,000 200,000 自前予算・助成金（労働
局）

1 現場見学会 高校生を対象に建設現場を見学。工業系学科の高校で実施。 7月～11月
一部地区業会
実施

高校生・教諭

120人（地区
業会）

92人（県協
会）

930,000
助成金（労働局・保証会
社）

見学現場の確保。工業系学校の減少

（一社）石川
県建設業協会

（一社）福井
県建設業協会
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2 現場実習
高校生を対象に、県内の建設企業に２日～１０日間、仕事の体験。工業系学
科・コースのある４高校で、実施した。

7月～11月 地区建設業会 高校生 57人 800,000
助成金（労働局・保証会
社）

企業内の指導者および参加者の確保

3 新入社員研修
新規学卒者等を対象に、建設業に関する基礎知識、社会人としての必要な知
識を付与するための研修を２日間で実施した。

４月
有（東日本建
設業保証）

若年者 43人 500,000
助成金（労働局・保証会
社）

講師選定。宿泊型形式への対応

4 ２級土木施工管理技士の受験
準備講習

建設系学科の高校生を対象に、建設業への入職を促進するため、２級土木施
工管理技士の学科試験の講習会を実施した。

６月、１０
月

無 高校生 34人 400,000
助成金（労働局・保証会
社）

学校行事との調整

5 建設産業の現状調査
会員企業を対象に入職率（新卒割合）・離職率（早期離職割合）、外国人雇
用状況等について、調査を実施。

1月～２月 無 会員企業 60,000 助成金（労働局） 調査票回収率の向上

6 建設技術フェア

建設分野（土木・建築）における建設技術・製品・工法等の紹介する場にお
いて高校生を案内し建設業の現状や技術の体験学習。
高所作業所や起震車、ＶＲ体験等のブース設置。学生来場のためのバス借上
げ。

９月 実行委員会
一般・高校生・
教諭

参加者計2800
人

500,000
助成金（労働局・振興基
金・保証会社）

学校行事との調整

7 高校生のドローン体験会
ドローンについて基本操作を学び、飛行体験の中から建設業に興味関心を抱
いてもらう。

９月 無 高校生 20人 200,000
助成金（労働局・保証会
社）

8 高校生のためのＩＣＴシステ
ム活用研修

空中写真測量データを基に工事施工図の作成やレーザースキャナー等測量機
器に触れる

6月 無 高校生 20人 200,000
助成金（労働局・保証会
社）

9 就職前準備研修
会員企業内定者等を対象に、建設業に関する基礎知識、社会人としての必要
な知識を付与するための研修。

3月 保証会社 会員企業内定者 7人 ― 助成金（保証会社） 研修地が遠方

10 女性技術者交流会
建設産業界において女性が働きやすく、活躍できるために必要な環境や、今
後の働き方やキャリア形成、仕事の方向性等、同じ業界で働く女性と気軽に
意見交換や交流ができる機会として開催。

１２月 受託事業
県内建設企業女
性従事者

21人 220,000 県委託費 技術者の参加日程の確保

11 経営者向けセミナー
建設業界で女性が活躍できる環境が整備され、雇用促進を図る経営者向けセ
ミナー

12月 受託事業 企業経営者 47人 110,000 県委託費 集客

12 小学生向け学習帳配布 建設学習帳約3000部を県内小学校へ配布。 7～8月 無 小学生 100,000 助成金（労働局・保証会
社）

13 トンネルコンサート
工事中のトンネル内でコンサート（地元学校吹奏楽部による演奏等）を開催
し、地域の賑わいづくりにつなげるとともに、建設業界の魅力を発信。

8月

主催：福井河
川国道事務所
共催：大野
市・㈱安藤・
間・福井県建
設業協会

一般県民 約200人
820,000

（協会支出
分のみ記

載）

振興基金

14 就業環境補助金
働きやすい労働環境を整備するため、空調服等の物品購入経費を助成
ＩＣＴ活用工事を推進するため、ＩＣＴ関連機器の購入経費を助成

8月～9月 受託事業 県内土木業者 7,000,000 県委託費

15 パンフレット制作
建設業の役割や社員のインタビューを掲載したパンフレット。Ａ４・12ペー
ジの冊子・1200部

２月 受託事業 中高生 940,000 県委託費 素材集め等
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16 建設業動画制作・放映 建設産業（土木）への関心を高めるとともにイメージアップを目的として広
報映像の制作・各媒体（ＴＶ・映画館・駅前大型サイネージ）で放映

1月 受託事業 県民 5,000,000 県委託費 費用対効果。

1 滋賀けんせつみらいフェスタ
２０１９の開催

各団体がブースを設けイベントを開催。建設業の魅力を発信。 10月

有（滋賀県建
設産業魅力
アップ実行委
員会：県など
３０団体で構
成）

一般、業界関係
者

参加者
約２，４００

人
4,800,000 県予算 助成金

2 滋賀県メンテナンス技術者養
成講座の開催

県内のインフラ設備のメンテナンスを担える人材を産官学の連携により育成
することを目的として開催。

4月、6月、
8月

有（滋賀県メ
ンテナンス技
術者養成協議
会委員会：県
など９団体で
構成）

建設業協会、測
量設計技術協
会、建設コンサ
ルタント協会の
会員企業

受講者２２名 1,050,000 助成金（保証会社）

3 リクルートキャラバンの取組
み

会員企業の若手役員３人により結成。県内の魅力や建設業のやりがいなどを
PRするために県内の高校や県外の高専、大学を訪問し生徒と意見交換を開
催。

8月～3月 無
滋賀県内高校、
県外高専、大学

舞鶴高専建設
システム工学

科
３年～５年

生徒数１１名

自前予算

4 岐阜県建設業協会女性技術者
との意見交換会

岐阜県建設業協会所属企業の女性技術者と本会所属企業の女性技術者とで
「女性がもっと働きやすい建設産業となるために」をテーマに意見交換会を
開催

2月 無
岐阜県、滋賀県
建設業協会所属
女性技術者

技建協５名
滋建協６名

自前予算

5 第２５回夢けんせつフォトコ
ンテスト

「建設業にはたらく人々」「建設物がある滋賀の風景」をテーマに全国から
応募を募り入賞作品を貸し出し各地で展示会を開催。

4月～3月 無 一般・会員企業
応募人数173
人応募数
298点

1,270,000 助成金（労働局） 若い年代の応募者が少ない。

6 第７回夢けんプラザ絵画コン
クール

小学生、中学生を対象に小学校低学年、高学年、中学生と分け入賞作品の展
示会を開催。

4月～3月 無
滋賀県内在住・
在学の小学生・
中学生

応募校４３校
（小学校３２
校、児童クラ
ブ６校、中学
校５校）　応
募総数４８４

点

500,000 助成金（労働局）

7 足場シートの作成
フォトコンテストと絵画コンクールの入賞作品で現場シートを作成し工事現
場で掲示してもらう。

4月～3月 無 会員企業 ２００枚 1,350,000 助成金（保証会社） 現場に掲示されているかどうかの把握がしにくい。

8 広報誌の作成 春・秋と年２回会報誌を発行 3月、11月 無 会員企業　他 ３，５００部 3,000,000 助成金（労働局）

9 研修会の開催 若年労働者を対象とした新入社員研修会等を開催。 7月～2月 無 会員企業
９回開催

計９５名出席
1,000,000 助成金（労働局、保証会社）

10 研修会の開催
建設業労働時間等説明会、建設業の働き方改革（経営者向け、実務担当者向
け）セミナーの開催

10月、11月

有（滋賀労働
局、近畿地方
整備局、滋賀
県土木交通
部）

会員企業

・経営者向け
５４名　・実
務担当者向け

６８名

300,000 助成金（保証会社）

11 雇用改善実態調査の実施
若年労働者等の入職・定着について、また雇用実態を検討する基礎資料とす
る。

11月～2月 無 会員企業 ４２０社 300,000 助成金（労働局、振興基金）回収率の向上

12 生き物を守り育てる河川ウ
オッチング

青年部環境委員会の事業として環境校外学習を開催。潜水等のバーチャル体
験や琵琶湖の水について、また、下水道整備の大切さなどを学習した。

７月 無 小学校

甲賀市立伴谷
東小学校５年

生
５９名

自前予算

（一社）滋賀
県建設業協会
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1 新入社員研修
協会会員企業に入職した社員を対象に、ビジネスマナー及び業界知識習得を
目的とした1泊2日の研修会

4月 無
入社5年以内、ま
たは25歳以下の
社員

64名 1,424,000円
労働局を始めとした
助成金の活用

30名以上が研修・宿泊出来る施設。「社会人マナー」「業界の基礎
知識」それぞれの分野を指導できる講師の確保。また、講習内容は
大きく変わることはないので、講習方法など細部の工夫。

2 高校生インターンシップ
会員企業の建設現場において、高校生が2～3日間、実際の建設の仕事に挑戦
する職業体験

7・8・11月 無
公立高校土木・
建築系学科の高
校2年生

32名 0円 なし

北部地域は就職先が少なく、大半の生徒は進学・就職で都市部へ出
ていく。
また、北部は建築学科しかなく、土木企業が受入表明しても、参加
生徒がいないため、受入表明して頂ける企業の減少が懸念される。

3 高校生現場見学会
高校生が実際に建設現場へ足を踏み入れ、業界の仕事を見て、感じて、知る
見学会

8・9月 無
公立高校土木・
建築系学科の高
校生

60名

(8月)97,000
円

(9月）
106,000円

労働局を始めとした
助成金の活用

見学先の大型建設現場の不足。また、就職先は発注機関・設計コン
サルが人気で、建設業の社会的役割や素晴らしさをいかにして伝
え、入職に繋げられるかが課題。

4 親子ふれあい事業
京都府下の親子を対象とし、建設現場を実際に体感し、建設業界についての
理解を深めて頂く事を目的とした見学会

10月

（運営）KBS京
都
（後援）京都
府・京都市教
育委員会

京都府下の親子 150名 2,700,000円
労働局を始めとした
助成金の活用

京都府下において150名を超える見学者を受け入れられる規模か
つ、親子を受け入れ可能な状態の現場が不足している。建築物であ
ると施主に許可頂けない事もある。より多くの子どもに参加して頂
ける工夫も必要である。

5 新入・若手社員フォローアップ研修
若手社員が抱える課題や不安の解決につなげ、企業人としての誇りと自覚を
持つ事を目的とする研修会

10月 京都支部
若手社員（3年目
まで）

53名 195,000円
労働局を始めとした
助成金の活用

入社3年目までが対象のため、4年目以降の社員の教育体制をどう実
施するかが課題。また、若手を指導する職員や経営層に対する研修
を望む声もある。

6 働き方改革応援セミナー
（京都）

会員企業の働き方改革を支援すべく、労基法改正箇所や各地の取組事例等の
情報を伝える研修会

11月 京都支部
管理部門・経営
層

38名 26,000円 なし

立ち上がって3年目の企画であり、回ごとに若干異なるテーマを用
いているため、会員企業が求めている情報を的確に提供出来ている
か。また、企業を取り巻くテーマは、喫緊かつ数多あるので、どの
テーマを選定するかに苦慮。

7 現場代理人講習会
「生産性向上」のために必要な視点や考え方をグループ討議中心で学ぶ講習
会

11月 無
中堅社員
（主に現場代理
人）

48名 628,000円
（一財）振興基金を始めと
した助成金の活用

講習会の反応自体は今一つだった。2年連続で同テーマをやってい
ることもあるが、グループワークの設定条件や講義内容等が現実に
あまりマッチしておらず、講習内容が日常業務に活かしづらいと感
じる受講生が居た。

8 働き方改革応援セミナー
（福知山）

会員企業の働き方改革を支援すべく、労基法改正箇所や各地の取組事例等の
情報を伝える研修会。
また、福知山会場独自の取り組みとして、働き方を変えるための方法を出し
合うワークショップを開催。

12月 無
管理部門・経営
層

13名 18,500円 なし

北部地域は会員企業が少ない上に、規模も小さい会社が多く、雇用
改善に取り組む企業はまだ少ないように思える。多くの会員企業に
参加いただきたいところだが、受講生が多く集まるとかえって、講
習効率が悪くなり、伝えたいことが伝わらないジレンマが発生する
ことも考えられる。

9 広報誌の作成
広報誌を発行し、各会員・関係機関・工業高校・専門学校等に配布し、広く
建設業協会の業務内容などを周知し、業界のイメージアップと入職促進を図
る

12月・3月
（予定）

無
各会員・関係機
関・工業高校・
専門学校等

2,600,000円
労働局を始めとした
助成金の活用

文字が多くなかなか閲覧していただけない状態である。引き続き写
真やイラストを増やして見易い紙面を目指す。

10 ラジオ放送「地下鉄に乗るっ
～京都建設案内～」

京都市交通局とコラボし、若年層PR事業「雨のち晴れ」企画第３章として、
建設業を身近に感じてもらう為に「声優魂ｉｎ京まふ」入賞者が出演する、
京都の建設物を紹介する番組を１クール（１３回）放送

R2年1～3月
（実施中）

（放送）KBS京
都
（後援）京都
府・京都市教
育委員会

一般 2,500,000円
労働局を始めとした
助成金の活用

実施（放送）までの準備に時間と経費がかかることもあり、気軽に
実施できない事業である。また、ラジオは正確な視聴率が割り出せ
ない為、SNS等にて視聴者の反応を調べている。

11 建設業インスタグラム
若年層に人気のSNSアプリ「インスタグラム」を利用し建設業の魅力や素晴
らしさを発信し、業界のイメージアップと入職促進を図る

年間 無
インスタグラム
利用者

0円 なし

写真のアップロードをする際に、個人情報などの内容を厳格に検討
している為に即時性がなく、Instagramには拡散機能がないため、
あまり協会の活動写真について知られていない。周知方法を改めな
ければならない。

1 高校教諭との意見交換会
工業高校の教諭を集めて意見交換会を開催し、建設業の魅力や役割について
生徒にどのように指導するか、就職についてなどの情報共有を行った

6月

有（国土交通
省近畿地方整
備局・大阪
府・大阪府教
育委員会 ）

教諭 ７～８人 20,000 一部を助成金 教諭の理解力の差が発生している。

2 高校生対象夏休み体験セミ
ナーの開催

建設業の現場の魅力を肌で感じて頂くため、建設系設置学科工科、工業高校
を対象に、建設機械の運転操作、型枠・鉄筋等の技能体験セミナーの実施

8月
有（大阪府・
大阪府教育委
員会）後援

高校生・教諭 10人程度 1,000,000 一部を助成金 参加校が固定化（3～4校）している。

（一社）大阪
建設業協会

（一社）京都
府建設業協会

21 ページ



3 現場見学会
施工中の現場の見学会を行い、実際に働いている建設従事者の仕事を見ても
らう

11月～2月 無 高校生・教諭 1回40名程度 1回あたり
150,000

一部を助成金
本年度、受入現場数が増加し、大阪府下建設系学科設置6校、8現場
に見学をして頂いた。これ以上、受入現場数が増加した場合は、対
応に苦慮する可能性がある。

4 マンガ冊子の製作・配布
地域をまもる建設産業の活躍をマンガ化し、府下工業高校・普通高校・中学
校・小学校等に配布

3月 無 小中高校生 10,000部 4,000,000 一部を助成金 資料が集まらない

5 業界研究交流会

将来を担う優秀な人材確保を図るため、建設業界に入職を希望される建築
系・土木系学生をいち早く効率的に協会会員企業と出会いの機会を確保する
ことを目的として開催

10月

有（国土交通
省近畿地方整
備局・厚生労
働省大阪労働
局・大阪府）
後援

会員企業・参加
学生

会員37社
・学生63名

6,050,000 一部を助成金 学生の集客に苦労している。

1 現場見学会
高校生等が建設現場を実際に見ることで建設業への理解を深めることを目的
とする現場見学会を開催する。

通年 無
工業高校生
専門学校生

4校
２３６名 870,000円

助成金（労働局）
助成金（振興基金）

参加校数の増加

2 体験実習（１日体験ｾﾐﾅｰ）
高校生等に建設機械の運転実習、建設現場の作業体験の機会を提供し、建設
業に対する理解を深める体験ｾﾐﾅｰを開催する。

通年 無 工業高校生
1校
38名 600,000円

助成金（労働局）
助成金（振興基金）

参加校数の増加

3 現場実習
高校生等が建設現場の工程管理、現場管理等の施工業務全般における専門知
識を深化させることを目的として実施する。

通年 無
工業高校生
専門学校生

14校
238名 4,000,000円

助成金（労働局）
助成金（振興基金）

実習期間の確保（全て5日以上…現状、3日間あり）
参加校数の増加

4 建設サマーセミナー
夏休み期間中の１週間（６～７日間）で現場作業を体験し、進路選択の参考
として貰うため、県下2ヶ所（東部・西部）で開催する。

8月
兵庫県教委
尼崎市教委
（東部のみ）

大学生
工業高校生
専門学校生

49校
27名 1,600,000円

助成金（労働局）
助成金（振興基金）

参加者数の増加（大学生や普通高校への拡大など）
実習現場の確保

5 インターンシップ写真展
地域の住民、中学生等に建設現場を周知して、工業系高校への進学を促進す
ることを目的として、県下２か所（加古川・丹波篠山）で実施する。

12月
東播磨県民局
等

地域住民
地域の中学生等

来場者
3,000名

　　　２０
0,000円

助成金（労働局） 実施校数の増加

6 工業高校生資格取得支援講習
会

県内の工業高校生を対象に、建設業への入職促進につながる２級土木施工管
理技士・２級建築施工管理技士の学科試験に向けた講習会を開催する。

9月～10月 無 工業高校生
5校

177名
212,940円

補助金（兵庫県）
助成金（西日本建設業保証
㈱）

実施校数の増加
参加生徒の増加

7 女子高校生と女性技術者との
交流セミナー

建設業への女性の入職を促進するため、県内の工業高校の女子高校生と(一
社)土木技術者女性の会の女性技術者及び会員企業の女性技術者との交流セ
ミナー（基調講演、ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ及び意見交換会）を開催する。

8月 無 工業高校生
3校
24名

470,910円
補助金（兵庫県）
助成金（(一財)建設業振興
基金）

実施校数の増加
参加生徒の増加

8
社会基盤整備と建設業の魅力
発信事業に係る神戸新聞の紙
面購入による特集記事

兵庫県発注の建築工事現場の第一線で活躍する若年技能者に焦点をあて、仕
事のやりがい等を取材した特集記事を神戸新聞に掲載することで社会基盤整
備と建設業の魅力を発信する。

3月
兵庫県建設業
育成魅力アッ
プ協議会

県民 （全紙２面） 4,121,920円

助成金（西日本建設業保証
㈱）
支弁金（(公財)建設業福祉
共済団）

建設現場の選定

9 建設ふれあいまつり
ものづくりや建設業に触れる体験などを通して、子どもたちに建設業の魅力
をアピールする建設ふれあいまつりを開催する。

7月 無
小学生、幼稚園
児等
保護者

300名 650,224円
補助金（兵庫県）
助成金（西日本建設業保証
㈱）

参加者の増加

10 建設関連学科の学生等に
対する協会長表彰

就業体験事業に参加した学生等の中で特に優秀な者に協会長表彰を授与す
る。

2月 無
就業体験事業参
加
学生等

9校
20名

100,000円 自主財源（会費収入） 特になし

11 建設産業人材確保推進
連絡協議会

就業体験事業を実施している建設系学校長等と
受入主要企業の代表者による就業体験の現状と
人材確保・育成の課題等に関する意見交換を行う。

12月 無

建設系学校長等
主要会員企業代
表者
(県・県教委ｵﾌﾞ
ｻﾞﾊﾞｰ)

31名 25,000円 助成金（労働局） 特になし

（一社）兵庫
県建設業協会
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12 建設労働者雇用管理状況等実
態調査

会員企業の従業員構成、採用状況、定着状況、働き方改革の取組み状況など
を調査し、取りまとめ結果を雇用改善や人材確保・育成などに活用する。

8月 無 協会会員企業 663社 530,000円 助成金（労働局）
調査結果の有効活用
回収率70％以上 の維持

1 新入社員等フォローアップ研修
建設業の新入社員等の若年就労者の早期離職抑制を目的に、社会人としての基本
的なスキルとマナーについての講義及び建設現場における安全管理遵守について
の講義を行った。

６月 無 新入社員 11 ２４万円 自前予算

2 高校生対象建設業経理事務士
特別研修

建設業経理事務士３級の資格取得に対する準備研修 ８月
建設業振興基
金

高校生 10

3 しごとフェスタ２０１９
奈良労働局・ハローワーク主催で実施される職業体験の催し。人材不足の６団体が
参加。当協会は、重機の搭乗体験等を展示した。

８月
奈良労働局・ハ
ローワーク主催

親子 686 ６９万円
自前予算
労働局委託料

4 高校生対象夏休み就業体験
兵庫県三田市の三田建設技能研修センターにおいて、型枠作業、小型移動式ク
レーン、油圧つかみ機及び油圧ショベルの操作体験をしてもらった。

８月 無 高校生 20 ６６万円 自前予算

5 高校生合同出前講座 鉄筋ガス圧接継手及び鉄筋組立の実習体験。それぞれ、専門家による実技指導。 １１月 無 高校生 58 ５６万円 自前予算

1 工業高校教諭との意見交換
和歌山県立和歌山工業高校を訪問し、就職指導担当教諭と意見交換を行った。生
徒がどのような企業に魅力を感じているか、建設業界をどのようにアピールしていっ
たらいいのか等について情報交換を行った。

1月 無 教諭 5人 0
本県では、土木科、建築科の学科が有している高校は、和歌山工業高校
しかなく、それも毎年クラスが減少している状況。それだけ、建設業は高校
生に人気のない業種である現実を突きつけられた。

2 インターンシップの実施 就職活動開始前の高校１年生を対象に企業の体験入職の実施 1月 無
和歌山工業高校１
年生

21人
インターンシップは本協会が主体となって実施しているものではなく、学校
が和歌山県の支援により実施しているもの。

1 高校生の現場見学会
施工中の現場見学を行い、実際に働いている技術者の仕事ぶり、建造物を見
て、建設業に関心と興味を持たせる。

10月、11月 無

定時制課程総合
学科昼間部
1.3.4年

工業高校1年生

高校生69人

教諭7人
334,000 西日本建設業保証会社 各高校の希望する時期の適切な現場の選定が難しい。

2 インターンシップの実施 就職活動前の高校2年生を対象に、企業への体験学習を実施。 9月～10月

有
鳥取県「イン
ターンシップ
研修受入企業
支援事業」

工業高校2年生及
び農業高校2年生

高校生72人 県予算
高校生に興味を持ってもらえそうなカリキュラムがなかなか組めな
く、企業任せの限られた仕事しか経験をしてもらえない。

3 地元紙を利用した情報発信
地方紙防災の日特集号に国土交通省中国地方整備局鳥取河川国道事務所長、
鳥取県県土整備部長、建設業協会会長が座談会形式で、これからの防災減災
対策、建設業界の活動についての記事を掲載

8月 無　　 不特定多数、一般県民 864,000 助成金(福祉共済団） タイムリーなテーマの企画、経費の問題

4 地元紙を利用した情報発信 地方紙新年特集号に、「くらしを守る～自然災害と戦う建設業～」と題し、
災害時に地域や暮らしを守る建設業の活動についての記事を掲載

1月 無　　 不特定多数、一般県民 660,000 助成金(福祉共済団） タイムリーなテーマの企画、経費の問題

5 就職前準備講習 社会人としての基本を習得させ、建設産業に対する理解を深めさせ、入社前
の不安を解消し、就職後の定着促進を図る。

3月～5月
有
西日本建設業
保証会社

就職内定者及び
就職後3年以内の
方

24人 西日本建設業保証会社 就職後の定着促進

1 高校生の現場見学会 県内の実業高校７校を対象とした現場見学会の開催 9月～11月 無 高校生 196名 1,000,000
助成金（労働局）
補助金（県）
助成金（保証会社）

（一社）鳥取
県建設業協会

（一社）島根
県建設業協会

（一社）和歌
山県建設業協
会

（一社）奈良
県建設業協会
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2 建設企業ガイダンス 建設企業の合同企業説明会の開催 12月 無
高校生・高専
生・大学生

230名 1,000,000
助成金（労働局）
補助金（県）
助成金（保証会社）

3 若年労働者資格取得支援講習
会

若年労働者の処遇の改善を目的とした、資格取得講習会の開催 8月 無 若手労働者 28名 800,000
助成金（労働局）
補助金（県）
助成金（保証会社）

費用対効果

1 建設産業PRイベントの開催

主に幼児から小学生の子どもやその保護者を対象に、産学官が協力して建設
産業の役割とその重要性を紹介するとともに、各種の作業を体験するコー
ナーを設けるなど、いろいろな体験を通じ建設業の面白さや楽しさを学んで
もらう

7月

有（県、岡山
市、県建設青
年交流会、中
国地方整備
局、西日本高
速道路(株)、
本州四国連絡
高速道路
(株)、県高等
学校工業教育
協会、県建築
士会）

小中学生・保護
者

約3,200名 1,000,000 助成金（保証会社）

2 建設企業説明会
会員企業の参加のもと、各企業の紹介や最新の施工技術等の説明など建設産
業の現在の姿を伝えるとともに、高校生との質疑応答を通じて、建設産業の
魅力を伝える

1月
有(県土木部、
県測量設計業
協会)

県立高校の土
木・建築系学科
の2年生

約300名 600,000 助成金（保証会社）

3 現場見学会 建設業の現場等を実際に見学することで、建設業の魅力を感じてもらう。 11～12月 有(県土木部)
県立高校の土
木・建築系学科
の生徒

約600名 500,000 助成金（振興基金）

4 就職前準備研修
会員企業の就職内定者の方を対象として、社会人としての基本の習得、労働
安全衛生に対する理解、入社前の不安解消などに努める

4月
有(西日本建設
業保証(株))

会員企業の内定
者

12名 200,000 助成金（保証会社）

5 大学等就職面接会での建設業
相談コーナー等の設置

建設業相談コーナーを設け建設業のＰＲ資料の配布
7月、11
月、2月

－
今春卒業予定の
大学生ほか

－ － －

1 現場実習の実施 高校生を対象に会員企業の現場で職場体験 10月～2月 なし 工業高校2年生 37名 30,000 助成金（振興基金） 工業高校での現場実習希望者が減少している。

2 出張教育の実施
建築系学科の高校生に対してとび、型枠、左官などの座学及び実技実習を実
施。

9月～12月
有（広島建設
アカデミー）

工業高校1年生又
は2年生

138名 960,000 助成金（振興基金） 実習を実施した高校からの専門工事業者への入職者が減っている。

3 建設業界をＰＲする説明会の
実施

工業高校及び工業大学、高等専門学校において、建設業の魅力をＰＲする説
明会を実施。

5月～1月
有（広島県、
広島建設青年
交流会）

高校・大学・高
専

約200名 300,000 助成金（保証会社） 工業高校だけでなく普通科への拡大

4 建設企業ガイダンスの実施

県内の高等学校（土木・建築）２年生を対象に建設企業が一堂に会し、各企
業の紹介や建設産業の現在の姿を伝え、将来の就職先として建設業を一つの
選択肢として意識してもらうことを目的として、建設企業ガイダンスを実施
する。

１月
有（広島県・
業界団体）

高校２年生 約300名 600,000 各社負担 学生及び教師の反応は良好であったが、実際の効果は不明。

5 ひろけん通信の発行
広島県内の中学生に対して建設業のしごとや役割を広く紹介する魅力発信新
聞「ひろけん通信」を発行

10月 有（広島県） 中学校2・3年生 31,000名 200,000
助成金（共済団・保証会
社）

広島市以外の教育委員会では、配布可能だったが、広島市教育委員
会では、教師の働き方改革を理由に配布を断られたため、各学校長
の了解が得られた学校へ県職員が生徒数分を持参して配布しても
らった。県内全児童などに配布することが教育委員会の協力が得ら
れず難しくなった。

6 工業大学学生との意見交換会
の実施

舗装体験・実橋モデルでの橋梁打音検査体験に加えて学生と行政・業界の若
手技術者との意見交換会を実施。

12月
有（広島建設
青年交流会）

工業大学学生 約70名 900,000 助成金（保証会社）

（一社）岡山
県建設業協会

（一社）広島
県建設工業協
会
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7 小学生に絵本を贈る事業
建設業に関する絵本7冊と全建が作成した建設学習帳を全児童分を広島建設
青年交流会の会員が分担をして6市4町の小学校129校へ手渡しで配布。

10月～12月
有（広島建設
青年交流会）
ほか2団体

呉市・江田島
市・東広島市ほ
か

約3.5万人 2,500,000 助成金（保証会社） 今年度の事業で県内の全小学校への絵本配布を完了、次をどのよう
に展開していくかが課題

8 施工管理検定　準備講習会 土木・建築施工管理検定の準備講習会を実施 4月～10月 有（地域開発
研究所）

会員企業 36名 800,000 助成金（保証会社）

9 ２級土木施工管理技士検定試
験学科　準備講習会

高校生を対象とした２級土木施工管理技士検定試験　学科の受験準備講習会
の実施

10月 なし 工業高校　土木系学科 20名 650,000 助成金（保証会社） 講師の確保

10 ひろしま建設フェア2019の開催小中学生を対象とした、建設業のしごと体験や重機試乗などの建設業のしご
との魅力を発信するイベントの実施

10月
有（広島県ほ
か業界団体
等）

小中学生 13,000人 4,000,000
県予算
助成金（保証会社）
助成金（福祉共済団）

事業費の確保

1 現場見学会
普段見ることのできない生の建設現場を体験することで、３Ｋイメージの払
拭とスケールの大きさ、仕事のやりがいを実感させる

5～12月
有（県土木
部）

土木系、建築系
コース専攻高校
生

321人 1,800,000
・助成金（労働局）
・助成金（振興基金）
・助成金（保証会社）

見学に適した大型工事現場等の減少により、箇所選定が困難になっ
てきた。

2 やまぐち建設産業魅力発見
フェア

４校合同による現場見学会と各建設業団体による業界ＰＲのための技能体験
やＤＶＤ上映、ＩＣＴ建機・ドローンによるデモンストレーション

6月
有（県土木
部・専門工事
業団体他）

土木系コース専
攻高校生

216人 100,000 ・助成金（保証会社）
９団体の連携事業なので、調整が難しい。土木系実業高校だけでな
く、普通高校にも範囲を拡大したい。

3 工高・高専建設系学科連携学
習会（積算体験）

公共工事がどのような手順で発注され完成するかを学習するとともに、適正
な工事費の積算方法について学ぶことで、より実践的な力を身に付ける。

7月
商工高校
高専

高校生、高専生 34人 120,000 ・助成金（保証会社） 工業高校と高専の連携事業なので、調整が難しい。

4 中学生ブリッジコンテストの
実施

橋に興味がある中学生を一般公募し、申込者に対して、初日は構造理解や設
計図作成のための講義を受けて頂き、バルサ材を使って橋の作成を行う。２
日目はブリッジコンテストとして、自作した橋のプレゼンテーションを行
い、強度、重量、デザイン性の総合得点で競い合い、入選者を決める。

8月 商工高校
中学生、サポー
ト高校生

50人 100,000
・助成金（労働局）
・助成金（保証会社）

参加者が山口県東部地区に偏っており、募集定員も少ないので、将
来は全県的なイベントに発展させていきたい。

5 建設業イメージアップポス
ターの作成配布

高校生を対象にした建設業イメージアップポスターを募集し、最優秀作品を
大型ポスターにして、県内全ての高校や関係団体に配布する。更に入選作品
については安全大会で掲示し、協会広報誌やホームページにも活用する。

7～11月 無 高校生 110人 300,000
・助成金（労働局）
・助成金（振興基金）
・助成金（保証会社）

生徒数減少により、応募が少なくなってきている。

6 高校生に対する資格取得支援
（建設業経理事務士）

高校生に対し、建設企業への就職に有利な建設業経理事務士の資格取得を支
援することで入職率のアップを目指す。

7～10月
有（建設業振
興基金）

高校生 81人 400,000 ・助成金（振興基金）
・助成金（保証会社）

現在県下３校のみの開催だが、今後拡大していきたい。

7 インターンシップの実施 就職活動開始前の高校２年生を対象に企業の体験入職の実施 8～2月
有（県測量設
計業協会）

土木系コース専
攻高校生

93人 700,000
・助成金（労働局）
・助成金（振興基金）
・助成金（保証会社）

夏休み中の実施を希望する学校が多いが、この時期は工事現場が少
ないので、生徒を受け入れたいが、現場がないため断る企業が増え
ている。そのため、１０月以降に時期をずらしたり、実習日程を短
縮するなどして対応している。

8 イメージアップ広報誌の発行
地元の建設企業が行うボランティアや災害復旧等の社会貢献活動を中心とし
た一般向けの建設業イメージアップ広報誌「Pillar（ピラー）」を作成し、
現場見学会や地域イベント等で広く配布する。

1月 無 一般人、高校生 2500部発行 2,000,000
・助成金（労働局）
・助成金（福祉共催団）

内容の選定に苦慮している。

1 インターンシップの実施 土木・建築関係学科の高校３年生及び２年生を対象に企業の体験入職の実施
6月、10
月、
12月

無
高校2年生・3年
生

183人 2,000,000
自己資本
助成金(労働局、保証会社)

生徒数が減少している。
県立高校3学校の統合が予定されており、建設関係学科の存続と定
員人数の拡大を香川県へ要望している。

2 高校生との意見交換会
県内の若年建設従事者確保・育成のため、土木・建築関係学科の高校1年
生・2年生と若手建設従事者との意見交換会の実施

9月 有(県土木部)
高校1年生・2年
生

70人 200,000 自己資本
ある程度の現場経験があり、話ができる若手建設従事者が少なく
なっている。

（一社）山口
県建設業協会

（一社）香川
県建設業協会
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3
イメージアップ広告掲載
（新聞広告：インターンシッ
プ）

地元新聞紙にインターンシップ活動を掲載し、地域建設業のイメージアップ
を図り、若年建設従事者確保・育成のためのPR活動を実施

8月 無 一般購読者 - 1,000,000
自己資本
助成金（共済団)

効果が解らない。

4 イメージアップ広告掲載
（新聞広告：ＰＲ）

地元新聞紙に若年建設従事者確保・育成、建設業界のイメージアップ広告を
土木の日（11月18日）に合わせて掲載し、建設業のPR活動を実施

11月 無 一般購読者 - 3,500,000
自己資本
助成金(労働局)

購読者の目に留まるインパクトのある内容にしているが、効果が解
らない。

5 就職前準備研修
会員企業の就職内定者等を対象とし、社会人としての基本、労働安全衛生に
対する理解、入社前の不安解消等についての研修を実施。

3月、4月
有（保証会
社）

会員企業の就職
内定者等

18人 - 助成金（保証会社） 実施場所が三田建設技能研修センター（兵庫県）であるため遠い。

1 キッズタウンとくしま

「キッズタウンとくしま」（徳島新聞社主催）は、小学4年生～6年生の児童
が社会の仕組みや働くことの楽しさ、大変さを学ぶとともに、学習意欲の向
上を目指し、職業体験や消費生活体験が行える小学生のための仕事体験イベ
ントであり、建設業について説明、鉄筋の結束作業、バックホウ操作を実施
した。

5月 無し
小学4～6年の児
童

131 250,000
自己資金
助成金
　・西日本建設業保証㈱

限られた空間で、土木現場のリアリティを出すことが難しい。（土やコ
ンクリ  ート等はなかなか使えない）バックホウの操縦については、作
業として完結さ  せて出来上がったものが見えるわけでないことから、
小学校高学年の児童に  とっては、単に操縦を体験するだけでは物足り
ないとの意見が多く聞かれた。  限られた空間、内容で建設業の仕事を
PRすることは難しい。

2 就職前準備研修

担い手の確保、育成の観点から、会員企業の就職内定者等を対象として、個
社では実施が困難な就職準備のための研修を実施。研修内容は、社会人とし
ての基本の習得、労働安全衛生に対する理解等であり、入社前の不安解消な
どに努め、受講者が建設業界に定着する一助となることを目的としている。

3月～4月 西日本建設業
保証㈱

会員企業に就職
が内定している
方など

3/25～3名
4/10～3名
4/17～1名

- 助成金
・西日本建設業保証㈱

-

3 体幹トレーニング

県内高校で部活動に励む生徒を対象に体幹トレーニング講習を実施し、建設
業のイメージアップ、入職促進を図るとともに色々な形で地域社会等への貢
献活動に取り組むことで建設業のイメージアップに繋げる。また、著名人か
ら直接指導を受けるという貴重な経験を提供することで、生徒やその保護者
の建設業に対するイメージアップに繋げ、将来の就職先として建設業が選択
肢の一つとなり、入職の促進に繋げる。

7月
建設業福祉共
済団

徳島県内高校等
で部活動に取り
組む生徒

1校
3競技
約90名

300,000
自己資金
助成金
・建設業福祉共済団

・「スポーツや文化など、これまでに無かった分野やカタチでの地
域貢献やイメージアップを図り、若者や女性の入職を促進する」
（固定概念にとらわれない取り組み）ということに対する業界全体
の理解と機運の上昇。
・トレーニングの効果を向上させるためには、継続したトレーニン
グの実施が必要不可欠であることから、継続して定期的に指導者を
派遣できる体制づくりと予算の確保。

4 建設機械試乗体験
県内で開催されるイベントにおいてブースを出展し、子供（年少者、小学
生）を対象に建設機械の試乗体験を行い、子供やその保護者などに建設業に
興味を持ってもらう。

7月、10月
徳島県県土整
備部

年少者、小学生 約200名 200,000
自己資金
助成金
・労働局

・イベントにおいて建設業への興味を持たせることに加え、教育委
員会や各学校との連携により、授業や総合学習などにおいて、教育
の一環として建設業の仕事内容ややりがいを知るための機会を定期
的に設けることで、幼いうちから「大人になったら建設業で働きた
い」という目標を持つ子供が増えるのではないかと考えている。
・建設従事者による出前授業。
・小学校の社会科見学で製造業の工場見学と同様に、建設(建築)現
場の見学を学校や教育委員会などに提案。

5 高校生建設業経理事務士
特別研修

建設業経理事務士の資格取得支援による建設業への入職促進を目的とし、県
内土木コースなどを有する高校生を対象とした高校生建設業経理事務士特別
研修を実施。

7月、8月 建設業振興基
金

徳島県内高校の
土木・建築系学
科の生徒（2年
生）

2校
82名

-

自己資金
助成金
・建設業振興基金
・建設業福祉共済団

・資格取得者の建設業への入職状況の把握。
・求人における建設業経理士及び経理事務士の資格取得者という項
目の有無。

6 高校生の建設現場見学会
県内の土木・建築系の学科を有する高校生を対象に建設現場見学会を実施
し、卒業後の進路選択の参考としてもらうとともに、建設業に対する関心度
や建設業界への入職意欲のアップを図る。

10月～11月

徳島県土木施
工管理技士
会、徳島県、
国土交通省

徳島県内高校の
土木・建築系学
科の生徒（2年
生、1年生）

3校
105名

600,000

自己資金
助成金
・建設業振興基金
・労働局
・建設業福祉共済団

現場見学会や体験セミナー参加者へのアンケート調査では、「若い
人が建設業に魅力を感じ就職したいと思うために必要な取り組み」
として、現場見学会や講演会などの“見たり聞いたりする機会”よ
りも、体験セミナーやインターンシップのような“実際に作業や現
場を体験する機会”が重要という結果が出ており、現場見学会でも
簡単な作業を体験したり重機を操作する場面を設けることで、より
効果的なものとなると考えている。

7 高校生の
建設現場体験セミナー

県内の土木系の学科を有する高校生を対象に現場体験セミナーを開催し、実
際の建設現場で検査や測量の体験をしてもらうことで、建設業への関心度や
建設業界への入職意欲のアップを図る。

11月

徳島県土木施
工管理技士
会、国土交通
省

徳島県内高校の
土木系学科の生
徒（1年生）

1校
29名

150,000

自己資金
助成金
・建設業振興基金
・労働局
・建設業福祉共済団

特に無し

8
特別講演会
具志堅幸司氏
～私とオリンピック～

建設業に対する理解の増進やイメージアップを図り、若者等の建設業への入
職促進等を目的に、県民の皆様に文化、スポーツ、経済、芸能、防災など、
楽しくためになる機会を提供する特別講演会を実施。

12月
建設業福祉共
済団、西日本
建設業保証㈱

会員、一般県民
など

約100名 1,000,000

自己資金
助成金
・建設業福祉共済団
・西日本建設業保証㈱

・講演の内容や講師によって申込数（人気）の多少や年代の偏りが
生じる。
・講師として著名人を招聘する場合、講師料が高い。
・費用対効果がわかりにくい。

（一社）徳島
県建設業協会
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9
イメージアップ広告
　・新聞紙面広告
　・ポスター配布

建設事業の役割や魅力を伝える記事を地元新聞に掲載し、県民に広く理解の
増進を図る。また、記事をポスターにし、官公庁及び建設会社などに掲示し
てもらうことで、多数の方に興味を持ってもらい、建設業界への正しい認識
と建設業のイメージアップに繋げる。

1月、9月 無し 一般県民など - 2,500,000
自己資金
助成金
・労働局

・費用対効果がわかりにくい。
・ウェブアンケートにより内容の感想など定性的な効果を把握して
いるが、回収数が伸びない。
・ウェブアンケートは無料サイトを使用しているが、利用機能に制
限があったり使い勝手が悪い。有料版は高額であったり年間契約で
あったりと、スポットでの利用には向いていない。
・独自のウェブアンケートが作成できるようなシステム（全国の業
界団体がログインして使える）があれば、他の調査にも活用できた
り、集計業務の効率化にも繋がる。

10 合同就職面接会への参加
徳島労働局主催の合同就職面接会に、業界の情報提供や相談受付を目的とし
たブースを出展し、参加者への情報提供を実施した。

1月、3月
徳島労働局主
催

一般求職者
新規高校卒業予
定者

50名 - - 特に無し

11 高校生入職講演会
現役の建設(建築)従事者の実際の現場体験や仕事の内容を講演していただ
き、高校生の建設業への関心度や建設業界への入職意欲のアップを図る。

1月 無し
徳島県内高校の
土木系学科の生
徒（1年生）

1校
29名

10,000 自己資金

講演会で得た知識と見学会や体験セミナー等での体験を結びつける
ため、入職講演会と現場見学会などの開催時期を近づけることによ
り、建設業に対する理解や知識の習得がより効果的になると考えて
いる。

1 愛媛県建設産業担い手確保推
進事業ＰＲ

建設業魅力体験イベント実施のため、県下中学校にチラシを配布し、参加者
の募集を行った。事業実施後、新聞掲載並びに動画をケーブルテレビや
youtubeにアップし、広くＰＲした。

9月
有（媛建産
連）

愛媛新聞読者 ― 2,052,000 助成金（福祉共済団）

2 建設業魅力体験イベント
中学生とその保護者等を対象に、建設工事現場の見学や建設機械の操作体験
等を実施し、土木系学科への進学と卒業後の入職意欲の喚起及び建設産業の
イメージアップを図る。

8月
有（愛媛県・
媛建産連）

県内中学生及び
その保護者等

80人 1,392,000
助成金（振興基金・保証会
社）

3 ひめ建新聞
県内公立中学校１・２年生を対象に、建設産業の魅力や役割をPRする新聞を
発行・配布し、建設産業への入職意欲の喚起、イメージアップを図る。

9月・1月
有（愛媛県・
媛建産連）

県内公立中学校
１・２年生

21,000人 1,183,000
助成金（振興基金・保証会
社）

4 えひめ産業まつり「すごいも
の博」への展示

平成30年７月豪雨災害の復旧工事・ボランティア等のパネル及び建設機械の
展示やおもちゃの建設機械で仕事体験を行い、建設産業の重要性や魅力を広
く県民にPRし、イメージアップを図り、将来の進学や職業選択の対象になる
ことを目指す。

11月
有（愛媛県・
媛建産連）

来場者 4,600人 500,000
助成金（振興基金・保証会
社）

5 インターンシップ 企業の体験入職を高校2年生を対象に実施。 8月～1月 無
高校生
（県内7校8学
科）

100人 800,000
助成金（振興基金・労働
局・保証会社）

5日間実施する高校が多く、受入事業所からは受入日数を減らして
ほしいという意見がある。また、受入生徒の自宅から受入事業所ま
での距離が遠いと交通費がかかると保護者から高校にクレームがあ
り、受入事業所に受入生徒の送迎を協力してもらっている。

6 工事現場見学会
県内の建設事業や建設技術への認識と理解を深め、若者の将来の進路選択の
際の指針となるよう実施。

10月～2月 無
高校生
（県内7校8学
科）

240人 550,000
助成金（振興基金・労働
局・保証会社）

7 建設事業所従業員数等実態調
査

今後の建設産業発展のための各種施策を検討する際の参考とするため、事業
所従業員数・入職者数・離職者数の調査を行った。

7月・1月 無
建設事業主等
（本会会員事業
所のみ。）

― 6,000
助成金（労働局・保証会
社）

8 新規入職者研修 新規入職者に対し、社会人としての基本的事項等の教育を行った。 7月 無 会員事業所で半年以内に入職した者26人 76,000
助成金（振興基金・労働
局・保証会社）

9 企業説明会（マッチングフェ
ア）への参加、協力

学校関係者が実施する企業説明会（マッチングフェア）に協力。 12月 無 高校生 60人 10,000
助成金（労働局・保証会
社）

10 建設雇用改善優良事業所等表彰建設労働者の雇用改善等について積極的な活動を展開し、その成果が見られ
る中小建設事業所を表彰し、その努力と功績を称える。

2月
有（媛建産
連）

建設事業主等 70人 150,000
助成金（労働局・保証会
社）

（一社）愛媛
県建設業協会
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11

建設業への入職を目指す若者
向けポータルサイト「まるご
とひめ建」の開設、愛媛の求
人情報「あのこの愛媛」とリ
ンク

建設業への入職を目指す若者向けポータルサイトを開設し、愛媛県の建設産
業の仕事の紹介や働き方、「あのこの愛媛」で求人情報等を紹介。

―
有（媛建産
連）

建設業に入職を
目指す方

― ― ―

12 建設業経理士特別研修・受験
準備講習会・受験案内

建設業経理士特別研修・受験準備講習会・受験案内 ―
有（媛建産
連）

一般・松山商業
高校・松山工業
高校

120人 1,070,000 助成金（保証会社）

1 けんせつの絵コンテスト
未来をになう子ども達に建設の世界に興味をもってもらうため、コンテスト
形式により実施。知事賞等の各賞を用意し、下記防災フェスタにおいて表彰
式を実施。募集については学校教員に全面的な協力を頂いている。

募集4月～9
月
表彰式11月

有（建設系教
育協議会　構
成：建設系の
大学、高専、
高校等）

幼児、小学生
（応募作品）

346
400,000

補助金（高知県）
助成金（保証会社）

2 高校生向け企業情報誌の作
成・配付

会員企業の求人情報等を掲載した企業情報誌を作成し、県内の高校生へ配布
する。

作成11月～
配付3月

有（福祉共済
団）

会員企業と高校 - 2,000,000
助成金（福祉共済団）
自前予算

3 こうち防災フェスタ
南海トラフ巨大地震に備え防災意識の高揚を図るとともに、発災時や防災時
に建設業の役割を啓発することを目的に開催。建設業のイメージアップのた
めのイケメンコンテスト等、様々な出展ブースとステージイベントを実施。

11月 無 6,000人 5,000,000
補助金（高知県）
助成金（保証会社）

建設業のイメージアップが主たる目的のため、集客と防災・建設業
啓発の両立が課題。

4 テレビ・ラジオＣＭ
建設業のイメージアップを図るテレビcmを放映。イケメンコンテスト出場者
や高知県知事に出演頂いた。

６月～2月 無 - 2,000,000
補助金（高知県）
助成金（保証会社）

5 工業高校教諭との意見交換会
県内の土木系教員（4校）と、進路状況や業界状況について情報共有を図
り、教育、就職について意見交換を行った。

2月（予定） 無 高校教員 15人 - 地元建設業への就職率を高めるための取り組みが課題。

6 現場見学会 施工中の現場の見学会を行い、実際に働いている技能者の仕事を見てもらう 11月～12月 無 高校生、高専生 150人 400,000 補助金（高知県）
自前予算

7 インターンシップの実施 就職活動開始前の高校２年生を対象に企業の体験入職の実施 8月、11月、12月無 高校生 50人 - 補助金（高知県）
自前予算

8 新入・若手社員向け研修会
会員企業の新入・若手社員に対し、スキルアップ、メンタル強化等を目的と
した講習を実施（3回シリーズ）。また、離職率の低減をはかるため同世代
の仲間づくりができるよう授業内容を工夫し、最終日には懇親会を開催。

4月、7月、9月
無（懇親会は
青年部が主
催）

会員企業社員 50人 800,000 助成金（振興基金）
自前予算

9 建設労働者緊急育成支援事業 建設業振興基金が実施する同事業への協力。（協会内に振興基金事務所を開
設し、無職者を訓練し就職斡旋）

通年 建設業振興基
金

30人 10,000,000 振興基金委託

10 雇用改善研修 建設業の就業環境の改善を図るため、事業主層を対象に雇用環境を整備する
重要性等について研修した（県内2か所で実施）

9月 高知県より受
託

県内建設業者 100人 3,000,000 高知県委託 研修内容自体は好評だが、例年、参加者が少ないため、その拡大が
課題。今年度は3部開催とし、杉村太蔵氏の講演も開いた

1 新入社員研修会
新規入職者に対し、社会人としてのマナー及び建設業の基礎知識について研
修を行う

4月 無 新規入職者 114名 1,900,000
助成金（労働局・保証会
社）

2 広報誌の作成・配布
イメージアップのため広報誌（1回当たり約15,000部）を作成し、学校や公
民館等への配布

6・9・1月
の年3回

無
高校生・専門学
生・大学生・公
民館等

- 5,120,000
助成金（労働局・保証会
社）

（一社）福岡
県建設業協会

（一社）高知
県建設業協会
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3 高校生現場見学会 施工中の現場の見学会を行い、技術者・技能者の仕事を見てもらう 10月～12月 無
高校生（4校、建
築科、土木科）

269人 840,000
助成金（労働局・振興基
金・保証会社）

4 おやじの日（親子現場見学
会）

お父さんが働く建設現場を子供たちに見てもらい、建設業の興味を持っても
らう

10月～12月
九州地方整備
局

現場関係者の家
族・一般の親子

親子39人 634,000 助成金（保証会社）

5 建設女性活躍推進意見交換会
建設業に関わる一員として、建設業で活躍する女性を増やすために必要なこ
とは何かを当事者視点で探ること。建設女性のネットワークを図り、さらに
業界を活性化していく足掛かりを得る。

2月 福岡県

福岡県建設業構
造改善推進大会
実行委員会を構
成する7団体に所
属する企業（代
表者・社員）

42名 600,000 補助金（福岡県）

1 新入社員研修
入社3年目までの会員企業の社員を対象とした、ビジネスマナー・建設業の
基礎・安全衛生等についての研修

4月(2日間) 無
会員企業の従業
員

100名 300,000 自前予算

・大手ゼネコン等による採用活動が活発化しており、人材が流出し
ている。
・高校入学時に目的意識の高い生徒が欲しいので、中学校レベルへ
のPR活動をお願いしたいとの依頼がある。

2
工業系高校進路指導等教諭と
の懇談会

工業系高校(9校)の進路指導教諭・学科長等と行政（県土木部・教育庁）を
交えて意見交換を実施

8月 無
工業系高校教
諭・県

21名 50,000 自前予算

・大手ゼネコン等による採用活動が活発化しており、人材が流出し
ている。
・高校入学時に目的意識の高い生徒が欲しいので、中学校レベルへ
のPR活動をお願いしたいとの依頼がある。
・建設会社がどういうところかイメージが湧き辛いので、インター
ンシップは有効。

3 小中学校への出前授業
県内小中学校への出前授業を実施。
小学校2校、中学校2校

6月～11月 無 小中学校生徒 200名 300,000 自前予算

・平成30年度より青年部並びに女性の会の事業として開始。
・座学と建設機械体験を組み合わせて実施した。
・学校側の反応は概ね良好。
・本事業とは別に県実施の出前授業が12月に2校開催。協会で協
力。

4 高校への出前授業 県内普通高校での出前授業 6月 無 高校生 40名 0 -
・高校からの依頼で、支部と協力して実施。
・本事業とは別に県実施の工業高校への出前授業が実施中。協会で
協力。

5 女子高校生と女性技術者との
意見交換会

県内工業系高校の女子生徒と協会女性技術者の会のメンバー及び県職員との
意見交換会

12月
無
県の協力有

工業系高校女子
生徒

44名 100,000
助成金（保証会社）
自前予算

・昨年に引き続き実施。
・実際に働いている女性技術者の意見が聞けて良かったとの意見あ
り。

6 夏休み親子防災教室 主に小学生を対象に、有効な持ち出し品の紹介・ハイゼックス炊飯の体験等 8月
地元FMラジオ
局

県内在住の親子 40名 650,000
助成金（保証会社）
自前予算

・繰り返し参加申込をして頂く方もいて、好評。

7 地元新聞を使ったイメージ
アップ活動

8月佐賀豪雨災害後に、被災者へのお見舞い広告への協力と、建設業者が活
動していることを伝える広報を実施

9月（2回） 地元新聞 県民 - 500,000
助成金（保証会社）
自前予算

・今回の広報とは別に、被害の大きかった地区での復旧活動の様子
を地元の新聞、TVが紹介してくれた。

1 建設現場実習
実際の現場での測量・丁張りを中心に安全管理・品質管理等について、3～5日間、
現場技術者から直接指導。

1年
10～11月

無
県内工業高校等
の土木系・建築系
学科の2年生

158 名 3,000,000 助成金（労働局・保証会社)

・校内実習で味わえない緊張感だが、受入現場の確保が課題
→継続的な現場開拓、及び魅力ある会員向け事業の積み上げによる会
員企業の維持拡大
・労働局の謝金に対する見解が整理されたことを踏まえ、次年度は謝金
支払いを減額する予定。

2 高校就職説明会

建設産業が社会資本整備を担うと同時に我が国の基幹産業として、経済・雇用を支
えるという重要な役割を担っていること、社会インフラ整備の重要性等について正しく
認識して貰うことを目的に実施。
　実施高校の卒業生に来て貰い、建設業でのやりがい等についてスピーチ依頼。

2年 1月～
年3月

県

県内の工業系：3
校、普通・商業高
校：4校を対象。建
設業に興味・関心
がある方等
　7校で開催予定

実施中 500,000 助成金(保証会社)

・説明会希望校の減少・停滞
→可能な限りさらに高校側の行事時期を考慮。また、入職OBの在職・活
躍状況を把握し、これを踏まえた普通高校等への説明会開催の働き掛け
強化

3 建設業経理事務士の資格取得
県内工業高校の建設系学科で(一財)建設業振興基金が開催する、同事務士特別研
修受験料の半額を協会で負担。

 1年 7月～
1年 12月

無 県内工業高校 261名 2,300,000 助成金(保証会社)
・受講料の半額を本会が負担して実施。別事業(現場実習)で活用している
労働局からの助成金収入が減少。そのため、本事業を実施の際、その他
の助成金を逼迫するため、次年度はやむを得ず中止。

（一社）佐賀
県建設業協会

（一社）長崎
県建設業協会
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4 中学校への出前講座 上記の高校就職説明会とほぼ同内容で実施。 31年2月 県 県内の9校で実施 約 530名 0 該当支部負担  ・該当支部にて実施。

5 建設業ガイドブックの購入・配布
　(一財)建設業振興基金が作成した同ガイドブックを購入し、県内の工業高校、普
通・商業系高校へ配布。

30年７月 無
県内の工業高校、
普通・商業系の高
校　計 20 校程度

1500部 300,000 助成金（労働局）

6 パンフレット（「建設業のススメ」）
の配布

前出、中学校・高校訪問時に配布
2年 1月～
年3月

無
中学校・高校等へ
訪問時に配布

400,000 助成金（保証会社）

7 長崎県建設会社ガイド 本会会員企業の企業名等を記載した冊子を作成し、高校・大学等へ配布 1年 6月 無
県内高校等へ配
布

700,000 助成金（保証会社） ・令和元年度から、会社PR・採用計画欄を設定・充実

8 情報誌NRでの地元建設業のＰＲ
地元新聞紙が月1回発行する若年、保護者向けフリーペーパーの1頁（タブロイド判、
全12段）を購入。ふるさとの良さ、建設業の魅力等をストーリー形式で掲載。（連載終
了後は小冊子にして高校等へ配布）

1年 6月～
2年 2月

無
県内高校等へ配
布

全23万部
うち高校・大学
へ5.5万部

3,000,000 助成金（福祉共済団） ・より効果的なアプリーチのあり方の検討

9 県内企業に対する高校への早期
求人票の提出要請

本会会員企業へ求人票の早期提出の要請活動。生徒の三者面談が開催される前
の７月の早い時期までに求人票を提出するよう要請。

 1年 5月
県
県建産連

　本会会員企業
375

会員企業
50,000

10
女性活躍推進対策
＜県・県建産連主導（建協主メン
バー）＞

産学官連携建設業人材確保育成協議会（主事務局：県建産連）の下に、女性が活
躍できる環境作りにおける課題を女性の視点で解決していくため部会：「女性活躍推
進検討WG」を設置。現場見学会・ワークショップ等を開催。　部会名称：「ながさき建
設女子ネットワーク～よりより～」

31年 4月～
 2年 3月

県

専門工事業
団体

女性技術者
女性技能者

WG 13名

ワークショップ
参加者

30～50名/回

1,200,000 助成金（振興基金）

　※女性技術者・技能者ネットワーク
　産官学で２３４名登録（H29年度発足時）

　・　令和元年度から、現場見学会に女子高生・女子大生との合流実施に
拡充した。

11
その他、産学官連携建設業人材
確保育成協議会活動の主なもの

・労働局とのタイアップ企画「今こそ！建設業第６版」の発行
・基金（建設労働者緊急育成事業）との連携による重機オペレーターの技能者教育
訓練
・工業高校出前講座（鉄筋・空調衛生・測量設計コンサルタント）　　　　　等

31年 4月～
2年 3月

労働局

専門工事業
団体

高校生・大学生、
未就業者　等

随時
助成金（労働局、振興基金
等）

　・　緊急育成支援事業における訓練生の確保

1 若年者向け採用サイトでの情
報提供

会員企業における新規採用計画調査（11月）及び採用情報の提供（12月） 11～12月 無
会員企業・高校
生・各種団体

－ 100,000円 自前予算（会費収入）
・掲載する採用情報カテゴリの再検討
・サイトへのアクセス数増加
・サイトの見やすさ等の工夫・改善

2 建設業を理解するための保護
者説明会

建設業に対する保護者理解の観点より、工業系高校3年生の保護者向け説明
会を実施。土木・建築業への理解を深め、入職促進を目的とするもの。

6月

有
（熊本県測量
設計コンサル
タンツ協会）

工業系高校3年生
の保護者

30人 50,000円 自前予算（会費収入）
・参加者数の増員
・保護者が知りたい情報の把握・提供

3 高校生向け現場見学会
建設（施設）現場の見学を通し、建設業界の現状と仕事に対する理解促進を
目的とするもの。

10～2月 無 工業系高校生徒 9校/370人 1,300,000円
助成金（振興基金）
自前予算（会費収入）

・参加高校及び生徒数の増員
・対象高校の拡充検討（普通科高校へのアプローチ等）

4 高校生向け建設労働体験
（現場実習）

高校2年生を対象とした現場実習（主に5日間）を通じ、建設業界の現状と仕
事への理解促進、また入職後のミスマッチを解消を目的とするもの。

10～12月 無 工業系高校生徒 85社/120人 1,300,000円
助成金（振興基金）
自前予算（会費収入）

・参加高校及び生徒数の増員

5 工業系高校教師との現場見学
会・意見交換会

工業系高校教師への現場見学及び相互意見の交換の場を通じた建設業界の現
状と理解、また業界と行政、及び教育機関における若年者の担い手確保にか
かる連携促進。

8月
有
（国交省・県
土木部）

工業系高校教師 30人 200,000円
助成金(保証会社）
自前予算（会費収入）

・対象高校の拡充検討（普通科高校へのアプローチ等）

6 職業ガイダンス・フェア参加
県内中高生向けのキャリア形成支援
11月：建設産業ガイダンス
12月：熊本おしごと探検フェア

11～12月

有
（県土木部・
熊本県雇用環
境整備協会）

中高校生 4,500人 1,000,000円 助成金(保証会社） ・学生の知りたい情報の把握・提供

（一社）熊本
県建設業協会
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7 新入社員研修
入社1～3年目の若手社員を対象とし、コミュニケーションスキル及び仕事の
進め方等の習得を目的とした研修。

7月 無 会員企業社員 30人 250,000円
助成金（振興基金）
自前予算（会費収入）

・実施時期、研修カリキュラムの検討
・アフターフォローの検討
・効果検証の検討

8 中堅社員研修
入社3年目以上の中堅社員を対象とし、職場の橋渡し役としてのチーム作
り、部下・後輩育成のノウハウ習得を目的とした研修。

9月 無 会員企業社員 30人 250,000円
助成金（振興基金）
自前予算（会費収入）

・実施時期、研修カリキュラムの検討
・アフターフォローの検討
・効果検証の検討

9 ストレスマネジメント研修
一般職・管理監督者向けのストレスについての正しい知識及び管理監督者向
け部下のストレスマネジメント方法の習得を目的とした研修。

8月 無 会員企業社員 30人 250,000円
助成金（振興基金）
自前予算（会費収入）

・実施時期、研修カリキュラムの検討
・アフターフォローの検討
・効果検証の検討

10 くまもと建麗会（女性従事者
会合）への支援

女性従事者の定着促進及びスキルアップを目的とした各種講座の開催（全5
回）、現場見学会の実施。

5～1月 無
会員企業女性従
事者

100人 300,000円 県予算 ・実施内容、スケジュールの見直し

11 熊本県建設産業人材確保・育
成推進協議会

専門団体、行政及び教育機関との人材確保・育成にかかる意見交換会。 10・2月 無
専門団体・担当
行政・教育機関
等

25人 200,000円
自前予算（会費収入）
助成金（保証会社）

・各団体・行政との連携強化

12 親子現場見学会 「おやじの日」イベントとして建設業従事者のご家族向け現場見学会。 11月 無
会員企業従事者
ご家族

60人 380,000円 助成金（保証会社）
・費用対効果が不明瞭
・効果的な企画立案・予算配分

13 テレビ等のマスメディアへの
ＣＭ放映（イメージアップ）

建設業イメージアップCM等の放映
（FMラジオ300本、民放4社120本、WEB広告）

4～3月 建産連 － － 6,000,000円 県予算
・効果検証が不明瞭
・活用媒体の見直し
・効果的な予算配分

1 インターンシップの実施 就職活動開始前の高校２年生を対象に企業の体験入職の実施 9～10月 有（高校） 高校2年生 78人 1,440,000 助成金（保証会社） 事業費の確保

2 現場見学会 施工中の現場の見学会を行い、実際に働いている技能者の仕事を見てもらう 8月～11月
有（国土交通
省）

小学生 180人 560,000 助成金（保証会社） 事業費の確保

3 高校生向け企業説明会
大分県や専修学校等が主催する高校生向けの就職ガイダンス（企業説明会）
に建設業の仕事を紹介するブースを設け、入職促進とイメージアップを図っ
た。

7～8月
有（県、専修
学校）

高校生 1600人 660,000 助成金（保証会社） 学生に興味を持ってもらえそうな素材不足
事業費の確保

4 職業体験
小学生を対象に職業の疑似体験をを通して働くことの大切さや仕事の楽しさ
を経験してもらう

7月
有（職能協
会）

小学生 650人 1,080,000 助成金（保証会社） 事業費の確保

5 CM製作
建設業界の面白さ・やりがいを感じられるようにCMを製作し、地方テレビ番
組等での放送、シネアド、ネット配信を実施

4～3月 有（県等）
新規入職社員・
高校生ほか

－ 2,000,000 助成金（保証会社） 事業費の確保、費用対効果がわかりにくい

1 魅力発信事業

主　　　催 ：建設業協会１１支部（親会・女性部・青年部）
目　　　的 ：子供に建設業の魅力を発信し人材確保に繋げる
奉仕作業 ：学校設備補修、側溝清掃、剪定等
出前講座 ：建設業の基本知識、役割等、グループ討議
共同作業 ：ベンチかまど、橋の模型等を製作
体　　　験 ：重機等の試乗、ドローン操作実演等
学生交流会：県内高校建設系１年生との交流会・情報交換会

7月～1月
有
（土木事務所
外）

小中高校生・大学
生

約600名 500,000 一部県との折半事業 対象の学校を拡大し、事業を継続する

（一社）大分
県建設業協会

（一社）宮崎
県建設業協会
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2 魅力発信事業
（宮崎テクノフェア）

建設技術フェアとして参加
目　　　的 ：広く建設業の魅力を発信し人材確保に繋げる
参 加 者  ：宮崎支部青年部及び県内各支部長
内　　　容 ：重機試乗体験、レンガ橋模型製作、写真展

11月
有
(宮崎県工業会)

県民
（大人・学生・子
供）

来場者7千人 550,000 県との折半事業 事業を継続する

3 出前講座・現場見学会

主　　催 ：宮崎県建設業協会
講　　師 ：実施地区の会員企業代表者、役員等
内　　容 ：建設業の基本知識や役割等を説明後、建設現場を
　　　　　　見学

9月～11月
有
（国・県）

工業系高校４校
1～2年生

150名 1,000,000 助成金（振興基金）
事業を継続する
課題：見学会の対象となる現場の確保

4 テレビＣＭ
視覚を通して建設業のＰＲを行うイメージ戦略
平成27年10月より放映
「夢を抱いた日」篇・「一歩ずつ」篇・「未来へ」篇の３部作

4月～10月
年末年始ス
ポット

無
県民
（大人・学生・子
供）

－ 8,300,000
保証会社、福祉共済団の助
成金を活用

事業を継続する予定
課題：①制作費と放映料が高額で単独事業は厳しい
　　　　②効果が検証できない

5 インターンシップ
主　　　催 ：建設業協会4支部（受入企業約70社）
目　　　的 ：就業体験により建設業の魅力を体感してもらう

10月～11月
有
（国・県）

工業系高校5校
その他1校
2年生

230名 － 各支部にて
対象の学校を拡大し、事業を継続する
今年度は県立工業系高校の外に私立高校が1校参加

6 育成事業
上記の事業に関するアンケート調査及び県内工業系高校7校の卒業生の進路調査
を実施
成果品を関係学校及び行政に配布

通年 無 工業系高校生 － 650,000 県との折半事業
事業を継続する
成果：卒業生の大まかな進路が把握できる
課題：県内建設業への就職希望者の増加策

7 ファッションショー
（女性の会）

女性の会により、商業複合施設にてファッションショーと女性技能者によるＰＲ事業を
実施。
高校生がデザインした女性作業服のファッションショー。

10月
有
（県・親会）

一般県民 約200名 800,000 助成金（振興基金） 継続性に難あり

8 パンフレット制作・配布
青年部連合会により、土木の魅力等のＰＲ冊子を３万部作成し、県内中学校約１５０
校３万名へ配布。

11月 無 県内中学校 － 800,000 助成金（振興基金） 継続性に意義あり

9 動画制作
青年部連合会により、出前講座で使用するＰＲ動画を制作。橋梁工事における現在
と未来の姿を、アニメーション動画にて製作。

11月 無
小中高校生、未就
学児童ほか

－ 800,000 助成金（振興基金） 費用対効果が分かりにくい

1 土木フェスタ ｉｎ マリン
ポート2019

「土木の日」の関連事業として、土木に対するイメージアップを図ることを
目的に、建設機械の試乗体験や測量体験、土石流の模型展示などを行った。

11月

有（鹿児島
県、イメージ
アップ連絡協
他）

一般市民 5,500 3,200,000
自前予算
協賛金

イベントの周知及び経費負担

2 現場見学会
生活基盤である社会資本整備を担う建設業を理解してもらうこと、及び、生
の建設現場を肌で感じ、就職に当たって参考としてもらう目的で実施した。

11～12月 無
土木系学科のあ
る公立高校

３校
１０５人

400,000
自前予算
助成金（労働調査会）

見学現場の選定、学校及び工事現場との日程等の調整

3 インターンシップの実施 就職活動開始前の高校生を対象に、会員企業にて職場実習を実施した。 11～12月 無
土木系学科のあ
る高校

５校
１０７人

30,000 自前予算 受入企業の選定、学校との日程等の調整

4 お父さんの仕事場見学会
「おやじの日」

土木業界で活躍する、建設会社の社員、発注者の身近な家族を対象として、
実際の仕事場での父親（おやじ）の働く姿・仕事場を見学し、土木の仕事を
体験するイベントとして開催した。

８月

有（国土交通
省鹿児島国道
事務所、監督
官詰所安全連
絡協議会）

施工会社社員の
家族
発注者等関係者

約１００人 1,000,000
自前予算（100，000円）
監督官詰所安全連絡協議会
負担金

現場の選定及び日程調整

（一社）鹿児
島県建設業協
会
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5 担い手確保事業
県内建設産業に新規雇用（新卒採用を除く）された建設労働者の人件費及び
研修費を助成（１年間・1/2）することにより、担い手の確保を図る。

6月～2月
有（県土木
部）

建設労働者(技術
者・技能労働
者）

３０人程度 29,997,000 鹿児島県委託事業 求人倍率が高止まりし、新規入職者の確保が難しい。

6 建設産業合同企業説明会
土木、建築、測量設計、専門工事業など、県内建設産業50社が出展し、工業
系高校等10校の1～2年生約550人を対象に地元建設企業に関する情報提供を
行う。

２月 有（県土木部）
県内工業系高校
生・
専門学校生

約５５０人 3,950,000

・建設産業活性化助成事業
（振興基金）
・参加企業負担金
・自前予算

約550人の参加者（高校生等）を8名程度に編成し、あらかじめ主催
者が策定したローテーションで移動してもらうことから、必ずしも
希望企業の説明を受けられない生徒が出てくる。
また、地域や業種の出展企業数にバラツキがある中で、学生の専門
学科を考慮しながらのローテーション編成に苦労している。

7
就活応援キャラバン高校別企
業ガイダンス

本格的な就職活動が始まる前の6月までに、県内工業系高校8校の3年生を対
象に、県内建設企業の会社概要や業務内容、雇用条件等の情報を提供するた
め、1校当たり20から30数社で巡回訪問する企業ガイダンスを実施した。

4～6月 無
県内工業系高校
生

７８３人 2,831,000

・建設産業活性化助成事業
（振興基金）
・参加企業負担金
・自前予算

参加希望企業が多いため、1校当たりの企業数を増やすと、個別企
業の割り当て時間が少なくなり、十分な情報提供が難しくなる。学
校側のご理解を得て、時間数を長くする必要がある。

8
テレビCM、街頭ビジョン、シ
ネアド放映、啓発ポスターの
作成

建設業の魅力を発信するため、建設業は「カッコいい」をメインテーマに、
建設現場で働く若者の姿を中心に構成した15秒CMを、テレビ、街頭ビジョ
ン、シネアドで放映。
また、ポスターも同じモチーフで作成し、関係機関に配布。

11～2月 無 一般県民、中・高校生 5,400,000
・建設業福祉共済団の助成
金
・自前予算

効果的な広報媒体について、常に検討する必要がある。

9 出前講座
建設業青年部と協力し、県下各地域の小中高校等に出向き、砂防ジオラマを
使った土石流の実演等を行いながら、公共事業への理解と建設業を職業選択
の一つとして考えてもらえるよう取り組む。

通年 無 小中高校等 ３０校程度 1,000,000 西日本建設業保証(株)の助
成金

実施場所の選定を含め、計画的な実施ができるような方策を考える
必要がある。

10 若手育成プロジェクト
毎月1回、建設業青年部、国・県関係者、教諭（私立れいめい高校）の産学
官が連携し、高校生を対象にした企業ガイダンス、現場見学、土木施工実習
等を行う。

4～2月 無 高校生 ３４人 242,000 （公財）鹿児島県建設技術
センターの助成金

高校生が何を考え、求めているか、高校生の声を事業に反映してい
く必要がある。

11 2級土木施工管理技術検定直前
講習

若手技術者の資格取得を支援し、技術者の育成・定着を図るため、2級土木
施工管理技術検定試験の直前講習を実施した。

9月、10月 無 建設技術者、高校生 ８５人 636,000 （公財）鹿児島県建設技術
センターの助成金

受講希望者が多く、全員が受講できていない。
また、合格率の向上に向けて、講習内容の充実を図る必要がある。

12 施工計画書作成講習 若手技術者の育成・定着を図るため、入職3年以内の若手技術者を対象に、
施工計画書作成の手順とポイントを基礎から学ぶ研修を実施した。

7月、9月 無 若手建設技術者 ５５人 399,000 （公財）鹿児島県建設技術
センターの助成金

受講希望者が多く、全員が受講できていない。
また、施工計画書作成は内容が多岐にわたるため、研修項目の絞り
込みが難しい。

13 新規入職者研修会 建設産業に新規入職した職員の育成・定着を図るため、建設産業新規入職者
研修会を実施した。

11月 無 新入社員 ４４人 900,000 自前予算
零細な企業が多いことから、各経営者の方に新入社員を研修に参加
させることにより、育成・定着につなげていく意義について理解を
得る必要がある。

1 おきなわ建設フェスタへの参
画

建設業の魅力や役割を、体験イベントやパネル展示などを通して、伝え将来
の建設業への入職へ繋げる。

11月
建産連、建設
業協会等建設
関連団体

県民 13,000人 自前予算（会費収入）

2 雇用改善事業推進委員会
雇用改善事業実施についての計画の策定、効果的な事業の為に必要な事項の
検討・検証する会議の開催

1月～11月

有（沖縄労働
局、沖縄県商
工労働部・土
木建築部・農
林水産部、教
育庁、関連団
体）

労働政策担当職
員、教諭、雇用
改善担当職員

30人 200,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

3 地域別産学官との意見交換会
各地域において、産学官と連携し、事業実施に必要な事業の策定・効果を検
証する会議の開催。

8月

有（沖縄労働
局、沖縄県商
工労働部・土
木建築部・農
林水産部、教
育庁、各学
校）

沖縄労働局、沖
縄県商工労働
部・土木建築
部・農林水産
部、教育庁、関
連団体、学校教
諭の担当者

100人 300,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

4 現場見学会
施工中の現場の見学会を行い、実際に働いている技術者・技能者の仕事を見
てもらい、建設業へ入職の啓発を行う。

6月～12月 無
工業系等高校1～
2年生

550人 1,800,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

（一社）沖縄
県建設業協会
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5 現場見学会感想文集の作成、
配布

現場見学会の参加者から感想文と、建設業に対する意識調査を纏め、建設業
界に対する理解と認識を深めてもらう。

1月～11月 無
工業系等高校1～
2年生、会員企業

500部 300,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

6 現場実習の実施
現場実習を通して、技術者としての必要な知識や技術、技能を学ぶと共に将
来の技術者としての自覚と見識を学ぶ機会とする。

6月～11月 無 工業高校3年生 40

7 会報誌の発行
会報誌を発行することにより、県内建設業界の動向及び、実態を広く知らせ
ることが出来、先々の方向性を示す。

1月～12月 無
会員企業、関連
団体、官公庁

650部 6,000,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

8 建設業の現況
県内建設業界の現況等を、各種指標を基に詳細に分析し、経済的・政策的に
判断出来、建設業の維持・確保が出来るよう発刊している。

1月 無
会員企業、関連
団体、官公庁

700部 500,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

9 フォトコンテスト写真集の作
成

広く一般にも建設業の持つ魅力を啓発するフォトコンテストを実施し、広報
するための写真集を発刊した。

2月 無
会員企業・一般
県民

1500部 500,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

10 工業高校生への資格取得支援
各種資格取得への支援（2級土木・建築試験問題データ提供、試験対策講
座・3・4級経理事務士準備講習、小型車両系特別教育）開催

4月～9月 無 工業系高校生 2,000,000
自前予算（会費収入）
助成金（保証会社）

11 建設産業合同企業説明会
産学官と連携し、県内建設関連企業合同で企業説明会行うことにより、企業
担当者より直接会社説明を聞くことで就職を促す。

6月
沖縄労働局、
沖縄県、沖縄
県教育委員会

県内高校・高
専・短大・大学
の各学生、保護
者

650人 4,000,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

12 新入社員等研修会
建設業の現状や果たす役割を伝え、中長期的な観点から人材の育成･定着、
さらには新分野進出にも対応できるような人材の育成を図る。

4月 無

建設業に就職し
た新規学卒者及
び若年建設従事
者

100人 2,000,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

13 加工技術等の体験会
技術者等による学校内での指導を行うことにより、現場に即した技術の習得
を目指す。（鉄筋型枠実習）

6月～12月 無 工業高校3年生 100人 500,000
自前予算（会費収入）
助成金（労働局）

14 職業人講話
県内の小中高校を対象とし、建設業の役割や魅力等を講演し、建設業界への
興味を喚起し、未来の産業人材育成を図る。

5月～11月 有（沖縄県） 小中高校生 500人 講師の確保が難しい。

15 実践型人材養成システム
新規入職者及び若年建設従事者に向けて、実践型OFF-JT講習会を実施し、ス
キルの底上げを図る。

4月～10月 無

建設業に就職し
た新規学卒者及
び若年建設従事
者

50名

34 ページ



団体名 名称 事業の概要 実施時期 共催団体等
の有無

対象者 人数 概算費用 事業費の確保方法 実施に当たっての課題、解決策など

1 けんせつ小町HPでのPR
けんせつ小町を応援するサイト、けんせつ小町をPRするサイトを運営
https://www.nikkenren.com/komachi/

通年 無 学生 - - 自前 継続連載

2 けんせつ小町セミナーの開催
会員向けセミナー
https://www.nikkenren.com/komachi/news/seminar_7th.html

年２～３回 無 会員企業社員
３０～５０名程

度
- 自前 継続開催

3 市民現場見学会

社会資本整備の必要性、建設業の社会的使命などについて広く一般の方々に理解
していただくため、会員企業の協力を得て実施している見学会。
合併前の旧日本土木工業協会が2002年に開始し、2017年11月には参加者300万人
を達成。

通年 － 一般市民 － 100万/年 自前
・クラス単位での申し込みが多く、30名～40名の受け入れが可能な現場を
探すのに苦労している

4 発注者と連携した現場見学会

全国９支部の協力のもと、各地の地方整備局や高速道路会社、自治体など発注機
関と連携した学生向け現場見学会を2013年度より開始。
当日は発注機関担当者も出席し、事業の目的や効果などを説明することでより理解
が深まることを期待。
（※市民現場見学会の１つとして実施）

通年 －
大学生
高等専門学校生
高校生

732名
（17回）

200万/年 自前

5 けんせつ小町活躍現場見学会

女性が主体的に活躍している現場を見てもらう、参加対象を女子小中学生に限定し
た業界初の現場見学会。
2015年度より開始し、子供たちを飽きさせない・記憶に残る見学会にするため、実際
の建設作業の一部を体験できる「お仕事体験」をすべての現場で設けている。
2020年度からは、参加対象を男子小中学生にも広げる予定。
（※市民現場見学会の１つとして実施）

夏休み期間
国土交通省
後援

女子小中学生と
その保護者

374名
（17現場）

500万/年 自前
・暑い時期での開催のため、熱中症対策には特に気を付けている
・地方都市での開催の場合、参加者の募集に苦労することがある

6 広報誌「ＡＣｅ　建設業界」の発行

建設産業の魅力等を広く情報発信するため毎月2万2千部を発行し、全国の大学や
図書館などにも送付。
2019年8月号で創刊100号を迎え、誌面リニューアルを実施。写真を多用したオール
カラー仕様となった。

通年 － 全般 － 680万/月 自前

7 科学技術館「建設館」の運営

1981（昭和56）年より出展。年間50万人ほどの来館者があり、科学に対する学習施
設としてクラス単位・学校単位で小学生などが訪れる・鉄、自動車をはじめわが国の
代表的な産業が業界単位で出展する国内唯一の施設。
展示物や実験等を通じて、建設業の役割、技術、ダイナミックさ等を理解してもらう重
要な広報手段の一つである。また、建設業がわが国の代表的なものづくり産業の一
つであるとのメッセージ発信にもなる。

通年 －
小学生
中学生
保護者

－ 1700万/年 自前

1 子供霞ヶ関デー

中央官庁等が連携して、業務説明や省内見学などを行うことにより、親子の触れ合
いを深め、子供たちが夏休みに広く社会を知る体験活動の機会とするとともに、府省
庁等の施策に対する理解を深めてもらうことを目的とした取組。本会はこの取組の
中で、公共事業の観点から建設業のPRを行っています。

8月7日（水
曜日）、8日
（木曜日）

国交省ほか
小中学生及びその
両親等

5,334
（国交省来場

者）
0 なし

2 建設学習帳
7月に行っている「建設業社会貢献活動推進月間」に合わせて、全国の小学生等に
対し、建設業を理解していただくための「建設学習帳」を作成、配付した。

7月
47都道府県建
設業協会

小学生及びその両
親等

50,000部 1,998,000
建設業福祉共済団の建設共
済保険制度に係る広報活動
事業費

1

会員向けアンケート調査におい
て、「働き方改革や人材育成・担
い手確保の取組状況」等調査の
実施

会員企業における直近の男女別・年代別採用状況（離職状況）、働き方改革に伴い
時間外労働時間数や週休二日制への取組状況、担い手確保の取組状況、外国人
の状況などの調査を実施

１０月～１２
月

なし 会員企業 約２，３００社
回収率の向上（会員企業からの回答：就職イベントでのＰＲ、インターン
シップの活用、助成金制度の活用、研修の実施等）

2 女性活躍に関するホームページ
の活用

会員企業に勤務する女性からのメッセージを広報誌、ＨＰへ掲載 随時 なし 会員企業 約２，３００社 閲覧状況の把握が出来ていない。

3 建設業で働く女性のつどい
会員企業で採用され現場で働く女性数名による意見交換会を開催し、悩みや情報を
共有するなどネットワークを作ることにより、入職促進や職場定着につなげる。広報
誌、ＨＰへ掲載し、業界の魅力を伝え、イメージアップをはかる。

随時 なし 会員企業
広報誌、ＨＰへ意見交換会の内容を掲載しているが、他業種や若者の求
職者の閲覧や周知につなげることが出来ていない。

1 現場見学会（年２回） 施工中の現場の見学会を行い、実際に働いている技能者の仕事を見てもらう
１０月

２月

有（地方整備局
港湾空港部）

大学生
３０人

２０人

500,000円

500,000円
自前予算（会費収入） ・学生の都合と現場の都合が合わない

・受け入れ現場の不足

（一社）日本建
設業連合会

(一社）全国建
設業協会

（一社）全国中
小建設業協会

(一社）日本埋
立浚渫協会
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2 パンフレットの作成 海洋土木を理解してもらう目的 ３月完成 無 一般、学生 5,000,000円 自前予算（会費収入）

全国建設業協
同組合連合会

1
「仮囲いデザインコンテスト」の実
施

　建設業の魅力発信のためのプロジェクトを展開。
　本年度の「仮囲いデザインコンテスト」は、テーマを「『工事中と人々を結ぶインター
フェイス』を実現する」とし、施工中の現場の仮囲いを通して建設業の魅力を発信し
ていくことを目的に、学生の皆さんが様々な角度から考えたデザインを実際に実現さ
せてみようというプロジェクト。
　本コンテストで最優秀賞を受賞した作品は、本年５月に東京駅のすぐそば「新常盤
橋プロジェクト・Ａ棟新築工事」現場の一角で実現する予定。

10月～2月 無

高校生、専門学校
生、高等専門学校
生、大学生、大学
院生

自前予算
助成金（保証会社）

1 現場見学・体験学習会
施工中の現場の見学会を行い、実際に働いている技能者の仕事を見てもらい、実際
に体験学習の実施

令和元年7
月19日

　有（札幌建設
業協会）

北海道札幌工業
高等学校建築科2
年生

80人 300,000 自前予算（会費収入） 受け入れ現場の不足・事業費の確保、費用対効果がわかりにくい

2 インターンシップの実施 就職活動開始前の高校1.２年生を対象に企業の体験入職の実施
令和元年9
月25～26日

　有（札幌市） 高校1.2年生 7000人 500,000 助成金（労働局） 事業費の確保、費用対効果がわかりにくい

3 体験学習の実施
札幌駅前地下歩行空間での「建設産業ふれあい展」に出展、幼児・小・中・高校生、
一般を対象に企業の体験学習の実施

令和2年1月
11～12日

　有（北海道）
幼児・小・中・高校
生、一般

15000人 500,000 助成金（労働局）（保証会社） 事業費の確保、費用対効果がわかりにくい

1 普通高校教諭との意見交換会
普通高校教諭と建設産業（建設専門工事業）における担い手確保について意見交
換するとともに、学卒者の進路選択の動向について情報交換した。

４月 無 教諭 ４人 20,000 自前予算（会費収入） 対象校の拡大

2
「２０１９年度みやぎ建設ふれあ
いまつり」の開催

小学生の親子連れを中心とした約４,０００名の来場者に対し,職種にちなんだ工作等
の体験コーナーや重機の試乗で建設業の楽しさを伝えた。

１１月

有（ふれあいま
つり実行委員
会：県土木部、
県建設業協会、
みやぎ中小建
設業協会

小学生 4,000人 760,000 自前予算（会費収入） 事業費の確保、費用対効果がわかりにくい

3 みやぎ建設架け橋サロンの開催
県立古川工業高校１年生に対しＧＰ毎に建設業（専門工事業）のやりがいや、労働
環境について情報を共有し意見交換した。

１２月
有（県土木部、
県建設業協会）

工業高校１年生 ４０人 20,000 自前予算（会費収入）

1 <働き方改革の実現に向けて>研
修会

労働局より講師を招き、週休2日制に対する取り組みや現状について講演していた
だき、今後の取り組みの参考にする。

6月 新潟労働局
各団体の参加会
員

35人 100,000円
助成金
自前予算

参加人数の不足→各団体への呼びかけ

2 ハローワーク現場見学会
就職希望者から希望者を募り、建設中の現場(2か所)の見学を行い、人材確保への
きっかけとした。

7月 ハローワーク
建設現場等への
就職希望者

12名

3 テクノスクール<ものづくり広場>
参加

3業種のブースを設け、子供たちに興味のある職業体験をしてもらう。 8月
北陸地方整備
局
テクノスクール

小学生
体験人数
延べ180人

400,000円
助成金
自前予算

ブース数の不足→参加団体確保の呼びかけ

4 各団体参加会員事業所に対する
実態調査アンケート

団体傘下の事業所に対する実態調査を毎年行い、新規入職者、休日などについて
の業界の状況の把握をして、人材確保・育成についての取り組みの参考にする。
実施後の報告書は各団体、関係機関などに配布する。

9月～10月
(一社)新潟県建
設専門工事業
団体連合会

各団体傘下事業
所

233事業所 650,000円
助成金
自前予算

アンケート回収率の向上→各団体、事業所への呼びかけ
集計作業のスピード化

建設産業専門
団体中部地区
連合会

1 第4回建設専門工事業合同体験
フェア

ポリテクセンター中部（小牧市）にて、学生約160名が建築・土木の世界を支える建設
技能（12職種）を体験。質疑応答も交え、専門工事業に対する興味を深めていただ
く。

10月 無

中部地区の工業
高校・高等技術専
門校の学生、一般
の方

200 11,000,000

・日建連中部支部からの協賛
金
・助成金（愛知労働局）
各団体毎の申請

資金について：ご協賛を頂いておりますが、大部分は各出展団体の負担
で実施しています（各団体毎に助成金支給申請）各方面より、より多くの
協賛をいただけると幸いです。

建設産業専門
団体北海道地
区連合会

（一社）宮城県
建設専門工事
業団体連合会

建設産業専門
団体北陸地区
連合会
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1
第6回建築・土木技能体験フェア
（技フェスタ）２０１９

若年層の入職率回復のために、「若年技能者の人材確保・育成」をテーマに、工科
高校生徒から広く一般の人々にも建設産業における専門工事業を知ってもらい、モ
ノづくりの魅力、やりがいや楽しさを伝えるために、建築技能の体験、継承された伝
統工法や近代工法の職人の技を紹介し、若手職人の入職促進の一助とするための
体験型イベントを実施。

令和元年９
月２０日、２１
日

有（一般社団法
人　大阪府建団
連、同法人雇用
推進事業　建設
業雇用推進研
究会、近畿建専
連）

一般府民・市民、
高校生等

3,034名 8,694,000
自前予算
厚生労働省助成金

事業費の確保、費用対効果がわかりにくい

2
上記の報告書、同報告動画DVD
及び建設専門工事業説明動画
DVDの製作、配布

・上記技能体験フェアの報告書及び同報告動画DVDを製作し、配布
・建設専門工事業の各職種をより理解していただくためのDVDを制作し、関係機関を
はじめ学校等へ配布

１１月～ 無

技能フェアに対す
る協力団体等
新規入職社員・高
校生への説明に活
用していただける
ように配布

－ 432,000 同上
事業費の確保、費用対効果がわかりにくいが、関係団体から活用したい
旨の要請あり

3 新入社員研修「左官基礎コース」
セミナー

左官業を目指す若者に、左官の楽しさや奥深さ、初歩的な技術、現場での安全等を
学習することで、職場や現場で戸惑うことを軽減し、長く勤務でき、離職率を下げるこ
とを目的に実施

４月１日～５
日（３日間）

一般社団法人
大阪府建団連

新入左官職人 １０名
・（一財）　建設業振興基金
（地域連携コンソーシアム事
業）受託事業

大阪府左官工業組合から役員・講師が直接指導している。
受講生の受講成果を発表する場を別に技能フェアや髪形左官祭りで設け
ている。

4 新入社員研修「施工管理基礎
コース」セミナー

施工管理につく新入社員が、ゼネコン・下請け・メーカー等様々な会社や人とかかわ
りあいながら仕事を進め、職場や現場で戸惑うことを軽減し、長く勤務でき、離職率
を下げることを目的に実施

４月１０日～
１２日（３日
間）

一般社団法人
大阪府建団連

新入社員・施工管
理者

１７名
・（一財）　建設業振興基金
（地域連携コンソーシアム事
業）受託事業

研修内容を、座学ばかりではなく、半日実際のゼネコンの建築現場見学を
実施している。

5 建設業経理事務士特別研修
建設業会計知識の普及及び処理能力の向上を目的として、建設業会計に関する検
定試験に向けた特別研修（初歩の簿記の仕組み、建設業固有の簿記・会計・原価計
算を総合的に理解できる研修）を実施

①４級　９月
２８日２９日
②３級　１２
月４日～６日

一般社団法人
大阪府建団連

各会社の事務職
員

①１４名
②１６名

・（一財）　建設業振興基金受
託事業

6 雇用拡大セミナー

学生の進路指導に携わる先生方を対象に学生の求職活動に資するための就職相
談の際に、建設専門工事業の理解を深めてもらい、ハローワーク職員や大阪府が実
施するインターンシップの方法等及び求職者に対する効果的な求人募集についての
説明会を開催

5月28日

一般社団法人
大阪府建団連
雇用推進事業
建設業雇用推
進研究会

建設雇用推進研
究会
会員企業及び工
科高等学校等の
進路指導等教員

約１００名
・建設業雇用推進研究会事業
予算

7 建設労働者緊急育成支援事業
離転職者、新卒者、未就職卒業者等で求職活動中の方を対象に、短期間の訓練で
資格取得でき、建設業に入職できるよう育成支援する事業

①　９月１１
日～１０月１
８日
②　１月１６
日～２月２１
日

一般社団法人
大阪府建団連

離転職者、新卒
者、未就職卒業者
等で求職活動中の
者

①２名
②８名

・（一財）　建設業振興基金受
託事業

8 １級建築施工管理技術検定試験
対策講座（学科）

施工管理者育成のために資格試験対策講座を実施
４月～５月
（２月から８
日間）

一般社団法人
大阪府建団連

施工管理を目指す
職員

１１名 330,000 受講料充当

9
２級建築施工管理技術検定試験
対策講座（学科）

施工管理者育成のために資格試験対策講座を実施

①６月～１０
月
（８日間）
②令和２年２
月２日～９月
１３日

一般社団法人
大阪府建団連

施工管理を目指す
職員

①１４名
②２９名

①350,000
②72,5000

受講料充当

10 中堅社員研修「仕上げ系施工管
理コース」セミナー

中堅施工管理者の方々が、実際に建設現場で働く上での知識を深め、長く職場に定
着して働けることを目的に実施

10月17日
一般社団法人
大阪府建団連

施工管理を目指す
職員

１0名 70,000 受講料充当

11 「建設専門工事業職種説明会・
技能実習体験」

建設専門工事業について、学校や学生と直接話し合う機会を提供し、専門工事業の
理解をしてもらうとともに入職につなげることを目的に実施
座学：DVDによる建設業の説明、建設業「基礎工事、躯体工事、内装工事、外装工
事、設備工事」の仕事の説明
実技講習：型枠工事の技能実習体験、タイル技能体験を実施

12月12日
一般社団法人
大阪府建団連

大阪府立布施工
科高等学校建築
設備系学科２年生

４0名 418,000
厚生労働省助成金充当
一部、厚生労働省平成３１年
度「つなぐ化」事業助成金

建設産業専門
団体中国地区
連合会

1 ひろしま建設フェア２０１９ 遊びを通して建設の仕事を体験＆学べるキッズイベント(職人さん体験ゾーン) １０月

有（広島県・建
設工業協会・建
設業協会連合
会)

一般市民 13,000人以上 600,000
助成金（厚労省）
但し、支給未確定

予算、運営人員の確保、協力団体の確保

1 パンフレット
「かがわ建設業図鑑2019」県内の中学生に配布するパンフレット(香川県主導)作成･
配布

令和元年10
月

香川県土木部 県内中学生 8000人 　　　　－ 香川県予算 掲載する職種が限られている

2 出前講座 四国能力開発大学出前講座
令和元年10
月

四国能力開発
大学

２年生徒徒 38人 200,000 香川県鉄筋業協同組合 大学からの助成金が出ない。

建設産業専門
団体四国地区
連合会

（一社）　大阪
府建団連
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3 出前講座
香川県高等技術学校　高松校での出前講座
型枠工事、鉄筋工事、鳶土工工事

令和元年６
月

香川県高等技
術学校

３年生生徒 15人 200,000
高等技術学校助成金
四国建専連

型枠工事、鉄筋工事、鳶土工工事連携のRC躯体施工体験。受講生の大
半は就職が決っており、効果が期待できない。

4 建設フェアー

四国地方整備局等が主催の建設フェアー。２年に一度四国各県持回りで開催されて
いる。
型枠工事－透明型枠組立、模型作成
鳶土工工事－レッカー試乗体験、ミニユンボ運転
左官工事－どろ団子作成縦意見
鉄筋工事－自動結束機体験
各ブース出店。２日間

平成30年10
月

四国地方整備
局等

一般来場者 16000人 1,500,000
一部四国建専連、各団体組
合

例年多くの来場者があり、宣伝効果はあるが、費用がかさみ、各企業の
ボランティアに頼っているのが現状。次回令和２年１０月徳島開催予定。

5 香川企業紹介 「発見、探検私たちの地域の仕事」冊子作成 令和２年４月
民間広告代理
店、香川県教育
委員会

香川県内全中学２
年生

8000人 300,000 企業負担
民間広告代理店がプロデュースする職業紹介パンフレット。県内の中学2
年生を対象に、高校進学以前に職業への関心を高めてもらうことが主眼

1
沖縄県立高等学校（工業、農林
系）及び職業能力開発校と
の意見交換会

県立の実業系高校や職業訓練校の教員らと人材確保などに関して意見交換した。 7月 無 教諭 18人 110,000 自前予算（会費より） 初の会合として開催。今後定期的に開催するかは未定。

2 「第4回おきなわ建設フェスタ」へ
の参画

児童生徒及び保護者に対し、建設業の役割や重要性を理解してもらうこと、またモノ
づくりの楽しさを体験してもらうイベントへ参画した。
屋内には21の展示ブースと親子木工教室・園芸教室の体験、屋外には建設機械11
台を設置して試乗体験などを実施した。

11月
建設関係17団
体で実行委員
会を設置

児童生徒及び保
護者を主な対象と
した

約13,000人
143,000
（全体で660
万）

各団体の出展費用や協賛企
業・団体からの協賛金で運営

事業費の確保、出展内容の充実化、会員団体の協力支援など

1 担い手確保出前講習等 全鉄筋会員団体の多くが、工業高校等への出前講習等を実施
年度を通し
て

2 地域フェスタ等への参画等
全鉄筋会員団体の一部に於いて、各地で開催されるフェスタ等へ、業界を知ってもら
うことを目的に参画

年度を通し
て

3 育成講習会等 技能検定試験のための事前講習会を実施
年度を通し
て

1-1 建設業新規入職者合同研修

山口県内の建設業へ新規入職者等を対象に、社会人としての心構や建設業の基礎
知識等の習得を目的とした合同研修会。
１日目：安全教育、マナー講座
２日目：足場の組立等業務に係る特別教育 （法定教育）

2019/04/05
～
2019/04/06

有
県内建設業新入
職者及び建設業
入職3年以内の者

30 10,000 助成金
合同にすることで、事業が継続出来ていますが
入職者減少により、今後の継続が難しくなってきています。

1-2 匠の学び舎アカデミー鉄筋出前
講座

匠の学び舎アカデミーにて鉄筋出前講座。講義30分、鉄筋組立指導2時間30分。
教室にてパワーポイントを使い、建設業の流れ概略を説明。鉄筋工事の重要性と工
事の流れを説明した後、作業場での鉄筋3級組立指導。

2019/04/11
～
2019/04/11

無
匠の学び舎アカデ
ミー2年生、教官

10 150,000 企業負担
鉄筋3級技能士組立2セット、ハッカー、結束線などを学校に贈呈。技能士
2名で結束及び組立の指導。

1-3 四国職業能力開発大学鉄筋組
立出前講座

四国職業能力開発大学2回生を対象に鉄筋工事2級技能士試験問題の組立指導。
2019/04/19
～
2019/04/19

有
四国能力開発大
学2回生

22 100,000 会費収入
大学からの依頼で毎年開催しているが、生徒からの入職希望は無く、出
前講座は学生の知識としては役に立っているが、就職には結びついてい
ない。出面だけでも助成していただけるとありがたい。

1-4 出前講座の実施
ポリテクカレッジ島根からの要請により、同校生徒１２名に対し、当組合講師２名で、
鉄筋組立の体験を行った。全２回のコースで今回は、鉄筋加工について体験した。

2019/06/04
～
2019/06/04

無
ポリテクカレッジ島
根

12 100,000 会費、助成金 助成金を活用するにもまず、支払が発生するので、厳しい。

建設産業専門
団体　沖縄地
区連合会

（公社）全国鉄
筋工事業協会

***** 次行以降に会員の実施報告を記載 *****
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1-5 名古屋市立工芸高等学校　出前
講習

名古屋市立工芸高等学校からの依頼を受けて講師を派遣し鉄筋施工の実技指導を
実施しました。

2019/06/06
～
2019/06/06

無 生徒 30 0 特になし 鉄筋の運搬等は組合員にご負担いただいています。

1-6 ポリテクカレッジ島根に対する出
前講座開催

ポリテクカレッジ島根住環境科生徒１２名に対し、当組合講師２名により鉄筋の結束
などの体験を行った。

2019/06/20
～
2019/06/20

無
ポリテクカレッジ島
根２年生

12 200,000 会費収入 講師の確保と事業費　事業費は、後日労働局の助成金を申請する予定。

1-7 静岡県立科学技術高校への出
前講座

２級技能試験用資材を使った組立作業
鉄筋工事に関する座学

2019/06/21
～
2019/06/21

無
都市基盤工学科２
年生

39 0 会費収入

1-8 静岡県立掛川工業高校への出
前講座

モックアップを使った実技
鉄筋工事に関する座学

2019/06/28
～
2019/06/28

無
同校２年生、３年
生

26 0 会費収入

1-9 富山工業高等学校への出前講
座

鉄筋工事の紹介・組立作業の講習を実施
2019/07/04
～
2019/07/04

有 土木科　2年生 40 140,000 会費収入

1-10 益田翔陽高校に対し出前講座を
開催

島根県立益田翔陽高校生徒に対し、３級用鉄筋材料を用い、結束等の体験学習を
行った。

2019/07/08
～
2019/07/08

無 同校３年生 25 100,000 会費収入
講師の確保、事業費の捻出
事後に助成金を申請する

1-11 ポリテクカレッジ島根での出前講
習

同校２年生に対して、鉄筋加工、組み立てを体験してもらう講習会を開催
2019/07/11
～
2019/07/11

無 住環境科生徒 24 210,000
会費、事後に助成金申請予
定

講師の確保と事業経費

1-12 桜井高等学校への出前講座 鉄筋工事の紹介・組立作業講習を実施
2019/07/12
～
2019/07/12

有 土木科　1年生 40 60,000 会費収入

1-13 駿河学園への出前講習 少年院からの依頼を受け、出所後の就職を助ける技能講習のための講習を実施
2019/07/23
～
2019/07/23

無 院生 10 0 会費収入

1-14
出前講習の実施報告（専門学
校）

・9月より専門学校及び工業高校への出前講習が開始され、専門学校では9月6日
（金）中央工学校（4年生20人、3年生20人）、9月12日（水）日本工学院八王子校（2年
生46名）、11月14日（木）日本工学院蒲田校（2年生37名）を指導した。
・技能検定３級・２級の課題を題材にして、組立て作業の実践を行った。
・建設業の仕事に携わる上で、鉄筋の組立ての基礎を知っておくことは必ず役に立
つことを説明した。

2019/09/06
～
2019/11/19

無 専門学校生 123 400,000
ものづくりマイスター制度及び
教材（助成金）を利用

・専門学校生は建築士を取得し、現場監督を目指す者が多く、直接就職
に結びつく事は少ないと思われるが、職人の仕事を知ってもらい、現場を
理解してもらいたいとの思いで実施した。
・一方、工業高校では総合工科高校（3回）、葛西工業高校（2回）、墨田工
業高校（6回）の出前講習を進めており、３級技能検定の受検及び将来の
就職を期待したいところである。

1-15 出前講座
ポリテクカレッジ島根からの依頼を受け、同校２年生１２名に対し３級用材料を用い、
組立て講座を開催した。

2019/09/12
～
2019/09/12

無 ２年生 12 120,000 会費収入
１　材料、講師料の捻出
２　講師の選定

1-16 出前講座
ポリテクカレッジ島根において同校２年生に対し、鉄筋組立ての講座を開催し、鉄筋
結束等の実技を体験させた。

2019/09/19
～
2019/09/19

無
ポリテクカレッジ島
根生徒

24 50,000 会費収入
講師の確保
講師への謝金

1-17 工業高校での出前講座開催 １０月１７日、１０月３１日の両日、工業高校で出前講座を行った
2019/10/17
～
2019/10/31

無 松江工業高校 39 110,000 会費収入 講師確保、助成金を申請する予定

1-18 駿河学園への出前講習 少年院からの依頼を受け、出所後の就職を助ける技能習得のための講習を実施
2019/11/26
～
2019/11/26

無 院生 7 0 会費収入
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1-19 工業高校への出前講座
島根県立松江工業高校へ講師を派遣し、鉄筋結束等の出前講座を開催
１１月２８日、１２月１９日

2019/11/28
～
2019/12/19

無 工業高校２年生 19 60,000 会費収入
講師の確保
経費に捻出

1-20 検定試験（鉄筋組立）事前対策
講習会

検定試験の為の対策講習会
2019/12/14
～
2019/12/14

有 検定試験受検者 12 50,000 助成金、会費収入
当日の運営は青年部が担当しているが、今年は参加できる方が少なく
その面で大変だった。

2-1 やまぐち建設産業魅力発見フェ
ア

県内の建設企業の交流や体験を通して、高校・高専生等に建設産業への理解と関
心を深めてもらい、県内建設産業への入職意欲醸成を図る事を目的とする。
県内各団体および、企業がブースを設け、生徒に対し職種説明や体験を行ってもら
う。

2019/06/04
～
2019/06/04

有 高校・高専生徒 250 30,000 会費収入

前日から準備にあたってもらうが、費用的に厳しくボランティアでやっても
らっているのが心苦しい。
年々、生徒数が増えているがどのように興味を持たせるのかが課題であ
る。

2-2 国交省　子ども霞が関見学デー
へ参加

国土交通省をはじめとした府省庁等が連携して、業務説明や省内見学を行い、親子
の触れ合いを深め、子供たちが夏休みに広く社会をを知る体験活動として毎年行わ
れておりますが、富士教育センターの紹介もあり、今年度より鉄筋施工のブースを出
展し、子供たちに鉄筋工事に興味を持ってもらうと共に組立て作業を実践してもらい
指導を行った。

2019/08/07
～
2019/08/08

有
小・中学生・幼児
等（原則として保
護者同伴）

16 400,000 会費収入
出展料はかかりませんが、材料費・人件費・旅費等のプログラム実施にか
かる費用は総て出展者負担となるため、今回は鉄筋業界と組合の宣伝の
ため参加したが、反省会を開き今後の対応を考えたい。

2-3 おしごと体験教室2019

小学生高学年を対象に１８の業種のおしごと体験ができる。
時間は50分間で、鉄筋は梁と柱を組み、仕上がったらその上に乗って写真撮影を行
う。
子供達が事前に抽選で申込み、当日ハローワークの受付をし体験後「100good job」
のお金をもらい売店で買い物ができる。

2019/08/22
～
2019/08/24

有 小学校高学年 72 400,000 県より材料費等は支給

1回に6名を対象とするが、ハッカーの練習等は1人に1人先生が必要にな
る
また、終了して次の準備で解体を行わないといけないので、3日間の人手
を
確保する事が課題。現在青年部が中心となって行っている。

2-4 ものづくりフェスタ2019
静岡県職業能力開発協会へ応募をしツインメッセ静岡に出展。目的は、ものづくりの
楽しさ、技能の素晴らしさ、鉄筋の大切さを県民にアピ－ルし鉄筋工事の事を知って
もらい、子供達に鉄筋に触れてもらう、鉄筋に興味を持ってもらう。

2019/09/21
～
2019/09/21

無 県民 22 0 助成金、会費収入 子供達へ配る景品の予算を事前に検討する必要がある

2-5 第4回建設専門工事業合同体験
フェア

建専連を中心として建設専門工事業合同体験フェアを実施
他の専門工事業と共催
鉄筋は愛知・静岡・岐阜・三重の四県合同でブースにて展示および実技の体験指導
を実施した

2019/10/24
～
2019/10/24

有 生徒・一般見学者 250 300,000 建設事業主に対する助成金

2-6 しまね技能フェスティバル２０１９
に参加

１０月２７日（日）松江市のくにびきメッセで開催されたしまね技能フェスティバルに参
加。鉄筋職人による組立実演と親子で参加できる結束体験コーナーを出展した。

2019/10/27
～
2019/10/27

無 入場者 50 100,000
会費　一部島根職業能力開
発協会負担

担当者の確保

2-7 しずおか建設まつり
静岡市、静岡県建設産業団体連合会の共同開催
目的は建設業の担い手の確保・育成のため、子供達が建設業を身近に感じることが
できる場の提供、建設産業の魅力を伝えるイベント

2019/11/09
～
2019/11/09

無 市民 20 0 会費収入

3-1 施工図検定試験事前対策講習
会

検定試験の施工図の対策講習会
諸注意の講話と過去問の実技講習

2019/10/30
～
2019/10/31

無 検定試験受検者 12 60,000 会費収入
施工図の検定を何十年かぶりに復活し、わからないながらも長崎や関西
のご協力の下、講習会を無事に開催する事ができました。

3-2 技能検定合格のための講習会
（その１）

鉄筋施工学科、施工図作成作業の２科目について、講習会を開催
2019/12/01
～
2019/12/01

無 受検者 12 50,000 会費収入 講師の育成

3-3 技能検定合格のための講習会
（その２）

組立実技と施工図作成作業の科目を指導した。
2019/12/08
～
2019/12/08

無 受検者 6 70,000 会費収入 講師確保と講師育成

1 車両系建設機械運転業務従事
者安全衛生定期教育

厚労省認定による建設機械オペレータの5年に１回の安全衛生教育
4月～3月
12回/年

なし
三点式杭打ち機オ
ペレータ
整地オペレータ

620名 850万 受講料 グループミーティング「事故例」の例題収集に苦労

2 基礎杭溶接管理技術者講習 (一社)日本溶接協会認定WES7601による杭溶接管理技術者育成
4月～3月
6回/年

なし
作業員及び溶接
工

300名 600万 受講料
近年、管理技術者の需要増大に伴い、個別工事における諸問題の問合
わせへの対応（技術委員回答）

（一社）全国基
礎工事業団体
連合会
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3 登録基礎工基幹技能者講習 国交省認定「主任技術者」の資格取得及び現場管理業務の啓蒙
6月・9月
2回/年

なし 作業員 90名 160万 受講料 なし

4 無料職業訓練 建設業未就職者への建設業オリエンテーションと就業資格(7種)の取得
9月・3月
2回/年

(一財)建設業振
興基金

建設業未入職の
不特定未就労者

40名 700万 補助金 受講者は1コース最大20名の限定があるため、その選定に苦慮

5 職長教育 リスクアセスメントを取り入れた職長教育
11月
1回/年

なし 作業員 30名 60万 受講料 受講者数が年々減少傾向にある

6 鋼管杭施工管理技術者育成講
習

鋼管杭施工のエキスパート育成
7月・9月
2回/年

(一社)鋼管杭・
鋼矢板技術協
会

作業員 250名 500万 受講料 なし

（一社）全国コ
ンクリート圧送
事業団体連合
会

1 会員向け実態調査の実施 会員向けに、会員企業における新規入職者の状況につき、年齢別の調査を実施 1月～3月 無 会員企業 460社 30,000 助成金（労働局） 回収率の向上

（一社）全国防
水工事業協会

1 ものつくり大学へ講師派遣
ものつくり大学（埼玉県行田市）の技能工芸学部建設学科の学生を対象に防水施工
の講義と実習の講師を派遣する

４月 無 大学２年生 10人 150,000 会費収入 講師の確保、日程調整

1 建設労働者緊急育成支援事業
（厚労省）

未就労者に対し、タイル張り体験コース（１０日間コース）を受講させ、就職希望者へ
求人企業を斡旋する。

4～3月 無 未就労者 約30名
約1,100,000
円（諸経費
別）

助成金（振興基金） 求人側の採用基準（特に年齢）と受講生とのマッチングが難しい。

2 高校、大学出張講座の開催
建築系業務に就労するであろう学生を対象に、建築資材である「タイル」の魅力をＰ
Ｒすべく、タイルの歴史、製造方法、機能、デザイン、施工方法等を紹介するととも
に、実際のタイル張りを実演及び施工実習を実施

4～12月 無 高校生、大学生等 約400名
約2,000,000

円
自前予算＋助成金（振興基
金）

費用対効果がわかりずらい。

3 冊子の作成
担い手確保に関するＰＲ冊子「スペシャリストタイル」を作成、高校生、大学生等へ配
布

5月 無
高校生、大学生、
未就職者

ー 約700,000円
自前予算＋助成金（振興基
金）

費用対効果がわかりずらい。

（一社）全国建
築板金協会

1 全国建築板金競技大会

我が国の伝統ある建築板金の技能を後世に残し、将来の建築板金を担う若手の後
継者の発掘と育成を図るため、その技能を発表する機会を設け、その技術力を競
技・研鑚させる。
それにより国民生活に欠かすことのできない「住」に係わる優秀な建築板金の人材
育成を行い、我が国の住環境の品質の向上・安心・安全に資するものとする。

2月 無

建築板金に興味が
ある者であれば誰
でも参加可能（未
成年者のみ保護
者同伴条件あり）

70～80人 4,000,000 自前予算
競技会場（静岡・富士教育訓練センター）までの交通費・日程の確保
…遠方地在住者（北海道・九州など）、対象者が現役技能労働者であり、
大会期間或いは大会に臨むにあたっての練習時間の確保も課題。

1 学校訪問・業界ＰＲ
国交省の起案で発足した「建設関連業イメージアップ促進協議会」において、地質業
界や測量、設計の業界の担い手確保を目的に、国と業界が連携して大学等を訪問
し学生向けの業界ＰＲ活動を実施

年6回
国交省、地質・
測量・設計の業
界団体

大学、高校等の土
木関連課程を履修
する学生

50人前後/1講
演当り

10万円/1講
演当り

各団体の自前
講演受け入れの学校の不足
講演の効果が不明（受講学生の就職先の情報が得られない）
担い手確保に向けた活動について、行政による資金支援はない

2 業界ＰＲ動画の作成 一般向けのＰＲを目的とした業界ＰＲ動画を作成し、ホームページに掲載 5月 無 一般、学生と親 - 1,000,000 自前 動画作成の効果が不明

3 業界ＰＲ冊子の作成
一般向けのＰＲを目的とした業界ＰＲ冊子を編集印刷し（3000部）、地域の協会を通
じて配布

5月 無 一般、学生と親 - 700,000 自前 チラシ作成の効果が不明

4 （その他）
各地域の地質調査業協会では、独自で理科教育（土岩の理科実験、現場見学など）
や学校へのＰＲ活動などを実施

（一社）全国タ
イル業協会

（一社）全国地
質調査業協会
連合会
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1 「業界展望を考える若手技術者
の会」の設立

建設コンサルタントの若手技術者が一堂に会し、業界の諸問題や、将来像、改善行
動について、若手ならではの既成概念にとらわれない大胆な議論を交わす場とする
とともに、業界を活性化させる一大ムーブメントの起爆剤とする

設立：2015
年4月

無し ー 自前予算（会費収入）

2 建コンアカデミアの開催（若手と
経営者の対談）

建コン業界の若手世代と、業界内外の企業経営者との対談の場を設け、業界の将
来を担う人材としての気概を高めることを目的に開催しているもの。これまで３回開
催

第1回
（H29.8.21）
より

無し ー 自前予算（会費収入）

3 シゴト観アンケート調査
2017年（平成29年）8月に、建コン業界で働く20～30代の若手技術者約1,200人を対
象としたシゴト観アンケート調査

2017年（平
成29年）8月

無し
建コン業界で働く
20～30代の若手
技術者

約1,200人 ー 自前予算（会費収入）

建コン業界の若手技術者は「日常に忙殺されストレスを感じたり、頑張っ
ても報われないことにしばしば無気力感を感じながらも、漠とだが技術者
としての成長や仕事の社会的意義を感じ取り、なんとかモチベーションを
保っている。また、将来にはっきりした夢や希望を持てず、いつかは転職と
いう選択肢もよぎりながら、悶々と仕事をしている。」という姿が浮き彫りに
なった。

4 若手世代のファーストアクション
先進的な異業種企業コラボによる勉強会の開催
若手による企業変革への働きかけ

無し ー 自前予算（会費収入）

A社：働き方改善アクションを提案し実現（リモートワーク、服装自由化、健
康経営等）
B社：生産性向上を目的に、ワークフローの電子承認化を提案し、自社シ
ステム                                                 として採用
C社：社内メンバーを募り、企業内に若手有志組織を設立し、活動を展開
D社：社内に働き方改革ワーキンググループを設立し、全社的な働き方改
革に着手

5 各支部で大学・高専への業界説
明活動

大学・高専へ出張し、業界理解のための説明会を開催 無し 自前予算（会費収入）
別紙に支部の広報・社会貢献活動を紹介（sheet２）
説明パンフ、資料等、作成している。

1 JECA FAIR　2019にﾘｸﾙｰﾄｺｰﾅｰ
設置

当協会主催のJECA FAIR 2019(電設工業展)においてリクルートコーナーを設置し、
会員企業の会社案内等による企業の紹介等を実施

5月下旬 無
高校生・専門学校
生

２０００人 3,000,000

・２０１９年は、東京ビックサイト開催で来場者105,000人弱と今までに一番
多く、学生の参加も多かった。(今年はインテック大阪で開催)
・東京開催で平日にも係わらず、交通の便及び天候にも恵まれて、尚　学
校の一部では授業の一環として御来場戴いた。
・今年は、大阪開催なので各近隣の電業協会にご協力を戴いて、各学校
へ案内をして戴き授業の一環として、団体でご来場戴けるように要請をし
ていく予定。

2 インターンシップの実施に伴う助
成

 会員企業(中小)による、大学生・高校生のインターンシップの実施に掛かる費用の
補助を実施

通年
(多い時期
7月～9月）

無 高校生・大学生 ７０人 800,000
会員企業(中小)より、インターンシップで教える人の負担を軽減するように
考慮

3 出前講座の実施に伴う助成  支部・都道府県協会による、出前講座の実施に掛かる費用の補助を実施
通年
(多い時期
4月～12月）

無
工業高校生・高校
生・大学生

１５０人 100,000
支部・都道府県協会では、現場見学の場所選定に苦労している為、国・都
道府県が発注する直轄工事も検討して戴けるように、お願いをしていく。

4 先生との意見交換及び現場見学
会の実施に伴う助成

高校の先生との意見交換及び現場見学会の実施に掛かる費用の補助を実施
通年
(多い時期
4月～12月）

無 各学校の先生 １，１００人 3,000,000 　―

5 実技講習会
会員企業の技能レベルアップを目指し、各支部の会員企業(正・副会長及び各支部
長会社)の施設を利用させて戴き実施

10月～2月 無
会員企業・都道府
県協会の会員企
業

３５０人 1,000,000

・教材・講師等は、会員企業に多大の協力を戴き、参加企業には資材・資
料の実費負担を戴いている。
・講習メニューは、毎年会員企業にて選定戴き、参加者の人員確保は、会
員企業及び近隣の電業協会等にご協力を戴いている。

6 DVD放映等

「電設業界へようこそ」のDVDを制作し、入職活動に利用して戴く為に各支部及び会
員企業と電業協会に配布した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
2020年のJECA FAIR 2020(インテック大阪)で学生に就職活動で活用戴く為のｺｰﾅｰ
としての、ﾘｸﾙｰﾄｺｰﾅｰでも放映を予定し、この業界を知って戴くように宣伝したい。

5月下旬 無 高校生・専門学校
生・大学性他

－ 1,000,000

電設業界を幅広く知って戴く為に、仕事の流れ、醍醐味、やりがい、仕事
への拘り等を座談会形式で構成してDVDを制作した。各支部及び電業協
会が学校訪問等で、ＤＶＤを活用戴き、就職担当の先生及び学生に入職
活動でこの業界をご理解戴けるようにアピールをして戴いた。
まだまだ先生・生徒・御両親にこの電設業界の認知度は低い。
2020年のJECA FAIR 2020(インテック大阪)のﾘｸﾙｰﾄｺｰﾅｰでも放映し、来
場の先生・学生及び一般の方にも見て戴きこの業界のアピールを計画中
である。

（一社）日本電
設工業協会

（一社）建設コ
ンサルタンツ
協会
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1 動画・ポスターの製作・配布
若年者入職促進動画（リクルート編）を作成しホームページにアップするとともに、
DVD1,600枚、ポスター800枚を作成し、会員団体、工業高校設備工業科等に配布し
た。

6月～ 無 高校生等 ー 2,400,000 自前予算（会費収入） 青年部の協力

2 工業高校教諭との意見交換会
工業高校設備工業科等の全国研究会に役職員を派遣し、建設業の魅力や役割に
ついて生徒へのPR活動や就職動向についてなどの情報共有を行った。

7月 無 教諭 30人 350,000 自前予算（会費収入）
業界の実情は理解してい貰っているが、生徒の就職希望先は、建設業、
他業種、進学の割合は各３割程度となっており、本業界への入職は厳し
い。

3 技能検定の練習用材料の提供

工業高等学校「設備工業科」の在校生への技能検定のための練習用教材の提供
し、都道府県職業能力開発協会が実施した令和元年度技能検定「配管（建築配管
作業）」を受検する生徒に対し、１・２級練習用管材料を提供することで資格取得を支
援し、本業界における担い手確保・育成を促進した。

11月 無
工業高校設備工
業科等の在校生

240人 1,400,000 自前予算（会費収入）
助成金（振興基金）

24校中、10校が技能検定受検の指導を行っていない。

4 建設業界ガイドブックの配布 設備工業科等のある工業高校24校に各５冊配布 5月 無 工業高校生 24校 0 基金より贈呈 昨年度は新3年生分を贈呈したが、今年度は改訂が無かったため工業高
校に配布した。

5
若年者のための建築配管施工
基本実技シート・解説用DVDの
周知

若年者の資格取得を積極的に支援するため、平成２７年度に作成した指導者及び
若年技能者用の設備施工共通の配管基本実技作業のテキスト（指導者用800部、
受講者用2,500部）及び作業ポイントを映像化した解説用DVDを平成30年度に改訂
版（2,500枚）を作成した。今年度はその活用を会員や工業高校設備工業科等に周
知した。

年間 無
新規入職社員・高
校生ほか

ー ー ー

6
会員向け実態調査の実施におい
て、担い手確保育成の項目を追
加

会員向け実態調査において、会員企業における若年・女性・外国人従業員の採用・
雇用状況について調査を実施

6月 無 会員企業 15,300社 2,700,000 自前予算（会費収入）
助成金（振興基金）

ネット経由を廃止し、紙による調査票により回収率が向上した

7 技能五輪全国大会への協力と選
手派遣企業への助成

競技委員・補佐員を派遣するとともに、選手1名に５万円の助成を行った 年間 無
青年技能者（配管
職種）

21人 1,050,000 自前予算（会費収入）

8 国家試験「給水装置工事主任技
術者試験」受験対策講師の派遣

2つ日間にわたる講習会の講師を派遣した 8～9月 無
会員企業の若年
者

11会場、200人 ー 地元開催団体負担 地元組合における遠隔地における交通費負担

1 出前講座
工業高校に対して、講師を派遣して実習を行うと共に、教諭および生徒に仕
事内容の説明を行うことにより、就労意識の向上に資する。

6月～1月 無
工業高校（生
徒・教諭）

5県10回　200
名

500,000
助成金（基金）
助成金（保証会社）
自前予算（県協会）

開催時期を学校の授業日程に合わせる必要があり、講師との調整が
課題。

2 インターンシップの実施 就職活動開始前の高校生を対象に、企業の体験入職を実施する。 7月～9月 無
工業高校生（2年
生）

3県　80名 300,000
助成金（基金）
助成金（保証会社）
自前予算（県協会）

県により、受入企業の確保が困難な場合がある。

3 現場見学会
施工中の現場の見学会を行い、空調衛生設備工事業の重要性についての理解
を深めてもらうと同時に、現場で働いている技能者の仕事を見て、「ものづ
くり」への関心を深めてもらう。

10月～12月 無 工業高校生 2県　60名 400,000
助成金（保証会社）
自前予算（県協会）

空調衛生設備工事の工程が建設全体では最後に近いため、新築現場
を見学する際には、日程調整がむずかしい。また、竣工した現場で
は、業界の仕事が天井や壁に隠れてしまい、十分伝えることが出来
ない。

4 工業高校教諭との意見交換会
工業高校の教諭と意見交換会を開催し、業界の仕事内容についての生徒への
説明方法、就職などの情報交換を行う。

2月 無 工業高校 1県 自前予算（県協会）
建築設備の担当教諭の担当期間が短いため、毎回、初めから説明す
ることになる。

5
広報ＰＲ活動
（:建設フェスティバル、企業
就職説明会等）

建設フェスティバル、企業合同就職説明会等を開催し、業界の仕事内容につ
いての理解を深めてもらう。また、小学生とその両親を対象に親子施設見学
会を開催し、業界の仕事に親しんでもらう。

8月～12月

無
有（自治体、
建設業関係団
体）

工業高校生
一般市民
小学生

4県 自前予算（県協会）
対象者（年令）に合わせ、テーマを決めるなどして、魅力的な展
示、説明を行うことが必要となる。

6 新入社員・新人のための講習
会

新入社員のための一般教養を含めた社会人としての自覚を持ってもらうため
の講習会、および入社数年の社員を対象に講演会を開催。また、若手技術者
の経験談の発表会を開催し、ベテラン社員や経営者に悩みなどを理解しても
らう機会とする。

5月～2月 無
新入社員
若手社員

3県
助成金（保証会社）
自前予算（県協会）

講演会については、毎年、若い人に合わせた講師の選定をする必要
がある。

全国管工事業
協同組合連合
会

（一社）日本空
調衛生工事業
協会
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7 配管コンテストの開催
社会で活躍する技能者と、建築設備関係の学科を履修中の学生を対象に、技
能コンテストを開催する。

8月 無
一般の部参加者
学生の部参加者

44名 1,100,000 助成金（振興基金） 会場設営の制限上、参加者数を増やすのが困難である。

1 「建設業界ガイドブック」の配布
建設産業人材確保・育成推進協議会が作成している同冊子を希望する加盟組合に
配布。その後、地域での教育現場指導で資料として活用。

4月～ 無 中高校生 10000部 1,100,000 自前予算（組合費収入）
１部当たりの単価が比較的高額なため、多くの部数希望があるものの、予
算上、十分な数を配布をすることができない（全建総連が一括購入し、加
盟組合に無償配布している）。

2 「木のいえづくりと大工さん」の作
成・配布

関係団体で構成する木造技能者育成検討委員会で作成。木の家の素晴らしさを伝
える内容となっている他、職業能力基準、キャリアパス等も記載。

4月～ 無 小中高校生 15000部 0 自前予算（組合費収入）
これまで印刷完成物を毎年約2万部配布してきたが、予算上の都合から、
今年度よりPDFによる配信として、各加盟組合で必要数を員s夏してもらう
こととした。

3 ものづくり体験教室の開催
地域で開催される住宅フェア、技能フェア等の催事において、ＣＤラックやレターケー
ス、本立てなどの作成指導し、ものづくりの魅力を伝える。

通年

学校、地方公共
団体、国土交通
省、厚生労働省
等

小中学生 900カ所 未集約
自前予算、助成金（労働局
等）

地域によっては、ボランティアとして実施しているケースもある。予算確保
のた厚労省助成金や国交省補助事業の活用をしている場合も。

4 「学校教育協力運動」の実施
厚生労働省の建設労働者確保育成助成金、若年技能者人材育成支援等事業を活
用し、教育現場で技能者が建設業の啓発・啓蒙、課題指導を実施。

通年

学校、地方公共
団体、教育委員
会、職業能力開
発協会

小中高校生
33266人
（学校数543
校）

150,000,000
自前予算、助成金（労働局
等）

学校側の教育カリキュラムの関係もあり、地域での関係性がない場合は
取り組みことが困難な場合がある。
注）人確金若年コースは補助率2/3、若年技能者事業は定額[上限あり〕）

5 登録建築大工基幹技能者講習

2019年7月から講習実施機関として登録され、今年度から講習を実施（全建総連が
代表事務団体）。建築大工の能力評価基準でレベル4に位置付けられている基幹技
能者の育成を図り、特にCCUSの普及が課題となっている町場での位置づけを高め
る。

11月、2月

住宅関係団体8
団体（建築大工
の能力評価実
施団体）

建築大工における
10年以上の実務
経験、3年以上の
職長経験があり一
級建築大工技能
士等の資格を有し
ている技能者

430人
（全建総連関
係326人）

20,000,000 受講手数料、団体出捐金

町場における建築大工基幹技能者に対する理解がまだ不十分であり、受
講者募集に課題がある。一方で、全国から講習開催の希望や問い合わせ
がある。また、基幹技能者（ゴールドカード）を取得した方の処遇をあわせ
て引き上げていくことで、資格の位置づけを高めていく必要がある。

6
建築大工職種における能力評価
の実施

2019年10月に住宅関係7団体とともに、建築大工の能力評価基準を国交省に申請し
認定を受ける。代表事務団体としてマネジメントスキル向上特別講習を実施し、1月
から能力評価申請の受付を開始。

通年

住宅関係団体8
団体（建築大工
の能力評価実
施団体）

CCUSにおいて大
工職種で技能者登
録をして技能者ID
を取得している技
能者

能力評価申請手数料
CCUSへの技能者登録、事業者登録の推進が課題。2020年度からは、職
種共通の能力評価システムが稼働し、能力評価実施団体の事務軽減が
期待される。

7 認定職業訓練校の運営
（長期課程）

加盟組合が都道府県の認可を得、職業能力開発促進法に基づき実施。2年制と3年
制がある。全国で74校。木造建築科が約7割を占める。

通年 無 新規入職者 890人 600,000,000
授業料、補助金（国、都道府
県、地方労働局、市町村、運
営母体組合）

若年入職者が減少し、訓練生募集にとても苦労している。2011年から6年
間連続で訓練生が増加してきたが、この2年再び減少に転じている。訓練
生数が減少すると補助額も減少するため、運営が厳しくなる（補助対象経
費の補助率5/6）。

8 登録教習機関の運営
加盟組合が地方労働局の認可を得、労働安全衛生法に基づく技能講習等を実施。
全国で約45機関ある。組合員の資格取得を支援。

通年 無 組合員等 未集約 未集約 受講料、自前予算

9 大工入職者育成等支援事業
国土交通省住宅局の補助（公募）を受け、大工の新規入職者を3カ年かけて育成。
座学、実技を3カ年で約200時間の講義（ＯＪＴは別）を受ける。

通年 無 新規入職者 117人 60,000,000 自前予算、補助金（国交省）

中小事業所が多いため、社員等が希望しても受講日は仕事を休まないと
いけないこともあり、事業主の理解が得られにくい。
注）正式な事業名称は「地域に根ざした木造住宅施工技術体制整備事
業」。補助率は定額。

10 全建総連全国青年技能競技大
会

36歳以下の大工を対象とした技能競技大会を開催。課題は大工技術の基本を凝縮
した四方転び踏み台。

9月
国土交通省、厚
生労働省、林野
庁、都道府県等

加盟組合代表者 80人 14,000,000
自前予算、参加費（選手、引
率者）

1985年から開催し、延べ2000人の選手が出場。しかし、加盟組合の2/3か
らしか出場しておらず、地域の偏り解消が課題。5年前から女性枠を設
け、延べ18人の女性選手が出場している（日建連のけんせつ小町特別賞
を授与）。

11 技能五輪全国大会及び技能グラ
ンプリ関係の技術講習会

厚生労働省、中央職業能力開発協会等が主催をする同技能競技大会に出場する
選手及び指導者への技術指導を実施。

8月、12月 無 加盟組合代表者 50人 600,000 自前予算

12
技能五輪全国大会、技能グラン
プリ、若年者ものづくり競技大会
への競技委員等の派遣

厚生労働省、中央職業能力開発協会等が主催をする同技能競技大会の建築大工
職種に競技委員、運営委員、補佐員を派遣し技能者育成に協力している。

通年
厚生労働省、中
央職業能力開
発協会ほか

4～10人 中央職業能力開発協会
中央職業能力開発協会から出る競技委員等への謝金が十分でないた
め、休業補償として一定の補填が必要。、また、委員を務めていただく方
の後継者育成が課題。

13 資格取得報奨金制度
建設関係の資格取得をした場合に、一定額（資格に応じて3000円、6000円、1万円）
を資格取得報奨金として支給。

通年 無 組合員 1500人 15,000,000 自前予算
2018年4月から実施。18年度2166件1110万円、19年度20年1月までで
2551件1500万円の実績。対象資格の整理、組合員への周知方法などが
課題。

全国建設労働
組合総連合
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14 認定職業訓練校運営費支援金
制度

全建総連関係の認定職業訓練校のうち、運営母体組合が年間10万円以上支援して
いる訓練校へ支援金10万円を支給。

4～6月 無
全建総連関係の
認定職業訓練校

80校 5,000,000 自前予算
資格取得報奨金制度と同様に2018年4月から実施。運営母体組合等から
訓練校への支援実施の拡充が目的であり、同制度の実施により11校に対
して新たに支援が開始されるなどの効果があった。

15 認定職業訓練校の実態把握調
査

毎年度、長期課程を実施している全建総連関係訓練校の訓練科別の入校生数、在
校生数や運営における課題等を調査。詳細調査を19年度に実施。

4月 無
全建総連関係の
認定職業訓練校

80校 0

5人以下の訓練校（訓練科）が多く、運営継続が危機的な状況が続いてい
る。補助単価の引き上げや都道府県不足分の国による増額措置等が講じ
られているが、さらなる補助単価の引き上げが必要とされている状況にあ
る。

16 全国職業訓練生及び講師・実務
担当者交流集会

全建総連関係の認定職業訓練校の訓練生、講師、実務担当者の交流を図るため毎
年開催。訓練生によるミニ弁論大会、班別交流・発表、講師・実務担当者による分散
会などを実施。

6月 無

全建総連関係の
認定職業訓練校
の訓練生、講師・
実務担当者

100人 1,800,000 自前予算 財政力の厳しい訓練校への参加助成など

17 女性従事者交流会
加盟組合の組合員で建設現場に従事する女性従事者（技術者、技能者）を集め、女
性従事者の交流を図るとともに女性従事者をめぐる現場の実態や労働環境等を聞
き取り、改善と女性入職者促進につなげていく

6月 無
女性組合員で建設
現場に従事する技
術者・技能者

20人 1,200,000 自前予算 女性従事者の参加の確保。

18 地方公共団体に対する技能者育
成等に関する要請

地域における社会資本の維持・整備のために、建設業の新規入職者育成及び資格
取得支援等の制度創設を求める取り組みを実施。

通年 無 - - -
他産業とのバランスや財源等がネックだが、一部の地方公共団体で制度
が創設されたケースもある（資格取得支援：秋田県能代市、岐阜県高山
市、新規入職支援：長野県飯山市、山形県）。
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